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6.研 究 経 過 の 概 要

本研究 は北海道 の全都市 を対象に、主 として人口統計調査、事業所統計調査、商業統計調査、工業統

計調査などの諸 資料を基に、ここ10年 間における都市成長 の動 向をマクロ的に分析把握す るとともに、

ケース ・スタデ ィとして函館、小樽、室蘭、苫小牧 、千歳、岩見沢、滝川、美唄、帯広 、釧路、根室、
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稚 内な ど、代表的な20数 市をとりあげ、人口構造、生産構造 、生態構造、 市民組織、年中行事、L要 行

政課題な どの変動 ・推移等にっ いて調査 ・研究を試みてきた。 いまその研究成果の概要の2、3を 示す

と、以下 のとおりである。

1.人 口構 造とその変動

戦後北海道ば急激な都市化を経験 したが、とくに昭和35年 頃 までの都市化の特徴は、札幌 ・函館 ・

旭川 ・釧路 ・帯広 ・北見なとのいわゆる地方中核都市はいうに及ばず、その他θ)小都市においても人

口の集磧をみ、文字通り北海道全市に成長 ・発展かみられた。 しか し昭和35年 頃を境 にして、北海道

の都市の都市化現象に新たな変化が生 じた。 それはいうまでもな く炭鉱の閉山や特殊産業の構造不況

および200海 里問題等による、いわゆる産炭都市(タ 張、美唄、芦別、赤 平、三笠、歌志内)、Z業

都 市(室 蘭)お よび農山漁村の中心都市たる地方小都市(稚 内、網走、根室、紋別、名寄、士別、深

川、富良野など)の 驚異的な人口減少であった。 しか もこの傾向はいまなお続 いている。

つ まり北海道の都市は、昭和35年 と45年 以後における経済社会の変動により、ナ きく発展型、停滞

型および衰退型の三類型 に分化 し、 なおその度合 いを一層鮮明に深化 させっっあるとみることができ

る。 この ことは、昭和60年10月1日 実施の国勢調査の結果(概 数)に よって も明 らかてある。 つまり

道内32市 の うら、人口が増加 したのは僅か12市 で、残 り20市 はみな減少都市である。 しか も人日増加

都市'12市の うち増加率の高いのは恵庭(12.6%)、=F歳(10.2%)、 札幌(10.1%)、 帯 広(5.9%ノ 、

江別(4」%)の5都 市で、他はこれよ りも著 しく低いっ また人口減少都 市20市 の うち減少率の高い

のは夕張(-241%)、 赤'F(-11.1%)、 室蘭(-9.3%)、 芦別(-8.99わ 、三笠 ←7.8%)、

歌 志 内C-5.6%)、 根 室(-5.1jo)、 紋 別C-5.0%)の8市 である。 なお、前回の国勢調 査に

おいて発展型都市であった函館 と釧路 が今回の調査では人 口減少都 甫となり、 また増加都市てあると

して もその増加率 において極めて低かった旭 川、北見が、 ともに北海道 における主要中核都 市である

だけに、今後の動向が特に注 目され るところである。

2.都 市成長と中枢管理機能の集積

北海道経済 の地域構造 は、札幌市 を中心 とする道央地域の経済活動が他に抜 きん出て活発で、札幌

市か らの距離が増大するに従 って経済活動が低Fす るという求心構造を形造 っている。 この求心構造

を形成せ しめて いる要因は、基本的には中枢管理機能 の集積の累積的拡大 にあると考えられる。

ところで中枢管理機能 とは、一般的には、 「当該都 市およびその周辺地域の経済的、社会的活動を

調査、研究、情報提供を通 じて決定 し、管理 し、統制 し、これらの活動を円滑ならしめる機能 」と解

されている。 そ してこの意味で中枢管理機能の集積は、具体的には、まず第1に この集積の利益 の内

部化 して企業採算をより有利にするために各種企業が集まり、第2に この雇用機会の増加によって労

働力が集中 し、第3に 集中 した企業や労働力 に対 してまた財貨やサービスを提供する企業が集 まり、

第4に それ らの諸結果 として農産物な どの需要を拡大 し、そして最後にこれらの集中 ・集積が また中

枢管理機能 の集積を もたらす とい う、 いわば一種の相互関連的な拡大運動を展開 している。 したがっ

て中枢管理機能は、規模が大 きければ大きいほど、質が高ければ高いほ ど、またその機能が 多様的か
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っ複合的であれはあるほど、その力は、級数的に増大 し、 ーまた波及する範囲 も拡大 して、その都市の

発展 ・成長を促 すことになるo

従 来、都市の成長 ・発展に直接影響を与えるo)は 、主と して一L業生産的機能で あり、 したがって、

「業化 と都市化は極めて密接 に関連 した経済 社会現象であると見傲 されてきた。 しか し、その後都市

への人日と産業の集積/よ,一 方において、流通 ・販売な どに関する機能の集積を高め、結局それが、

都巾の発展 ・拡大を もた らすのである。つ まり、第3次 産 業の発展が、都市 化の主要要因であると見

傲 されるようになったのである。 そ して更に最近では、都市の成長 ・発展を促す原動力 と して中枢管

理機能の役割か 重視 され、中枢管理機能が都市の累積的拡大を促 し、また影響圏 ドにある地域に対 し

ても先導的役割を果す 牛)のとして、その意義が強調 され るに至 った。

われわれが これまで,中 枢管理機能の分析法の検討を含めて、新たな立場か ら道内都市の機能分析

を行 なって きた、諜細な報告は後 日にゆずることとし、ここでは2、3の 点のみを指摘することにと

どめる。

ll)札 幌rlJは 北海道に集債 して いる中枢管理機能の約44%を 占 めており、これは第2位 、3位 の旭川

市およひ函館 市の5倍 以Lに 当る。特 に札幌 市に集債 している44%の 中枢管理機能は、旭川市やそ

の他道内他都 市に分散 している残り56%の 機能 よりも、それが一点 に集中 しているだけに遥かに強

い機能を ち ・ていろといえる。

!2)札 幌ll∫へ の中枢管理機 能の集中は、経済 的、浮政的、文化社会的機能のすべてにおいてみ られ、

揖こ、影響圏の大 きい機能(北 海道全域に及ぶ機能)ほ ど札幌 市に集中 して おり、札幌 市の もっ中

枢管理機能は、 単にその絶対価が大 きいだけでな く、 多様的かっ高水準の機能である。

/3)各 都市における中枢管理機 能の集積を年次別変化(昭 和43年 と58年 の比較)で みると、行政的機

能の集積率は各都市とも高 くなっているが(但 し小樽、 タ張、芦別、赤平、三笠の5市 は低くなっ

た)、 経済的機能 こ文化的社会的機能 にお いては、殆ん どの都市は比率において低下 し、上昇 した

のは経済的機能では僅 かに苫小牧 、江別、 干歳の3市 、文化的社会的機能では苫小牧1市 だけてあ

った、、こ0)こ とは、裏をかえす と、それ だけ札幌 市への集積 が大 きくなって いるということを物語

るものてある。

7.研 究 成 果 報 告 書

紙幅 の関係 ヒ、以一ヒに述べた全部を ここに印刷 ・報告す ろことはできない。 したが って ここでは研究

の成 果を以 ド∂形で とりまとめた。

第1章

第2章

第3章

第4章

第5章

第6章

都市成長分析の基本問題

札幌市の地域特性 と都市成長

都市フ リンジの形成過程

町内会 と地域福祉活動

構造不況と都市社会の変動

都市開発の今日的課題と展望
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第1章 都市成長分析の基本問題

笹 森 秀 雄

1.分 析 上 の 諸 問 題

都 市 成 長(UrbanGrowth)と は何 か 、 都 市 成 長 の 鍵 は 何 か 一 こ うい っ た 問 は 、 そ れ が 発 展 都 市

で あ ろ う と衰 退 都 市 で あ ろ うと 、 そ こ に住 む 市 民 や 市 政 担 当 者 た ち が 、 長 い 間 つ ね に等 し く考 え悩 ん で

き た 問 題 で あ る。 した が っ て 、 こ の よ う な 問 題 に対 して 、 そ れ ぞ れ の 立 場 か ら何 等 か の 解 答 を 与 え る こ

とは 、 そ れ ほ ど む ず か し い こ と で は な い。 け れ ど も、 こ の 言 葉 が 内 包 して い る 意 味 や 要 素 を 網 羅 し、 か

っ 来 るべ き時 代 の 要 求 を も先 取 り して 、 そ の 上 で 分 析 的 に も有 用 な 一 般 的 な 解 答 を 与 え よ う とす る と、

これ は 意 外 に む ず か しい 仕 事 で あ る。 そ の 理 由 は 、 お よ そ 次 の3点 に求 め られ る よ う に 思 わ れ る。

第1点 は 、 都 市 成 長 と い う言 葉 が 、 極 め て 多 面 的 で 複 雑 な 内 容 を 含 ん で お り 、 し たが っ て網 羅 性 と い

う点 を 重 視 す れ ば 、 た い へ ん 広 い 定 義 が 必 要 に な る と い う こ と。

第2点 は 、 等 し く都 市 成 長 と い っ て も、 そ れ に 含 ま れ て い る 諸 要 素 に 対 す る重 点 の お き 方 が 、 時 代 の

要求 に よ って 、 ま た そ の都 市 の 発 展 段 階 や そ れ を 取 り巻 く立 地 条 件 、 な ら び に そ の 政 治 体 制 の 如 何 に よ

って 、 微 妙 に 変 化 す る と い う こ と。

第3点 は 、 都 市 成 長 に 関 して は 、 す べ て の人 び とが 何 事 か を 知 っ て お り、 し た が って 、 た ま た ま 自分

自 身 が 経 験 した こ と、 お よ び 自分 が 身 に っ け た 部 分 理 論 あ る い は 特 殊 理 論 か ら のみ 都 市成 長 の 問 題 を 把

握 し、 よ り 広 い 全 体 論 的 立 場 か らそ の 問 題 を 掘 り 下 げ て み る と い う姿 勢 に 欠 け て い る と い う こ と。

さ て 、 従 来 わ れ わ れ が 依 拠 して きた 都 市 成 長 理 論 の 接 近 方 法 と して は 、 い ろ い ろな 人 び と の も の が あ

る が 、 い ま 思 い つ く ま ま に そ れ ら の 人 び と を 挙 げ る と 、 古 くは イ タ リア の 学 者 ボ テ ロ(G .Botero)を

は じめ 、 ク ラ ン ジ ュ(F .Coulanges)、 ピ レ ン ヌ(H.Pirenne)、 ハ ワ ー ド(E .Howard)、 ウ エ

ーバ ー(M
.Weber)、 ゾ ンバ ノレ ト(W.Sombart)、 ジ ン メ ル(G.Simmel)、 ア ドナ ・ウ ・ 一バ ー(A ,

Weber)、/¥° 一 ク(R.E.Park)、 バ ー ジ ェス(E.W.Burgess)、 マ ッ ケ ン ジ ー(R .D.Mckenzie)、

ワ ー ス(L .Wirth、 、ダ ン カ ン(0.D.Duncan)、 ホ ー リー(A .H.Hawley)、 ボ ー グ(D.J.Bogue)、

マ ン フ ォ ー ド(L .Mumford)、 ドク シ ア デ ィス(C.A.Doxiadis)、 レ ッ シ ュ(A.Losch)、 パ ー ロ

フ(H.S.Perloff)、 トン プ ソ ン(W.R .Thompson)、 ロ ブ ソ ン(W.A.Robson)、 フ ー バ ー(E.M.

Hoover)、 ウ ッ ド(R.C.Wood)、 バ ー ノ ン(R .Vernon)、 デ ッ キ ン ソ ン(R.E.Dickinson)、 ゴ ッ

トマ ン(J.Gottman)、 そ して ベ リー(B .J.L.Beery)な ど が い る。

こ れ ら の 人 び との 接 近 法 に は 、 あ る 面 で 共 通 点 もみ ら れ るが 、 しか しま た た とえ ば 、 都 市成 長 の 分 析

に 当 って 、 何 を成 長 的 与 件(要 素)と し、 何 を 非 成 長 的 与 件 と す る か の 区 別 や、 ま た 諸 変 数 の な か で 、 何

を 戦 略 的 変 数 と し、何 を 従 属 変 数 とす るか の 判 断 にお いて は 、 各 接 近 法 に か な り の 差 が み られ 、 そ れ 故 そ

れ ら の な か か ら 、 時 代 や 場 所 や 体 制 を 超 越 して の い わ ゆ る 「普 遍 的 な 決 ま り」 とい った も の を 選 び 出 す

こ と は 、 ほ とん ど 不 可能 に 近 い と い っ て よ い。
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したがって、大抵の人びとは、 これ らの人びとの接近法 のなかか ら、一つ ない し二っ以上 のものを思

い思いに取 り出 し、それを適 当に修正ないし再編成 して、 自己の都市成長理論の基礎 としているという

のが一般的な傾向である。 ここに、都市成長分析の問題点、っまりむずか しさがある。

2.本 研 究 の ね ら い

以上の実態を考えると、都市成長の研究 においてわれわれが とるべ き態度は、基本的 には二っ あると

思われる。

第1は 、初めか ら自己の研究領域を限定 して、 これ迄 に展開 してきた都市成長理論 のなかか らどれか

一つを取 り出 し、それを更に深 く追究 し、その分析用具 にっいても更 に磨 きをかけた り、またその研 究

のなかで新 しいモデルを開発 したりして、その現実への応用 と把握 に一層 の工夫を こらす ことである。

第2は 、極めて困難な仕事で あるが、できるだけ大所 ・高所 に立 って、多くの都市成長理論のなかに

みられる併存、対立および競合 の様相を整理 ・展望 し、そのなかか ら、より一般的な理論の構築 に役立

ち得るような基本的枠組を選び出し、それをまず分析棚 に配列 してみること、そ して その上で、 それぞ

れの歴史的 ・社会的状況 に応 じ、その時代の該都市 の問題に適合するよう、それぞれの都市成長理論を

再編成す る道を準備することである。

われわれの最終的なねらいは、い うまで もな く第2の 仕事 を達成す ることにあるが、 しか し今は残念

ながらまだその域 に達 していない。 したがってわれわれは、ねらいと しては一応第2の 仕事を 目指すと

はいえ、実際 には、 ここでは、

1.都 市成長 とは何か

2.都 市成長 は如何に行われてきたか

3.都 市成長 の鍵は何か

といった問題、っまり都市成長の定義、形態および要因の三つの問題に考察を限定 し、とりあえず以

下 において試み る、北海道都市の具体 的分析 のための基礎整備作業を行っておきたいと思 う。

3.都 市 成 長 とは 何 か

「都市成長 とは何か」 という問題に対 しては、それぞれの立場 から、恐 らく広狭種 々様 々な定義が可

能であろ う。 しか しそのいずれの場合 において も、最小限次の三っ の点 につ いて、予め何等かの限定を

付 しておく必要があるように思 う。 すなわち、

第1は 、 「都市成長」 という場合 の、その 「都市」の本質 とか不可還元的要素 として、何 を選ぶか、

二つ以上の ものを選択 した場合、 どれに重点を置 くか、 またそれ らを どう組み合 わせるか、

第2は 、 「成長」 という言葉 にどんな含蓄を与 えるか、 またそのなかの どれに比重を置 くか、

第3は 、成長をはかる時間的単位 として、 どれ位の時間を考 えるのか、

という3点 である。

ここではまず、いろいろな可能性について考 えるとともに、本研究 における私 自身の限定にっいて述
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べ ることに した い。

まず、第1の 「都市」をとらえる基本的指標からみ ると、従来社会学の領域では、アメリカの社会学

者 ソローキン(P.A.Sorokin)、 に代表 されるよ うに、複数指標、例えば職業、環境、地域社会の大 き

さ、人口密度、人口の異質性 と同質性、社会的文化 と階層化(役 割の分化 と地位の分化)、 社会的移動

性、相互行為の組織など、多 くの指標を用いてその本質や特性を示すのが一般であった。指標の数や内

容やその比重の置 き方 には差があるとして も、同 じ傾向は、ウエーバーやゾンバル トや ワース等にも等

しく見受 けられるところである。 ただ、バージェスの 「都市の成長」理論のみは、それが主として都市

の地域空間構造 をその膨張拡大過程 として捉 えた ものであるという点で、他 の人び との見解 とは若干異

なる ものであるとみ ることができよう。

ともあれ以上 のような指標は、確かに都市の特性 とみ られるものを示 している。 しか し、後に触れ る

ように、 「成長」とい う言葉 に込められて いる含蓄か らす ると、それ らの指標は、決 して十全なもので

あるとはいえないように思われ る。 その点、鈴木栄太郎博士 の、 「都市とは、国民社会 における社会的

文化的交流の結節機関をその うちに蔵 している事 により、村落と異 って いるところの聚落社会で ある。tJ

とする都市の定義は、都市をとらえる基本的指標を考える場合、極 めて示唆に富む ものである。 特に次

の指摘 は、従来の見解に対する批判 として、興味深 いものがある。すなわち、 「私の理解するところに

よれば、都市は結節的機関の集合 しているところである。 都市を して都市 たらしめているものは、そこ

に存 する結節的機 関であるか ら、都市の大小 は、結節 的機関の量の多少であ って、人口量の大小 とか、

人口稠密度 の大小 とか、交通量の大小 とか、地価の高低や社会的流動性の多少等は、結節的機 関の多少

に伴 う随伴的現象にす ぎない」 ので あると。 なお、博士は、都市に存する結節的機関 として、次の9種

を挙げて いる0

1.商 品 流布の結節的機関 一 御小売商、組合販売部

2.国 民 治安の結節的機関 一 軍隊、警察

3.国 民統治の結節的機関 一 官公庁、官設的諸機関

4技 術文化流布の結節機 関 一 工場、技術者、職人

5.国 民信仰の結節的機関 一 神社、寺院、教会

6.交 通 の結節 的機関 一 駅、旅館、飛行場

7.通 信 の結節 的機関 一 郵便局、電報電話局

8.教 育の結節 的機関 一 学校、 その他各種教育機関

9.娯 楽の結節的機関 一 映画館、パ チンコ屋など

鈴木博士 の 「結節機関論」と以上の 「結節機関の分類」は、都市を考察す る上で極めて卓越 した理論

である。 しか し、都市 の機能や構造を分析する場合 、以上の結節機関の分類をいま少 しキメ細かに分類

したほ うが、 より現実的でありかっ有用ではないか と考える。すなわち、博士の分類中第4の 「技術文

化流布の結節的機関」を、更に、

① 保健維持の結節的機関 一 病院、診療所、助産所、浴場
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② 建設の結節的機関 一 建築会社、大工

③ 製造修理 の結節的機関 一 工場、修理店 などに分けたほうが よいであ ろうし、また以上のほかに、

④ 金融 ・保険の結節的機関 一 銀行、信用組合、生命保険会社

⑤ 報道の結節的機関 一 新聞社、放送局、出版社

⑥ 営利的特殊団体 と しての結節的機関 一 飲食店組合、理髪店組合 など

⑦ 非営利的特殊団体 としての結節的機関 一 連合青年団、婦人連合会、各種学会など

を加え た ほ うが 、 より一層現実的ではないかと思 う。 そ して本研究で も、事実 この種の分類を採用す

ることに して いる。

ところで、鈴 木博士が指摘 しているように、結節機 関の研究は、確かに都市研究の中枢的部門をなす

ものである。 しか し、結節機関の研究は、都市研究 の中枢的部門ではあるが、決 して その全体ではなし0

何 となれば、都市は機関が集 まって いるところには違いないが、 しか し、人が住んでいるところである

こともまた事実で あるからで ある。

このよ うにみて くると、第1の 都市 をとらえる基本的指標 としては、必ず しも都市特有 の指標 とはい

えないが、最近特に論議の対象 とされている 「生活の質」(qualityoflife)の 問 題等を考慮すると、

人口、結節機関、福祉 の三っを挙げるのが至当であると考える。

さて、第1の 問題にあまりにも多くの時間を費 したが、急 ぎ第2の 「成長 」 とい う言葉に込められ る

べき含蓄にっいてみ ると、やはりその 中には、 「子供の成長」 とか 「人間の成長」という場合と同様 に、

規模の拡大、構造の高度化、主体的態度の形成 という三っの含蓄を付与すべきが妥 当である と考える。

最後に、第3の 成長をはかる時間的 単位 にっいて述べ ることにする。これは、最低1年 位から最高500

年、 ないし1,000年 といった超長期にわたるものまで いろいろあるであろう。 またその中間 として、5

年 、10年 、20年 、30年 、40年 、50年 そ して100年 な ど、いろいろな期間 を設定することもで きよう。 本

研究では、時に松前や江差な ど、 いわゆる幕末体制下の北海道都市に触れ ることもあるが、 しかし原則

的には、終戦時から今日迄の約40年 間 に期間を限定 して、 この間における都市成長 の実態を分析するこ

とに したしb

さて、以上に述べた第1の 都市を とらえる基本的諸指標 と、第2の 成長 とい う言葉 に付与 された三っ

の含蓄とを組み合わせて みると、不完全ながら、第1表 にみられ るよ うな都市成長分析 の諸基準が出来

上る。 ここでは過去の都市成長分析において用いられ た諸指標 と諸方法とが、 ある程度察知できるよう

細項目のなかに工夫 したのであるが、残念なが らまだ十分に生か されていない。 特に福祉 の指標 と三っ

の含蓄 との組み合わせは、極めて未成熟であり、今後根本的に再構成 しなければならないと考 えている。

第1表 は、 いろいろな点で まだ未完成であり、 したが って過渡 的な都市成長分析図式 である。 しか し

この第1表 を眺めて気づ くことは、

第1に 、今迄なされてきた都市成長 の諸定義や測定諸基準 は、大抵はこの表のなかか ら一っ ないし二

っ以上 のものを取 り出し、 それを思い思 いに組み合 わせた ものであるとい うこと、

第2に 、 したが って、 どの定義 にしてもまた基準 にして も、一 っだけで もって都市成長の全面を十分
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第1表 都市成長分析のための諸基準

都市をとらえる指標

三 つ の
基本指標

人 口

結節機関

福 祉

細 目的な諸指標

年 少 人 口

生産年 齢 人 口

老 年 人 口

自 然 増

社 会 増

第1次 産業人口

第2次 産業人口

第3次 産業人口

行政的結節機関

経済的結節機関

社会文化的結節

機関

実 質 所 得

実 質 消 費

貯 蓄

修 学(教 育)

労 働 時 間

健 康

余 暇

奉 仕

平 等

成長という言葉に込められている三つの含蓄

規 模 の 拡 大

大増の数口人

大増の数用雇

機関数の増大

市場(支 配 ・影響圏)

の拡大

従業者数の増大

(規模の拡大)

各種施設の増大

1人当り実質所得の増大

1人当り実質消費水準

の増大

修学年限の延長

労働時間の減少

平均寿命の延長

医療機関の整備 ・増大

余暇時間の増大

社会参加の増大

男女平等

地域格差の是正

構 造 の高度化

年齢構成の変化

有業人 口の変化

全就業人口に占めるホ

ワイ トカラー人口比の

変化

組織の合理化

機能の専門化

効率性の増大

工場生産性

労働生産性

高次加工化

半製品生産から完

製品生産へ

機関業種の多様化

社会資本の比重変化

家計構造の変化

市民所得 と市の予算割

合の変化

市の予算における支出

構造の変化

階層 ・産業間の構造的

不均衡の是正

主体的態度の形成

子供をもとうとする傾

向

高等教育に対する関心

職業選択に対する関心

アイデアの開発

新技術の導入 ・開発

新製品の開発

業界組織の強化

研究技術の設置

教育技術の設置

自立性の増大

投資性向

満足感の追及

必需品 ・便宣品 ・

快適品の購入

市政に対する関心

有用感の醸成
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にカバー し得 ないとい うこと、

第3に 、その意味では、すべてが部分 的な定義であり、かっ部分的な測定で ある とい うこと。 いいか

えると、研究者がとりあげた指標 ・含蓄の範囲を越 えて適用すれば、誤 りに陥 りやすいということ、

である。

以上、 いろいろな問題点 について検討 してきたが、最後 に、 ここでの課題である 「都市成長 とは何か」

という問に答えるな らば、一応次 のよ うにいうことができると思 う。 すなわち、 「都市成長 とは、人口、

結節機関、福祉 といった都市の基本的指標が、あ る時間的経過のなかで、規模 において拡大 し、構造 に

おいて高度化 し、主体的態度においてある方向(例 えば、 自主、創造、連帯、実践 といった態度)に 変

化することで ある。 」と。

4.都 市 成 長 の 諸 形 態

ここでの課題 は、以上 の意味での都市成長が、事実 どのよ うな形態を とって行われて きたか、それを、

歴史的事実に基づいて検討 してみ ることである。その場合 、特にそれが都市成長の諸形態 にっいての一

般化を企図する ものであれば、成長を はかる時間的単位 も、単に30年 とか50年 とかに限 らず、100年 と

か200年 あ るいは500年 といった、超長期を とりあげてみることが必要であろう。 また、その対象 も、

わが国のみに限 らず、 もっと視野を拡げて、例 えば西欧諸国の資本主義体制 はもちろん、更には混合主

義体制や社会主義体制下の都市について も、一考 してみることが必要で あろ う。

しか し、今 ここではそれを試みて いる時間的余裕 もない し、 また正直な ところ、そのための準備 もで

きていない。 したが って ここでは、大変不本意なが ら、本州諸都市 のそれ との対比のなかで、北海道に

おける都市成長の諸形態にっ いて、その主要骨格 ともいえるものを2、3確 立 してお くにとどめたい。

① 北海道 における都市成長は、本州のそれに比べると極めておそく、明治以後 とくに第2次 世界大戦

後の産物であるといって よい。

周知のように、本道の開拓が本格的に始 められたのは、今か ら115年 前 の明治2年 に北海道開拓使

が設置 されてか らであるが、それは 日本政府の手による国策 と しての開拓で あって、それ以前のいわ

ゆる和 人渡来 による開拓は、ず っと古い歴史 をもっている。

阿倍比羅夫の蝦夷討伐は ともか くとして、津軽地方の豪族であった安東盛季が南部義政 との争 いに

破れて、 一族郎党を引連れて蝦夷島へ敗走 したのは嘉吉3年(1443)12月 といわれて いるか ら、今か

ら541年 前 の ことである。 その後、和人の渡来は次第 にその数 を増 し、主 として東 は汐首岬附近か ら

西は厚沢部川辺 にいたる間に、 あるいはえその部落 と雑居 し、 あるいは要所に館 と称する小砦を構え

て付近の住民 を管理するなど、次第 に拓殖の地歩を固 めていった。

特に、天文年間に松前氏が蝦夷地を平定 し、また豊臣秀吉の没後物情穏かでないの に備 えて、慶長

5年(1600)徳 山 の南台地 に新城を築造(落 成 は慶長11年)し てこの地を福 山(現 在の松前)と 名づ

け、更に元和5年(1619)に 大 館町と寺町を集めて城下町を形成するに及んで、福山は文字通 り蝦夷

最初 の、 しか も蝦夷最大の都市 となるに至 った。 その後、ロシアの東漸に端を発 し、北辺の防備 と開
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拓の急務が唱 えられ、一段 と拓殖の歩を進め、箱館が開港場と して北門の主部 とな り、商港都市函館

の基礎 をつ くった。 他は漁港町 としての江差が一時大 いなる発達 をみた。

㈱ 安永6年(1777)の 松 前藩の人別帳による と、和人地戸口6,422軒 、2万5,633人 、うち城下1,434

軒、5,006人 となってお り、また文化8年(1811)の 調 べでは、松前 ・江差同付属村村計5,263軒 、

1万9,708人 となっている。 また箱館は天明5年(1785)戸 数453、 人 口2,025人 となっており、

文化8年(1811)の 調べでは、箱館市中 ・同付属村 々6か 場所戸 口2,419軒 、1万622人 となって

いる。 また嘉永6年(1853)の 調 査では、箱館 の戸 口1,739軒 、9,419人 、うち男4,560人 、女4,859

人 となって いる。

けれども、 このような中世以降 の北海道における都市形成 は、本州におけるそれに比べると著 しく

未発達 のものであっ≠ら

中世末の都市の総数 がどの くらいであったかは判然 としないが、 しか し少な く見積 っても500な い

し600以 上 に及んだのではないか と推測 されて いる。

これらの中世都市の うちには、 中世の終末を またず して、また中世の終末 とともに、その都市的生

命を終 った ものも少な くはなか ったようで あるが、 しか し中世の主要都市は、近世に入 って、更に一

段 と都市的発展を遂げ、 あるいはその発展がやや緩慢であったと して も、近世的小都市 として、特に

農村の在郷町 と して、その都 市的生命を維持継続 しえたもの もまた少なくはなかった。

原田伴彦氏は、中世都市か ら近 世都市 に発展 していつた主要な もの として、黒川(会 津若松)、 白

河、十三湊、米沢、秋田、大宝寺(鶴 岡)、 酒田、府中(常 陸)、 水戸、円福寺(銚 子)、 結城、関

宿、佐原、船橋、 日光、宇都宮、足利、厩橋、和 田(高 崎)、 桐生、安中、倉賀野、松井田、江戸、

川越、熊谷、深谷、忍、八王子、岩槻、神奈 川、浦 和、品川、小 田原、藤沢、越後府 内(直 江津)、

寺泊、柏崎、城端、魚津、富山、放生津、七尾、輪島、尾山(金 沢)、 小松、宮越、越前府中、大野、

北 ノ庄(福 井)、 三国、金津、敦賀、小浜、身延、甲府、 吉田(甲 斐)、 諏訪、善光寺、坂本、高遠、

飯田、福 島、韮 山、駿府、沼津、藤枝、島田、蒲原、引間、見附、岡崎、赤坂、御油、吉田(豊 橋天

田原、大浜、清洲、犬山、名古屋、熱 田、岐阜、加納、大垣、坂本(近 江)、 長浜、 日野、大津、母

木、今津、八幡、瀬田、草津、野洲、愛智川、京都、石清水八幡宮、淀、宇治、鳥羽、大津、山田、

大湊、亀山、津、桑名、奈良、今井、高野山、粉河、新宮、大坂、西宮、伊丹、高槻、尼崎、兵庫、

平野、堺、貝塚、富田林、姫路、三木、岡山、西大寺、尾道、靹、三次、厳島、山日、長府、赤間関、

柏原(丹 波)、 鳥取、杵築、浦戸、中村、門司、豊後府内、博多、高良山、大村、平戸、長崎、 ロノ

津、島原、人吉、八代、高瀬、川尻、佐士原、飢肥、都城 、宮崎、鹿児島、山川などを挙げて いる。

そ して これ らはいずれ も、近世都市の重要な部分を構成する ものであったとしている。

なお、原田氏 は、この近世都市の総数がどの くらいまで及んだかにっいて、次のように述べている。

すなわち、 「一藩領平均約15箇 前後の在郷町を含む都市が存在 したとみて、全国200余 藩 、それに幕

府直轄領を加えると、都市総数4,000に 及 ぶ とい う計算 も出て くることになる。 ともあれ漠然たる数

字 であるに して も、都市と して考 えて もよい聚落は、3,500前 後 にな って いるとみてよいか と思われ
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る。 」と。

この近世都市の数は、 中世のそれに比べると約4倍 とい うことになる。都市または町場が成立す る

背景には、 いうまでもな く農業生産力の発展 と、それに伴 う農業 と手工業 との分離、および商品交換

のための市場の発達が必要不可欠の要件 であるから、 この点を考 えるならば、蝦夷地北海道における

都市的集落の未発達はむ しろ当然の結果であるといえるかも知れない。

か って、奥井復太郎博士 は、明治以来の本邦都市の発展情勢を とらえて、次の ように述べたことが

ある。

「明治初年の本邦都市人口は、今迄 の藩封の大小に大体 比例 していたとみることが出来 る。 江戸、

大阪、京都は別 として、尾張、安澤 、肥後、薩摩 、加賀、陸前 といった雄藩 の城下 が当時の大都 市で

あったことは言う迄 もない。 この事情 は、明治中頃 まで続 いたと思われる。 明治21年 の数字によって

みると、当時人口1万 を超える都市はその数125、 そ の中には今 日(東 京市が600万 を超 え、100万

級 の大都市が6市 、20万 級 の都市が13市 に も及んでいる今 日)か らみ ると一地方都市 に過 ぎない もの

が多分に含まれている。 人口3万 以上 の都市は漸 く30に 過 ぎない。 今その当時 の都市(3万 以上)を

順位的に示す と、第2表 の如 くである。

これに続 くものとして、秋田、山形、米澤、長野、銚子、那覇、鳥取、岐阜 、首里、佐賀、姫路、

高田、奈良、甲府、大津、灘波、宇都宮、高崎、水戸、山田(伊 勢)、 前橋、若松(岩 代)、 久留米、

伏見、酒田、萩、千葉等が人口2万 台で、 これらに近い ものが高岡、鶴岡、明石、八王子等 となって

いる。 これ らの諸都市が歴史的には相当著名 な ものでありながら、今 日の本邦都市情勢の上では必ず

しも有力ならざるものが少な くない。……… 日本経済の発展が、各都市にっ いて同 じ運命を 与えなか

った事情が これによって判明す る。 第2表 と第3表 とを比較すると、呉、川崎、八幡、佐世保、門司、

大牟田の如き新興都市の躍進を示す と共 に、第2表 に掲げ られた諸都市が可な り顛落 して了 っている。

金澤 市(7-22)は そ の適例であるが、更に、徳島(10-35)、 富 山(11-44)、 福 井(22-51)、

高松(23-43)、 松 山(24-46)、 松 江(25-83)、 盛 岡(26-57)、 弘 前(30-97)等 相 対的衰勢

が 目立っ(括 孤内の左部 の数字が明治21年 、右部が昭和10年 の順位)。 」

奥井博士の以上 の指摘 にみ られる。明治から昭和10年 代 に至 るわが国都市の成長動向は、 もちろん

国民経済 あるいは地域経済 の発展情況 に相応す るものであ って、 函館 ・札幌 ・小樽 などの北海道の都

市も、開拓使時代、3県1局 時代、初期北海道庁時代、北海道10年 計画時代、第1期 および第2期 拓

殖計画時代を通 じて、ようや く全国都市 のなかに枢要な地位を占めるまで に至 った とみることができ

る。 しか し、第1図 に も明 らかなよ うに、その成長のテ ンポは極 めておそ く、 いわゆる都市化率が本

州のそれに近 づ くのは、昭和25年 ないし30年 以降におい てである。都市人口が農村 人口を凌駕 したの

は、昭和35年 であっナら

以上、北海道の都市は、すべてが古代 あるいは中世の封建都市か らの連続、 あるいはその変化 と し

て生まれたのではな く、その大部分 は最初か ら近代都市 として、四国 ・九州 ・山陰 ・山陽 などの異な

った地方文化を もった種々なる人口が集まって、すでに発達 した技術を基礎に自由の精神を もって新
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第2表 明 治21年 都 市 人 ロ(万 人) 第3表 大都市順位の 変遷
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認

1

1

た な土壌 の上に建設 されたものである。 その都市成長の過程にっいては、次章以下において触れるこ

とになろうQ

② 等 しく都市成長 といって も、各都市によって都市の場合 も、現実 には大体三っ の成長パ ターン、っ

まり発展型、停滞型および衰退型のどれかに属 しているとみ られ る。

まず第2図 の 「人口、事業体 ・工業出荷額 および所得額の推移」をみて もらいたい。これは、人 口、

結節機関、福祉 という都市成長の三っの基本指標の代用 として、人 日、事業体 と工業出荷額、お よび

所得額を選 び、その各々がわが国の各都市において どのように推移 して きたかを分析 し、かつそのな

かか ら特に注 目される二っ の都市、っまり成長率 の極 めて高い都市(6大 都市の一っで人 口140万 台)
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と、逆 に構造不況 によって衰退の一途をたどって いると見倣 される産炭都市(最 盛期には人口が10万

以上 もあったが、現在は4万 台に激減)と を取上げ、その各 々の成長パ ターンを示 したもので ある。

(濁 ここに 「所得額」といっているのは、正確には 「課税対象所得額 」のことである。

課税対象所得額は、 自治省による 「市町村税課税状況等の調」か ら求められる。 ここでいう課税

対象所得額は、市町村民税所得割の納税義務者(退 職所得に係る分離課税分を除 く)の 所得金額の

合計 した ものである。 したがって、課税対象 となる所得 、すなわち給与所得、配当所得、不動産所

得、事 業所得、退職所得、山林所得、護渡所得(土 地、建物等 々に係る譲渡所得を含む)、 一時 所

得 および雑所得、営業所得、農業所得、その他事業所得などはすべて含まれる。

今回は資料の制約か ら、昭和53年 以後の分析にとどまったため、長期の成長パ ターンについての把

握 は不可能で あったが、 しか し発展型都市 と衰退型都市 の成長パターンには、およそ第4に 示 したよ

うな特徴が存 しているといえるのではなかろ うか。

そ の2衰 退型 都 市 の事 例
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第4表 都 市 の成 長 パ ター ン とそ の特 徴

都市区分
指 標

発 展 型 都 市

衰 退 型 都 市

人 口

漸増または急上昇

漸減または 激減

事業所数・工業製造品出荷額

漸 増 ま た は 急 上 昇

微減 ・漸減、微減 ・停滞

所 得 額

漸増または急上昇

微 増 、 停 滞
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家に盛衰興亡があるよ うに、都市にも盛衰興亡があるよ うである。 ある時期にある都市の傘下に入

っていたものが、突如 ある出来事を契機にその地位を逆転 したという都市の例 もある。 今は衰退過程

にある都市ではあるが、 しか しさまざま条件を整備 して、再び時 の来 るのを待 って いる都市のあるこ

ともよく聞くところである。

では、都市の成長 にとって何が必要 なのであ ろうカ0都 市成長 のメカニズム とはどのよ うなもので

あろうか。 積極的 に考 えてみ る必要がある。

5.都 市 成 長 の 諸 要 因

先にわれわれ は、 「都市成長 とは何か」という問に対 して、それは、人口、結節機 関、福祉 といった

都市の基本指標が、 ある時間的経過 のなかで、規模において拡大 し、構造 において高度化 し、主体的態

度においてある方向(例 えば、自主、創造、連帯、実践 といった態度)に 変化す ることである、 と述べ

た。 しか し、この定義は極めて抽象的であり、特に 「都市成長 の鍵 は何か」、あるいは 「都市成長には

何が必要か」、 といった問題に答えるためには、その内容を いま少 し具体的 に、かっ詳細に検討 してみ

る必要があろう。

① 都市成長の要因に関する基本的視点

さて、いうまで もないが、都市の発達や衰退 のよ うな複雑な社会経済現象は、錯綜 した多 くの要因

や諸 々の事情の組み合 わせに よって成立っている。 したがって、都市の発達や衰退を唯一 の原因のみ

に帰着 させて理解す ることはできない。例 えば 、人口の増減が都市の発展や衰退 に重要な役割を果す

ことは事実であるが、 しか しそれだけで都市成長の要因を説明 しつ くす ことはできない。なぜならば、

人 口の増減それ自体が、他の要因、例えば大学誘致や工場閉鎖 などと無関係に生ず るものではないか

らであるQ

都市の発展 ・衰退 にとって、 これ らが重要な意義を もつ ことは明 らかで ある。 だが、それ らも都市

の交通体系や住民 の文化度 といった別の要因の作用か ら独立の もので はない。

このようにみて くると、都市の発展 ・衰退 の諸要因 と諸事情は、 どの一っを とってみて も、唯一絶

対の ものはないかも知れない。 とす るならば、都市の発展 ・衰退を説明するいわゆる都市成長理論 は、

できるだけ多 くの要因や事情 をとらえ、 それらの原因と結果の関係を統一 しなければならないであろ

う。 しか しその場合重要 なことは、 多くの要因や事情のなか から最 も決定的と思われるものを選択 し、

それらの間 に 「支配的な因果関係」を見 出 し、それを中心 と して都市成長の基本的法則を明 らかにす

ることである。 単なる事実 の記述や羅列 だけでは、都市 の発展や衰退の要因を説明 したことにはな ら

ないで あろ う。

しか し、問題は何が 「支配的な因果関係」かということである。 この点 については、おそらく多々

意見 の分れ るところであろ うQ都 市 の生産能力に対比 して、消費購買力の変化を都市成長の要因と し

て重視する学者がある。 また企業の投資活動を中心 に して、それが都市の産業構造に及ぼす変化を も

って、都市成長を特色づけようとする有力な一派 もある。 これ らの異なった意見は、それぞれ異 なっ

15一



た都市成長理論を生み出 しているが、大切なことは、それ らの理論が必ず しも対立す るものではなく、

む しろ多くの場合 は補完的なものである、 ということを理解することであろう。

さて以上述べたように、都市成長は、多 くの相互的原因 ・結果の関係を含む極めて複雑な現象であ

る。 したがって、その関係の全システムを簡単 に解き明かす ことは、容易ではない。 けれ ども、われ

われは、 この複雑性を心に とどめる としても、都市成長の過程 について比較的抽象的な、かっ単純 な

形のモデルを構築することは、必ず しも不可能で はないと考 える。 われわれはその一例を、ア ッレン

・プ レー ド(AllenPred)の 「都市成長 モデル」(第3図)の なかに求めることがで きる
。 このモ

デルは、われわれが北海道 における都市成長の要因を分析する際に、極めて示唆す る点が 多いと考え

るので、以下簡単にその大要を説明 しておくことにする。

⑦ 都市成長モデル ーAIleiPredの 図式 一

この単純化 されたモデルは、A .プ レー ドが19世 紀後半か ら20世 紀の前半 一一比較的急速に産業化

と都市化が行われた時期 一 に合衆 国における都市発達の基盤を明 らかにすることを企図 して作成 し

た ものである。

ところでこのモデルは、少数の第2次 的概念 と共 に、人口(population)、 経済基盤(economic

base)、 近接(あ るいは接続)性(accessibility)お よび交易(trade)と い った重要な要因の もとに

組織 されているもので あって、それはまた、空間的に立地 された、そ して他 の都市か ら競争によって

影響 されていない、小 さな商業都市 の存在を仮定することによって構想 されたものである。

この小都市は、比較的 自足的で、かっ多 くの基礎財 とサービスによって地方的な従属地域にサービ

スする。 ほんの僅かな移入 と移出活動 とを もっ
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ている。 今、 この小都市 の中に、一つあるいは

それ以上 の製造工業の範 ちゅうに属する多数のA 。lncreasedcessibihry(511nventionandlnnovation;6!

大 規模工場が誘致 されたとす る(第3図 の中の

第1ス テ ップっまり(1))。 これ ら諸活動の立地

のために、 この特殊な場所が選ばれるに至 った

理 由は、そこに幾っかの地場資源(localized

resource)が あ るとか、主要港路 といった地域

間輸送のネ ットワークの上 に、この小都市が位

置 しているか らで あろ う。 この小都市へのこれ

ら新規諸活動の導入 は、まず最初に財とサービ

スに対する産業 の需要を創造 し、またそれ ら雇

用者の購買力を増大 させるという形 で、そこに

多 くの循環 的連鎖を生み、 い わ ゆ る乗 数 効果

(MultiplierEffect(2))の 一般化を もた ら

すこ とになる。それはまた、公正取引、小売店、
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政府機関、サービスおよび運輪交通などの広範囲な新規 の経済活動や、サ ービス等の吸引をもたらす

ものと思われる(ス テ ップ(3))。 この経済活動の拡大 と、それに結びつ いた労働力の規模 における増

大の結果 として、地場産品に対す るローカル市場 の拡大がはか られることになる(ス テ ップ(4))。 も

しも他 の地域や諸都市 に対 して好意的な接近(接 続)が み られ るならば、 これはまた地場産品に対 し

て好意的な市場を増大 させるであろうし、ますます製造部門(1)の拡 大を刺激 し、また成長 のための他

の循環 も大きくなるであろう。

製造活動、人口および一般的な経済活動 の拡大 は、ますます新 しい発明、技術革新、および革新的

な組織の調整(ス テップ(6))の ための機会を増 しなが ら、都市の内部により複雑な一連のコ ミsニ ケ

ーションと、多様な相互作 用とを誘発す ることになろう。 これ らの発明と革新は、 さらに既存の製造

業プラントの生産能力を拡大 し、 またその機会を準備 させるであろ う。 同様 に、 これ らの発明と革新

は、農業生産への影響や農家労働 に対する需要 を増すことになろう(ス テ ップ(7))。 製造業の発展 と

農業機器の利用増大は、一般 に農村地域 において必要 として いた労働力を減 じ、 しか もそれにもかか

わ らず、農業的産 出を増大 させる。 成長都市(8)に おけるさまざまな機会の拡大 とい う視野 にたつな ら

ば、 ローカル市場の増大 と同様 に、労働力(1)を拡大 しっっある経済基盤に供給することによって、こ

の過剰な農村人口は、都市地域(9)に吸収 されることになる。

最後に、 コミュニケーションや運輪交通 における技術革新 の増大 によって、地場産業と地場的な経

済基盤 の成長増大 は、他の人口中心地(5)に対 するローカル ・コ ミュニティ(小 都市)の 接近性を増大

させると共 に、更 に地場産品(4)に対 する潜在的市場 を拡大 させることになろ う。

以上 われわれは、極めて不十分ではあるが、一応A.プ レー ドの都市成長モデルにっいて概観す る

ところがあった。 プ レー ドのモデルは、主 として工場の導入によって生ずる都市の成長過程を組織的

に図式化 したものであるが、類似の成長過程は、単に工場 のみに限 らず、大学 であって もよいし、ま

た巨大な観光施設で あって もよいであろう。 その点 プ レー ドのモデルは、極めて示唆 的である。

けれ ども、彼のモデル のなかにも、一っの大 きな避け難 い欠点 がある。 それ はい うまで もな く、彼

のモデルが、 チューネンの孤立国のような真空状態のなかで考え られた ものであるということにある。

われわれは他の都市 との競合のなかで、それぞれの都市がどのよ うに成長 を続 けてきたか、また衰退

したかの、その要因を考えなければならない。 しか しそれに しても、プ レー ドの都市成長モデルは、

われわれに都市成長の諸要因 にっ いて、 いろいろな視野を提供 して いるように思える。

1

6.結 言

都市はそれ 自体 で成長す るものではない。周辺 の農村がそれを中心地にっ くりあげたのである 一 こ

れは、有名な地理学者マーク ・ジェファーソン(MarkJefferson)の 言葉 であるが、 この言葉はい う

までもな く、都市は都市 自体 として ある ものではなく、一つの圏域の中心 として存 していることを意味

している。 確かに都市の発生か ら発達へ の歴史をみ ると、それが計画都市であろうと自然都市であろ う

と、 また大都市であろうと小都市で あろ うと、都市は地域のケルンとして存在 し、 またケルンであるが
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故 に発達 して きたということができる。

戦後、特に1962年 以 後の地域開発計画 において、地方小都市や地方中核都市を育成す ることにより、

地域 の発展を促進 しよ うと したのも、 じっは以上の理由による ものと思 われる。 しか し現実 において、

これ ら地方小都市や地方中核都市の育成 ・発展が、期待通 りの ものでなかったことは、周知の事実であ

る。都市 の発展 ・衰退 に国策が大 きく作用 したことはい うまで もないが、それ以外に、

1)背 後地資源 との関係

2)背 後地市場 との関係

3)道 路 ・港湾 ・鉄道 ・空港など輪送条件 との関係

4)地 形的な諸条件 との関係

5)背 後地諸都市 との関係

6)特 に地方中枢都市(大 都市)と の関係

7)国 民経済的中枢都市(首 都)と の関係

8)国 際関係

な どが与 って力 あ った ものと思われる。 これらの諸要因は、北海道 の諸都市のなかに も、大部分認め ら

れ るもののようである。 北海道における都市成長の諸動向にっいては、以上に述べた分析方法をもとに、

次章以下において詳 しく触れることにしたい。
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第2章 札幌市 の地 域特性 と都市成長

盛 山 和 夫

1.は じ め に

札幌 市は戦後急速に発展 した都市の一つで ある。昭和21年 に23万 人 だった人 口は,3(炸 に43万 人,

4(庫 に82万 人,そ して50年 に124万 人 と,1(輝 ご とにほ ゴ倍増 を続けてきて,そ の後はスピー ドが落

ちたものの,昭 和58年3月 時点で145万 人 に達 している。 この増加には市域拡大によるもの もあるが

大変な急増ぶ りであることには間違 いない。

本稿は,こ のような急成長を遂げた札幌市において,市 内の諸地域が どのよ うな特性分化を示 し,

居住分化が どのような1¥°ターンで進んでいるのかを考察す る。その際,特 に次の2っ の問題 に焦点を

置いて考 えてみたい。 それは,(1)地 域 特性 の分化を支配す る基本要因は何であるか,そ して,(2>い わ

ゆる都市性を表 わす と考 えられる変数は,市 内に どのように分布 しているか,と い うもので ある。 こ

れ らの問題 に加 えて,最 後 に,こ れ らと都市成長 との関係について も考察 してみたい。

第1の 問題にっいては,ま ず同心円地帯論のよ うに都心か らの 距 離」が最 も重要な要因として考

え られ る。 これは,交 通網体系 による若干 の修正 も加味 して考 えると,細 かい批判はあ りうるものの

都市の基本構造を構成する要因と して無視できないものだろう。 しか し,都 心が1っ ではな く複数個

ある都市の場合,同 じ 「距離」が基本要因で ある として も,も はや1つ の 「距離」 だけではな く複数

個 α)距離が要因 として作用することにな り,都 市構造はかなり複雑な ものにな る。

距離以外の要因 としては,地 形上 あるいは歴史的な事情に もとつ く地域区分が地域特性 に影響を及

ぼ し続けることがある。東京の場合,沖 積平野 と洪積台地 という地形上の区分の上に,町 人居住区と

武家屋敷 という行政区分が江戸時代に確立 し,そ の影響が今 日まで永続 している。 はたして札幌にそ

うい う区分がみ られ るかどうかが1つ の問題であろう。

また,距 離が重要 だと言 って も,そ の上にどういう特性分布が成立す るかは,別 の要因による。都

心 に住むのは,高 所得層なのかそれ とも低所得層なのか,商 業地帯は都心に存在するのか それともや

や外側に存在す るのか。 こうした分布の相異を規定するのは,距 離の上 に働 く別の要因でなければな

らない。

第2の 都市性の問題 とはこういうことである。従来,農 村 と対比 させて都市を都市た らしめる特徴

として挙げられて また 「人口密度」や 「異 性 」,あ るいは 「結節性」のよ うな特性は,都 市の内部

ではどのように分布 しているのか,と いう問題で ある。かかる都市性指標は一様に都心において高い

のか,そ れ とも必ず しもそ うでは ないのか。そ して,そ の分布を支配 しているメカニズムは何である
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か。こ うした問題の考察は,成 長都市の構造特性の理解にとって有益で あろ う。

以上 のよ うな問題に対 して,本 稿で は昭和50年 の国勢調査結果を もとに,地 域分析を行な う。 昭和

5(庫 はや ＼古いけれども,札 幌市 においては,急 激 な成長はそれ までにほ ゴ終 っており、その後の変

化はここでは無視することに したい。

テータとして用いるのは,日 本統計協会か ら販売されてい る 「昭和50年 国勢調査基本集計 」と 「昭

和50年 国勢調査詳細集計 」の北海道版 の磁気テープに納められて いるもので ある。 これ らは,1㎞ メ

ソシュごとに(500mメ ソシュ,あ るいは/1メ ソシュの情報 も入っているが)そ こに居住する人 々

の特性値を納めて いるが,こ の点地域特性 といっても,居 住者の特性 に限定する ことになる。

以下の分析 は,た て30メ ッシュ,よ こ23メ ソシュか らなる長方形の中に,各 変数の値 に対応する記

号を メッシュご とにプ リンターでプ リン トしたものを用 いる。 プ リンターの印字間隔の都合上,一 つ

のメッシュは一行ニ ケタ分で表 わされている。

これ らのグラフには,札 幌市 のほぼ全域が含まれているが,ス ペー スの都合から王稲 のご く一部

(西 北方向)と 定11-1(西 南方向)と が除かれている。他方,空 間的には札幌市 とは分離 しがたい石

狩町(北 方向),江 別市 ・広島町(東 方 向)は,い ずれ もこのグラフか らは除外 されて空白になって

いる。

さて,札 幌市は基本的に単核都市であ り,大 通 りと駅前通 りの交又す る地点を中心に,人 口は放

射状に近 い形で拡が っている。図1は 人 口規模夕示 したもので,以 下の図 と同様上が北 にな っている。

国鉄札幌駅南側の官庁 ・ビジネス街に若干の ドーナツ現象がみ られるものの,そ れを とり囲んで人 口

密集地 区が存在 し,周 辺に向かってなだ らかに人口密度が減少 していって いる。 東端中央付近にある

5,000人 以上の地区は,市 営住宅を中心 とする厚別 もみ じ台団地の塊を示 している。

どこで もそ うであるように,札 幌市の市街地は主要道路に沿 って展開 してお り,北 西方向へは国道

5号 線,北 へは国道231号 線,東 へ国道12号 線,南 東 へは国道36号 線,そ して南 へは国道230号 線 に

沿って市街地の拡が っている ことが分る。

地区分析では,人 口規模を コン トロールすることが必要である。 さもなければ,ほ とん どの指標は

人口の規模の分布によく似 た分布を示 して しまう。 このため,以 下 の指標は,す べて何 らかの比率 の

形のものになっている。ただ,こ の場合には,人 口数が非常 に小 さい地区において,し ば しば特異 な

値を示す ことが 多くなる。た とえば郊外に独身寮 とか老人ホーム とかが ポツンと存在 しているような

場合,そ の地区の準世帯率 とか65才 以上人口比率 などが極めて高 くな ったりする。 こうした特異 な地

区の存在はそれ 自体 として意味が あるけれ ども,一 般的に大 きな分布パ ター ンの抽出においては,無

視 しなければならない ことが多い。
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これ らとの関係で,「 ブルーカラー比率」

(図3)と 「農業従事者比率」(図4)は,

ほぼ 「技術 ・専門 ・自由職 」とは逆 に中央区

を中心に旭 ケ丘,円 山,宮 の森,山 の手 の地

域で少な く,そ の他の地域で多いことが分 る。

とくに東区か ら白石区 にかけての豊 平川 下流

地域で多いとい う傾向はみられない。

他方,i農 業従事者 」は一般に札幌市周辺

部に多いが,と くに,豊 平川 下流地域か ら石

狩川沿いで高い分布を示 している。

このようにみて くると,次 のように結論 し

てもよいように思われる。すなわち,札 幌 市

図4.農 業 従事 者 比率

(就 業 者1,000人 当 り)
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における職 業分布は,基 本的に円山を中心 とす る円状地帯 と,そ れ以外の地域 とに分かれる。 円山円

状地帯では,ホ ワイ トカラー,な かでも 「技術 ・専門 ・自由職 」お よび「管理・経営者」が多 く,逆 に

「ブルーカラー 」が少ない。周辺地帯 はその逆の分布を示す。 この基本的分布パ ターンに加えて,豊

平川 「流地帯では 「技術 ・専門 ・自由職比率」がとくに低 くなって いるが,そ れは,ブ ルーカラーが

多いためでなく,む しろ農業従事者が 多いためて ある。

この円山円状地帯は,札 幌市 における古 くか らの〈山の手 〉住宅地域で,今 日でも高級住宅地 と考

えられており,実 際,会 社役員,大 学 教授などが比較的多 く住んで いる一帯である。

ところで,同 じ職業分布で も,「 販売 ・個

図5.販 売.個 人 サ ー ビス従事 者 比率

人サー ビス」は以上の概要とは異 なるパ ター(就 業 者1,000人 当 り)

ンを示 している。図5が それであるが,「 販 繍 ・昌,1=♂g5,・1屡1。POPUIA710NAREASPOPULAilONAREAS.コ・1田.2,,
naxlnun●92,.ase

売 ・個人サービス」は大通 りを中心に多 く,

周辺に行 くにしたが って少な くなっている。

すなわち,こ の場合には,分 布の核は円山地

域ではな く,商 業活動の中心地帯,大 通 り周

辺地域 にな っているのである。 これ は,農 業

の場合 もそ うであるが職業分布が産業分布に

影響されていることを示 して いる。

要するに,札 幌市の職業分布 は,2つ の中

心か らなる2重 の同心円構造 によって構成 さ
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れているとみることがで きる。一つの中心は円山地帯であ り,古 くか らの中 ・上級階層の住宅地で あ

る。 もう一つの中心は大通 り地帯で あって産業(と くに第3次)活 動の中心地で ある。

なお,同 心 円構造 といって も,バ ージエスが考えたような形で境界のはっき りしたものではな くて,

富 士山型のなだらかな傾斜を もった環 状的拡が りと考えるべきであろう。

年令特性

「性比 」についてはここでは図を省略する。 女性が比較的多 いのは,大 通南側,中 央区か ら円山 ・

宮の森にかけての一帯 と,南 方,石 山か ら藤野にかけての国道230号 線 沿いであった。

年令分布をみてみよう。図6に よれば幼児人口は周辺地域 に多 く,中 心部に少ない。これは明 らか

に,幼 児をもつ家族 の居住地域が都市周辺の郊外にあることと対応 している。ただ し,同 じ郊外で も

豊平 区南端地域(南 東方向),石 狩川 付近では,幼 児人口が少な くな っているが,こ れ らの大部分は

農 業地帯である。 ここで は省略す るが,6～14才 の年少人 口比率 も,図6と 同様 のパ ターンを示 して

いる。

図6.幼 少 人 口(0～5才)

(人 ロ1,000人 当 リ)
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図7.生 産 年 令 人 口(15～64才)
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次に図7で 「生産年令人 口(15～64才)比 」をみると,図6と は逆に,大 通 りの都心部を中心に周

辺 へ拡が る富士山型分布 を示 していることが分る。

興味深 いのは 「老人人口(65才 以 上)比 率 」(図8)で あ る。 これをみると,老 人人 口は,大 通 り

一帯の中心部と,郊 外のい くつかの地域に多いことが分 る。そ して,中 間地帯で老人は少ない。よ く
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みると,こ れはほとんど図6「 幼児人 口比率」のネガである。

図8.老 年 人 ロ(65才 以 上)

(人 ロ1,000人 当 り)
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したがって,年 令構成の分布は次のように

要約することがで きるだろう。 まず,基 本的

な軸 は 「幼 児人口」が多いか,逆 に 「老人人

口」が 多いかで あり,こ れ は,都 市部 と外縁

はこのあとにも多 くの指標でみ られるが,こ うした分布を今後 ,

この分布型 に関する考察はの ちに行な う予定である
。

部 とにお いて 「老人人口が多 く,中 間地帯で

「幼 児人口」が多いという分布構造 になって

いる。 もう一つの軸は 「生産年令人口」が多

いか少ないかであり,そ の分布は,都 心 部で

多 く,周 辺部にかけてなだ らかに少な くなっ

てい くという,富 士山型構造 を示 している。

は じめの,「 老人人口」の ように,都 市部

と外縁部 とで ともに多いような分布パ ターン

「阿蘇山型 」と呼ぶ ことにしよ う。

家族

「核家族世帯率 」が 図9に 示 されている。 これ によると,都 心部で少な く
,周 辺部に行 くに従 って

図3.核 家族 世 帯率

(1,000普 通 世 帯 当 リ)
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図10.三 世 代 型 世 帯率

(1YOUO普 通 世 帯 当 り)
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次に 「準世帯比率 一準世帯数/総 世帯数」をみる と,こ れ も都心部で多いほか,郊 外に も多い地

区が散在 している(図12)。

以 上の結 果は次のように要約で きるだろう,ま ず都心部 においては,「 単独世帯 」および 「準世帯 」

の比率が高 く,ほ か に 「三 世代型世帯」が極 中心部で若干 多くみ られ る。周辺部 に行 くにしたがって

「三世代型世帯」がい ったん減少 したあと再び増大 し,一 方 「核家族世帯 」の比率 も増大 して くる。

しか し,周 辺部 には 「準世帯」の多い地区 も散在す る。 この多 くは,寮 とか各種福祉施設 の存在によ

るものと思われ る。

さて次 に,「 非家族的生活者 」の分布を調べてみ よ う。図13は 「非家族的生活者世帯率 一(準 世帯

数+単 独世帯数)/総 世帯数 」の分布をあらわ している。

この分布は基本的に,「 準世帯比率 」の分布 に近 い。すなわち,非 家族的生活者は都心部一帯で多

いほか,郊 外 にも処 々多い地区が存在するのである。

図13非 家族生活者世帯率

(1000総 世帯 当 り)
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図14老 人のみの世帯比率

(1,000普 通 世 帯 当 り)
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最後に,図14は 「老人(65才 以上)の みの世帯率 」の分布を示 している。これをみる と,老 人世帯

が多いのはやは り都心地帯 と郊外 の処 々であるが,こ れ までの 「非家族的生活者」の分布 と若干の相

異があ る。それはまず第一に,老 人世帯では分布 の中心がやa西 方,円 山地区 よりによってい ること

である。 これは,伝 統的住宅地帯 に老人のみの世帯が残存 していることを示 していると思われる。第

二には,老 人世帯 は,農 村部でも多くなっていることが ある。

なお,老 人世帯の分布 と三世代型世帯の分布 とは似て はいない。一番の相異は,三 世代型世帯は極

中心部を除 く都心一帯で少ないのに対 して,老 人世帯は,都 心一帯で多いとい うことである。 したが

一27一



って,老 人世帯 と三世代型世帯 とは,そ の社会 的含意 に明 らかに相異がある と考えられる。

居住形態

持 家 か 借 家 か と い っ た 居 住 形 態 の 分 布 は極 め て 単 純 な パ タ ー ンを 示 して いる 。 図15は 「持 家 率 一持

家 居 住 世 帯 数/総 世 帯 数 」を 表 わ して い る が,明 らか に 逆 富 士 山 型 の 分 布 で,都 心 部 で 少 な く周 辺 部

で 多 い。 そ の 他 の地 域 的 特 徴 は み られ な い 。 し い て い え ば 東 方 中 央 付 近 に 持 家 率 の 低 い地 帯 が 存 在 す

るが,こ れ は公 営 の も み じ台 団 地 が 存 在 す る と こ ろで あ る 。

借 家 率 の 分 布 は こ こ に は 省 くが,持 家 率 の分図15
.持 家 率

(1,000普 通 世 帯 当 リ)布 と ほ とん ど 正 反 対 の 分 布 を 示 して い る 。

NUMBEROFNONZEROPOPULATIONAR
MEANAnONBNON2EROPOPULATIONA;FSEA∴ 恐 ・・324こ の 単 純 な 分 布 パ ター ン は,考 え て み る と実
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すなわち,「 持家の取得は都心部で は困難だ」

とい うことである。居住形態は基本的にこの経

済的原理 に従 っているといってよい。

異質性一同質性

都 市性の一つの指標 として,人 口の異質性の

度合 いを考えることがで きる。 ここでは,

① 産業別異質性

② 職業別異質性

③ 世帯類型 別異質性

④ 住宅別異質性

の4種 類 にっいて分布 をみることに した。 ただ し,指 標 としては,

質性 」のそれにな っている。

次の式に したがって,む しろ 「同

ここで,Xiは 第iカ テゴ リーに属する人 々あるいは世帯の数で ある。 この式では,す べての カテゴ

リーに均等 に分布 している(す なわ ち異質性が最大)と きに1/k(kは カ テゴリー数),逆 に1つ の

カテゴ リーに集中 している(す なわち同質性が最大)と きに1の 値となる。
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1産業 別同質性」は,従 業者産業を 〈第1次 産業 〉,〈 第 二次産業 〉,〈 卸売 ・小売,金 融 ・保険,

不動産,サ ービス〉,〈 電気 ・ガス ・水道 ・熱,運 輸 ・通信〉,お よびく公務〉の5カ テゴ リーに分

けた もので測定 されている。図16が その分布を示 しているが,意 外な ことに,都 心部 において同質性

が高い。 この都心部の高い地域は,ホ ワイ トカラー的職業従事者の多い地域にほぼ対応 している。他

方,郊 外 にも同質性の高い地区が散在す るが,こ の多 くは農村地帯 と会社寮,福 祉施設等の存在す る

特殊 な地区で あると思 われる。

図16. 産 業別 同 質性(×100)
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図17.職 業 別 同 質性(×100)
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「職業別同質性 」は,〈 農林漁業 〉,〈 ブルーカラー〉,〈 販売 ・サービス ・保安〉および〈専門

・技術 ・自由 ・管理 ・事務〉の4カ テゴ リーで測定 されている(図17)。 同質性の高い地区は外縁部

に多いが,外 縁部が一般的に高いわけではない。同質性の非常に高い地区は一般に人 口の少ないとこ

ろであ り,農 業地区もしくは会社の寮等の存在する地区であるために,同 質性が高 くなっているのだ

と思われる。他方,中 程度 に同質性 の高い地区が円山円状地帯 に存在 してい る。 これに対 して特に同

質性が低いのは,東 区か ら北区 にか けての住宅地帯 と豊平 区の一帯とで ある。 円山円状地帯で職業の

同質性が高いのは,そ こに専門 ・管理および事務のホワイ トカラーが 多いか らである。他方,そ の外

側では職業上の混住化が進 んでいる。

「世帯類型別同質性」は,〈 準世帯 ・単独 世帯〉,〈 核家族 〉,〈 非核家族的普通世帯〉の3カ テ

ゴリーで測定 されている。図18を みると,分 布が これまで の2つ の同質性 とは全 く逆であることが分

る。っまり,都 心部で異質性が高 く,同 質性が高いのはむ しろ周辺部である。 この分布は核家族率の

分布 に極 めて近 いことから核家族が圧倒的な多 さを占め るか どうかが同質性の決あ手になって いると

思 われ る。
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図18.世 帯 類型 別 同 質性(×100)図19.
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最後に,「 住居別同質性 」は,〈 持 ち家〉,〈 公営借家〉,〈 民営借家 〉,お よびく給与住宅〉の

4カ テゴ リーで測定 したが,図19で 明 らかなように,全 体 として都心部で異質性が高 く,郊 外で低い。

この基本的な分布パ ターンは,恐 ら く郊外では持家が圧倒的多数を占めるとい うこ とに基づ いてい る。

ただ,分 布の推移は必ず しも単調ではな く,同 質性のやや高い地帯が都心部を南北に走っている。 こ

れは恐 らく周辺部 とは逆に,持 家が少ないことが,む しろ同質性の指数をやや上げているのだと思 わ

れる。

以上,4つ の異質性 一同質性 の分布をみてきたが,こ れ らを同 じ都市性の指標 と考えることができ

ないことは今や明 らかで ある。 これらの4つ は,次 のように2つ の異なるタイプに分類 される。

(a)都 心で同質性 が高 く,周 辺部で異質性が高いもの……産業別および職業別

(b)都 心 で異質性が高 《,周 辺部で同質性が高いもの……世帯類型別および住居 別

よって,都 市性の指標 としての異質性 一同質性 の軸 はそれ自身多次元的なもので あるとしなければな

らない。

3.考 察

これまで各種 の指標の分布図をみてきたが,そ れ らのいず れにおいても,基 本的に同心 円状の分布

が見 出されてきた。これ はある意味で,バ ージエスの理論 に沿 ったものと言えるで あろう。ただ,札

幌市 においてかかる分布が見出 されるための明 らかない くつかの好条件 の存在 に注意 してお く必要が

ある。
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その一つは,札 幌市がはっき りと単核都市であるということで ある。 それは,東 京や大阪のよ うな

巨大なメガロ ・ポ リスとは異 なって,駅 前一大通 りを中心 とするかな り狭い地域の中 にビジネスと官

庁の事業所を集中 させている。多くの指標はこの地帯を 中心にして環状に分布 しているのである。第

2の 条件は,札 幌 市には特筆すべき工場地帯が存在 しないということである。公共事業主導型経済 と

いわれる北海道 の中で,札 幌市 は行政 と商業の街ではあっても,必 ず しも製造業の町ではない。むろ

ん,従 来か ら鉄北地区と呼ばれる駅の東北方向には,国 鉄,ビ ール会社,製 菓会社等の工場が若干存

在している。 また,最 近で は,西 北方 向と東南方向の郊外には小規模な工場が進出 してきている。 し

かし,こ うした工場は必ず しも 「地帯 」を構成す るほどの拡が りとまとまりを持 たず,し たがって,

とくにブルー カラー層を近 くに集 めて くるだ けの引力に欠けている。

第3の 条件は,日 本m他 の都 市に共通 した ものであるが,移 民 と異民族が集団と しては存在 しな い

ことで ある。 このため,民 族,人 種 による住み分 け,そ れに伴 う社会経済的地位上の住み分け といっ

た現象 は,日 本の他の都市と同様,札 幌 市では生 じない。 したが(て,こ うした住み分けが惹き起す

であろうセクター化のような撹乱は起 りえないことになる。

以上の3条 件のほか に,最 後に,分 析 テクニ ソク上の条件 も指摘 しておかねばならない。それは ま

ず,単 位が1㎞ メソシュであるために,そ れよ り小 さい範囲での地域特性は検出 しえないこと,そ し

て さらに,分 布パ ターンの検出が もっば ら図を眼でみての直観的作業 にたよっているため,極 めて大

まかなパ ター ンしか検出で きないということで ある。

2っ の基本変数

さて,札 幌 市における地域特性の分布パ ターンを理解す るためには,次 の2つ の基礎的変数が重要

である。 その一っは,そ の土地の上で営 まれる活動が,ビ ジネスで あるかそれ とも居住で あるか とい

う 「職住変数 」,も う一つは,そ こに存在す る住宅に住む人々の 「ライフ ・ステー ジの変数」である。

たとえば,職 住変数の値は,そ の地区における ビジネス人口の割合 いと居住人 口の割合 いとで示 され

る し,ラ イフ ・ステージの変数は,独 身者,幼 少の子供を もつ世帯,子 供が成人とな った世帯のそれ

ぞれの割合 いで示 されるだろう。

この2つ の変数 のどちらも,基 本的に都心部か らの距離 に従 って値が変化するよ うな函数である。

職住変数 は,都 心部では圧倒的に ビジネスの割合 いが 高 く,都 心か ら離れるにしたがって居住の割合

いが高 くなるとい う変移を示す。他方,ラ イフ ・ステージ別居分化は,都 心部を少 し離れ たところで

急速に単身者の割合を増 し,そ れが少 し続 いたあ と次第に一戸建住宅に住む中 ・高年世代が増 して く

るといった変移をたどると思われる。
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これ まで分布をみて きた多 くの指標 の変異は,こ の2つ の基礎的変数 によって理解可能である。 ま

ず,職 住変数は,都 心中央部における人 口の少な さと,自 営業層 の相対的な多 さとを規定 している。

都心近 くに住む人 々は,典 型的にはその地で小 さな ビジネス,と くに卸 ・小売業を営む人 々である。

都心部の極心部そのもmに はまず ほとん ど居住者はいないけれども,そ のす ぐ周辺 にこ うしたスモ

ール ・ビジネス従事の 自営居住者が存在す る。東京でいえば,銀 座,日 本橋か ら神田,上 野,浅 草に

かけ ての一帯にそ うした スモール ・ビジネス地区が拡がっている。札幌 にはそれほ ど大規模 な形では

存在 しないが,た とえば狸小路商店街を典型 として,自 営業を営む人 々が都心近 くに相対的に多く分

布 している。こ うした 自営業世帯は,比 較的古 くか らの居住者が 多く,ま た,子 供が ビジネスの後継

者 として同居す ることが多いため,三 世代型世帯が比較的多くなる。

三世代型 世帯が都心部でや ＼多くなるもう一つの理由は,ラ イフ ・ス テージ別居住分化変数 にも関

連 しているだろ う。都心 の近 くに住む人 々の多 くは,マ ンシ・ンやアパ ー トの居 住者を除 いて,ほ と

ん どが古 くか らの居住者で ある。地価 の高 さを考えると,新 しく都心近 くに一戸建ての住居を構える

ことはむつか しい。そ うした古 くか らの居住者の子 供は,自 営業者で はなくても,も し親の住宅が十

分に広 く,か つ札幌市内に勤務先を もっのであれば,結 婚 しても親 と一緒に居住す る傾向が多少ある

と思われる。そ うす ると,古 くか らの住宅が存在す る地区の方が,新 しい住宅地区 よりも三世代型世

帯を多 く含み うる可能性がある。ただ,都 心 中心部はそ うで あるが,宰 際には,都 心を少 し離れると

急速 に単身者世帯の割合いが増えるため,三 世代型世帯の割合いは相対的に小 さ くなって いる。

ライ フ ・ステージ別居 住に よ(て,単 身者は都心か ら半径n前 後の範囲内に集中 して居住する。

この理由は,単 身者用アパ ー トが この範囲内で十分に供給可能であり,か っ,誰 で もそ うであるが

とくに単身者 の場合,通 勤通学に便の いい場所 に居住 したい欲求が強いか らである。郊外の遠 くにア

パー トを建 てて も,家 賃 はそれほ ど安 くなる訳 ではな く,し たがって入居者を確保することは困難 と

なる。

他方,結 婚 し,子 供ができるに したがって,よ り広い住居が必要 となるが,そ のためには単位面積

当 りの家賃の より安 いところへ移動 しなければな らない。また,結 婚 し,子 供がで きるということは,

通 勤 しない家族員が生 じることで あり,こ うした専業 主婦および小 さな子供 にとっては,必 ず しも通

勤の便のよいところという居住条件は必要ではない。 このよ うな理 由か ら,単 身者と比べて,家 族世

帯は都心か らより遠 くに住む傾 向が強い。

さらに,そ うした家族 世帯が 自らの家を所有 しようとす るな らば,地 価 の関係上,取 得可能な住宅

はど うして も都O・か ら離れたところになって しまう。

このよ うに して,家 族 世帯は都L・か ら遠 く離れ た地区に も居住が多 くみられる。む ろんこのことは

単身者の住 んで いるようなところに家族世帯が住んでいないということを意味するのではない。そ う
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した地域に も,家 族世帯は居住 してお り,そ れは,比 較的古 くか らのものが相対的に多いで あろう。

ただ分布上重要な点は,単 身者が半径5～6Kmを 超え ると急速 に減 少するのに対 して,家 族世帯は し

ば らく減少 しないで居住がより遠 くまで続 くということである。

この,単 身者 と家族世帯 との分布 のしかたの相異が単身世帯および準世帯の割合いを都心周辺 にお

いて高 くし,逆 に,核 家族世帯および三 世代型世帯 の割合いを周辺地帯において 高くするのである。

またこのことは,借 家世帯の割合 いと持 ち家世帯の割合 いの分布パ ター ンも説明す るであろう。例外

的なのは,家 族世帯が住むような借家が多 く存在する地区,す なわち,公 営および公団のアパ ー ト群

が存在する地区で ある。

非家族的生活者のほとん どは,単 身者で あり,こ のため,非 家族的生活者の分布 は,単 身世帯およ

び準世帯の分布 に極似することになる。

さらにまた,以 上の考察は,幼 小人 口と老人人 口の分布 について も説明を与えるものである。幼小

人口が周辺地帯で多いのは,そ こが比較的若 い夫婦家族の居住地帯だか らで ある。逆に,そ うした地

帯で幼小人口が 多い分 だけ,相 対的に老人人 ロの割合 いは少ないことになる。

老人のみの世帯の分布は老人人 口の分布 に相似 して いるが,こ れ もやは り,核 家族世帯 と三世代型

世帯の分布のネガ と考え られることがで きる。(核 家族世帯の中に も老人のみの世帯があ りうるが)

そのうえ,都 市周辺では古 くか らの居住者が多いけれ ど,彼 らの子どもが離家 した あとは,必 然 的に

老人のみの世帯 になり易 い。このよ うに して,都 心近 くで老人のみの世帯がrり 残 されてい く傾向が

みられることになる。

以上,か なり多 くの指標の分布が職住変数 とライフ ・ステージ別居住恋数 とによって理解可能であ

ることをみた。 この2っ の基本変数の分布を理念型的に描 くと図20の ようになるだ ろう。都心には,

大 企業の本社 ・支社あるいは官公庁のよ うな ピック・ビジネスの事業所が密集 して存在す る。 その周

辺には,卸 ・小売業を中心とするスモール ・ビジネスが存在する。 このスモール ・ビジネスは住宅地

帯にも存在す るけれ ど,そ の機能は都心近 くの ものとは異なり,ま た創立年 も新 しいもmに 変化 して

くる。

図20.職 住 変 数 と ライ フ.ス テ ージ変数 の理 念的 分 布

a,職 住変数 b,ラ イ フ ・ス テ ー ジ変 数

ピック ・ビジネス

スモ ール ・ビジ ネス

独身期 排出 ・向考期

一 ●教育期
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他方,ラ イフ ・ステージの方は,都 心近 くか ら,ま ず独身期,次 に排 出 ・向老期,最 後 に子育て,

教 育期 という順になるだ ろう。 この分布型 には,都 市の拡大 というフ ァクターが介在する。独身期の

人々は年を取 って結婚すると都心か ら離れていくだろうが.教 育期を終 った高年令夫婦が都心近 くに

戻っていくことはあま りない。実際 には,特 に札幌の場合,戦 後 とりわけ高度経済成長期の大規模な

人 口流入の過程で,新 規流入者が結婚 して家族が増え るにしたが(て 都心に近 いところか ら順 々に住

宅を建築あるいは購入 していった もの と考え られる。 このため,単 身者を除 くと,ラ イフ ・ステージ

の高い者が相対的により都心 に近 く居住す る結果になったので あろう。

さて,こ れまで の考察では,都 心 と しては札幌駅か ら大通りにかけての一帯が想定 され て来たが,こ

れとは異なる分布の中心をもつ指標がい くっか存 在する。それは,ホ ワイ トカ ラー比率.ブ ルーカラ

ー比率な どの職業分布で ある
。 これ らの分布 の中心は,ビ ジネスの中心ではな く,む しろ古 くか らの

く山の手〉住宅地,円 山地区である。老人のみの世帯の分布の中心 もわずかなが らこの地区に近よっ

ている。この現象は,札 幌市 において もかっては中産階級居住地区が他 と区別 して存在 していたこと

の名残 りであると考えられる。 しが しなが ら,今 日において,新 しく転入 して きた中産階級の住民は

必ず しも特定の地 区に固まって居住する傾向は示 していな い。た とえば地価 の面で も,東 京の場合の

ように千葉県内の住宅地 よりも神奈川県や中央線沿 いのそれの方がかなり高い,と い うよ うな格差は

ほとんどみられない。 したが つて,大 局的には札幌市における職学上の居住分化は弱 く,む しろ混住

化の傾向が進展 しつつ あると考えられる。

都市性

4つ の指 標に関す る異質性e同 質性の変数は,都 心部で異質性の高い世帯類型と居住形態,周 辺部

で異質性の高い産業分布 と職業分布 とに分け られたが,こ れ もまた職住変数と ライフ ・ステー ジ変数

とに関連 して いる。職業上,産 業上の混住化はすで にのべたようにより新 しい住宅地域で進んでお り,

このため,こ れ らの異質性は周辺部で高 く,都 心部で低 い傾 向を示す。他方,周 辺部のライフ ・ステ

ージ分布においては ,結 婚後の家族が圧倒 的に多 くなっており,核 家族世帯と持ち家が圧倒的に多い

ため,同 質性が 高くなる。逆に都心に近 いところでは,単 身者,準 世帯が多くなるため,異 質性が増

すことになる。

今 日,都 市性を特徴づけることは極 めて困難 にな ってきて いる。純農山村地域をのぞけば,現 代の

日本の集落のほとん どは何 らか の意味での都市化の波をかぶっている。生活様式に今や都市 と農村 と

の大きな相異 はみられない。

こうした状況の中で,一 っの都市 において,都 市性のより高い地 区とより低 い地 区とを区別す ると
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いうことは,極 めて困難なことで ある。ただ,以 上みて きた都市内地域特性の分布パ ターンの中か ら

一つの興味深 い現象を指摘することができ るだろう。それは,都 心部 におけ る 「伝統型化」ともいう

べきものである。すなわち,こ の節のはじめの方で述べた ように,都 心地帯 には定着 した 自営業層が

比較的多い。逆に,都 市性 の一つの特徴と考えられる核家族世帯は周辺部 により多い。 したがって,

核家族世帯が相対的に少なく,自 営業層を中心とする古 くか らの定着世帯が相対 的に多い度合に応 じ

て,都 心 部にはそれだけ自営業層 と定着 世帯とが随伴す るい くつかの 「伝統型」都 市の特徴を示す こ

とになるのである。 われわれは,三 世代型世帯,老 人人 口,老 人世帯,産 業,職 業別同質性,等 にお

いて そうした傾向が存在する ことをみてきた。この伝統型化現 象は,こ れまでの都市性 の概念 に新 た

な問題を投げかけ るものといえるだろう。

ところで,こ の伝統型化現象およびこれまで指摘 してきた多くの指標の環 状分布に関 しては,そ れ

らを生みだす重要な必要条件の存在を指摘 しておかなければな らない。それは,都 市への継続的な人

口の流入,都 市の発展 とい う条件で ある。都 市が発展 し,新 しい世代が絶えず単身者用 アパー トへ,

つ いで郊外へと流れ込んでい くか らこそ,す で にみ たような環状分布がみられるので ある。 もしか り

に,そ うした流入が全 くな くなり,停 滞 したまま数10年 経過 したとしよう。 そうすると,単 身者はむ

しろ子供が離家 していった老人であることが多くなり,そ の分布は均等 になるだろうし,し たが って

核家族 世帯 もとくに周辺 部で 多いことにはならな いだろう。 こうした停滞都市においては,環 状の分

布の相異はみ られな くなり,す べての地域に,す べての ライフ ・ステージの人々が均等 に分布す るこ

とにな るだろっ。

明 らかに札幌 市は停滞 した都市で はな く急速 に発展 しっっある都市である。そ して,ま さにその理

由によって,都 心部における相対的な伝統型化現象がみ られるのである。

ただ実際 には小樽のよ うな人 口が停滞 した都市で も,都 心の停滞と郊外 の発展とい うパ ターンはみ

られ るだろう。 これは,入 口増 はス トップしていて も,人 口移動は継続 していて,新 規流入者は郊外

に住居を構 え,逆 に流出者は相対的に都心に近 いところか ら出て いくという傾向があるか らだろうと

思われる。

いずれに して も,基 本的には,ラ イフ ・ステー ジ別居住分化は,都 市成長の ダイナ ミズムと深 く結

びっいていると考 えられる。
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第3章 都 市 フ リ ン ジ の 形 成 過 程

一発展型都市 における都市化の一側面 一

関 孝 敏

1,は じめ に

ル ーラル ・アーバンフリンジが 「新 しい社会的 フロンティア」と呼ばれ,ア メ リカ社会学 において,

かって蹴 深い論誕 引き起こしたことは周知のとおりであ器碧 アメリカ社会学会と農村社会学会の

協賛 による 「ルーラル ・アーバ ンフ リンジの社会学 的意義」(1953年)と 題す る 『農村社会学 』の誌

討論 において,C.E.リ ヴイ リイは冒頭で次のごとく迩べている。 「ルーラル ・アーバ ンフ リンジ

は,合 衆国の最近にみ られる課題で あ り,こ の フリンジには,全 人口の実質的な部分が含 まれている

と共 に,も っとも急速 に増大する人 口を も含んでい る。 …… このフ リンジは,従 来 のルーラル とアー

(2)
バン の二分法 にそ ぐうものではない」次いで,都 市の側か ら発言 したS.A.ク イー ンとD.B.カ

(3)
一ペ ンターは 「ル ーラル ・アーバ ンフリンジは文化変容過程 と しての都市化研究のための実験室 」と

呼んだし,農 村の側からW.C.マ ソケインボとR.G.バ ー ナイ トは 「社会変動に関心を いだ く農…

村社会学者 にとって,拡 大 したルーラル ・アーバ ンフ リンジは理想的な実験室である。…… このフ リ

ンジは,都 市社会学者 と農村社会学者双方にとって実 り多い地域で あり,両 者が適応 しうる地域であ

(4)
ると信 じる」と。

こ うした発言は,都 市 と農村 の区域が重な り連続 し,都 市的であると共 に農村的で あり,農 村的で

あると共に都市的であ るような新 しい地域社会 の出現が,社 会 学者にいかに多大 な関心を呼び起こす

ものであったかを物語 っている。

アメリカは,フ リンジをめぐる考察が,い わゆるフリンジ論 として,こ れ ほどまで に論議のXqx11上に

載せ られてきたのに対 して,わ が 国では,都 市社会学の側か らは,60年 代 において都市近郊,都 市

域の拡大に伴な う郊外化,都 市周辺の問題 として取 り上げ られて きたものの,農 村社会学の側では,

こ うした都市社会学の動 きに必ずしも相即 してお らず,や や立ち遅れが みられたように思 われる。 し

か し,70年 代 における混住化社会論 は,そ うした立ち遅れの中か ら登場 してきた ものであり,主 と

(5)
して農村社会研究者の側か ら立論 されてきたものとして位置付 けることができ る。 このような混住化

社会論の登場 は,従 来 の都市社会学が取 り扱 ってきた都市近郊,郊 外化,都 市周辺の問題を今一度見

直す ことに連なるのではなかろうか。

ところで,わ が国のフ リンジ研究 をすすめてい くうえでアメ リカにおけるルーラン ・アーバ ンフリ

ンジ論をひ もといてお くことは,あ ながち無駄ではないと考える。 しか しひもとくといっても,詳 述
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する余裕はないか ら,こ こではひ とまず,過 去30年 間 におけるフ リンジに関す る文献を検討 したR

(6)
.J.プ ライヤーの所説を手がか りに して おきたい。

プライヤーによる と,都 市 と農村 セン々一ラン ドとの間に連続す る土地利用,社 会的 ・人口学的諸

特徴の変容地域がル ーラル ・ア ーバ ンフリンジであるとす る。 このフ リンジはさらに2つ の下位地域

に分けられ る。1つ は都市 フリンジであ り,他 は農村 フ リンジである。前者 は,都 市 に隣接 し,人 口

密度が高 く,人 口と土地利用の変化並に通 勤者の増加率が高い地域である。これに対 して後者 は,都

市フ リンジに接 し,農 家と空地が多 く,人 口と土地利用 の変化並に通勤者の増加率が低い地域である。

要するにル ーラン ・アーバ ンフ リンジは,都 市 フ リンジと農村 フリンジの上位概念 として位置付けら

れる。そ して,こ うしたフリンジをめ ぐる従来の研究は,(1)フ リンジ居住者 の諸属性,(2)フ リンジに

おける社会的諸機関,諸 施設への近ずきやす さ,(3)フ リンジにおけ る土地利用 と住宅事情,に 関する

仮説群に分 けられるとい う。

多少,煩 雑 にな るが フリンジに関す るこれ らの仮説を あげて おくと(1)では,① フ リンジの年齢は若

い層が多い。②性比 は都市 より高いが農村 より低 い。③ 出生率は都市より高いが農村 より低 い。④都

市と農村の両地域 より既婚者が多い。⑤世帯規模は都市 より大 きいが農村よ り小さい。⑥外 国生れの

住民は都市 より少ないが農村 より多い。⑦ フ リンジの職業構造 は異質的であるが,都 市 と農村の両地

域より商業並 に熟練労働者層がい くぶん多い。⑧ フリンジの住民は異質的な社会経 済的地位を もつ。

⑨収入は都市 と農村の両地域 より高い層が多い。⑩教育水準は都市より低 いが農村 より高い。⑪子供

時代の居住地は農村より都市で過 ごした ものが多い。⑫前任地は隣接の都市であるものが 多い。⑬ 居

住年数 は5年 未満が多い。⑭ フリンジへのもっ とも重要な移動理由は,あ まり密集 していな い。多 く

のプライバ シーが守 られる。勤務先 に近 い。子供たちに有利。の4点 で ある。⑮特定住居 のもっとも

重要な選択理由は,住 宅 の安定性 と手 ごろな住宅規模で ある。⑯ 社会的地域的参加 は低い。

② につ い てみ る と,① 施設利用 のサービスは不十分であ り,不 満を感 じるものが多い。②公的な

輸送方法は不十分であ り,不 満を感 じるものが多い。③ 車の所有 は都 市と農村両地域に比べて多い。

④勤務先 は都市 にあるものが大多数である。⑤通学距離が遠 く通学手段 に問題をもつ ものが 多い。⑥

買物センターは都 市にあるものを利用す ることが多 い。

(3)では,① 農村 より農業従事者が少ない。②パ ー ト・タイムの農業従事者が多い。③酪農,果 樹経

営は少ないが菜 園,家 檎類を中心 とした集約農業が 多い。④農村 より農業経営の規模が小 さい。⑤地

価は都市 より低いが農村より高い。⑥農 地が都市的土地利用へと漸次的かつ不規則的に変化す る。

⑦ 工業用地は都市 より少ない。⑧ 家敷地 は都市 より大 きい。⑨土地利用は都市程高度では ない。⑩ 持

(7)
ち家 は都市より多 いが農村より少 ない。

長 くなったが,以 上 の諸仮説か ら,ア メ リカにおけ るフ リンジをめ ぐる視点 と課題がかな り読みと
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れるように思われ る。 しか しプライヤー自身,フ リンジタめ ぐる定義は これまで必ず しも成功 してお

らず,そ れに北米以外m地 域 のフ リンジ研究 は,u的 に欠如 していると指摘 している。 ともあれ,

プ ライヤ ーの整理 した仮説群 に注 目する時,急 激な都市化を短期間 において経験 してきて いるわが国

の場合,検 討 されるべき余地がかなり残 されてい るので はないか と思 われる。

そこで本稿では,札 幌市の東 区(旧 札幌村)を 対象に,当 該地域 における都市 フリンジの形成過程

の一端を解明 したい。 もとより小稿 において,都 市フ リンジの形成過程 は論 じ尽せ るものではないか

ら,課 題 への接近に際 して,一 応次 の断りを しておきたい。

1つ に,昭 和30年 代 以降の都市フ リンジの形成過程 に集中す ること。2つ に,新 しく侵入する側

の来住 世帯ではなくて,侵 入 される側 にある定住世帯の対応を考察 の中心 にす ること。3つ に,定 住

世帯 は昭和30年 代以降,農 家ない し農家で あった世帯を考察対象 とすること。 これ らの限定は,フ

リンジの形成過程では,土 地利用の変化 一 農業用地か ら非農業用地ヘ ー がもっとも基礎的 な分析

課題の1つ であると考 えるか らで ある。 この土地利用の変化は,札 幌 市では後述のごと く,昭 和30

年 代 以降目をみはる ものがある。そ してこの土地利用の変化 と,定 住世帯の階層変化 とが どのような

関係にあるのかを検討 したい。土地利用の変化に伴なうエコロジカルな変容は,居 住者の階 層と不可

分 な関係にあるのてはないかと考えるか らである。以下で は,ま ず札幌市の発展 と現況にふれ,次 い

で札幌 市の急激 な変化が縮 図として表 われている東区のフリンジ形成について考察する。

2.札 幌 市 の 発 展 と現 況

札幌市は大正11年8月1日 市政施行以来,編 入 ・合併 により市域を拡大すること9回 に及び,東

西42Km,南 北45Km,面 積 にして1,118㎡(昭 和60年10.月)と なる。

昭和60年10月 現在,人 口は1,542,979人 で あり,昭 和25年 の313,850人 か ら,35年 間 に約

123万 人 の増加とな って いる。表1にT

表1.札 幌 市人 ロの増加状況す ごと く
,人 口増加の激 しか った時期は

昭和35～40年 と昭和45～50年 で

ある。前者が第1次 ピークであり,年 平

均約41,118人 増 加 している。 この時期

は,い わゆ る高度経済 成長 に伴 い,労 働

力人口が農 山漁村部か ら都市に集中 した

全国的な人 口の都市集中に加えて,札 幌

市の場合,昭 和30年 代後半におけるエ

ネルギー革命 によって道内炭鉱所在市町

S25

30

35

40

45

50

55

60

総 人 口

⑳

313,850

487,391

615,628

821,217

1,010,123

1,240,613

1,401,757

1,542,979

増 加 数

1年 当 り平均

19,541

18,727

25,647

41,118

37,781

・1・:

32,229

28,244

増 加 率

1年 当 り平均

6.6,°o

4.8

5.3

6.7

4.6

4.6

2.6

2.0

(注)各 年10月1日 現在の国勢調査結果で ある。
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からの炭鉱離職者が多 く流入 している。 これ に対 して後者の第2次 ピークは,年 平均46.098人 の増加

とな り,第1次 ピークを凌 いでいる。 この期の人口増加は,昭 和47年2月 冬期 オリンピソクの開催

並に同年4月1日 政令指定都 市への移行 に伴 い,道 内他市 との格差が ます ます拡大す ることによって

札幌市のもつ就業 ・就学 ・生活の利便性,都 市それ 自体のイメージとい う吸引力が いっそ う増大 した

ことによるといわれる。札幌市 への このような人口集中は,当 該都市の全道入 口に占めるシエアの推

(8)
移 に よっても明らかである。11大 都市に比較す れば,札 幌 市の人 口増加率 は驚異的で ある。

短期間 におけるこのよ うな人口激増型の札幌市は,産 業構造か らみる と,第2次 産業が歴史的に脆

弱であったこともあって,第3次 産業が肥大化 した都 市とい う性格をますます強めてきている。(表

2)。 事業所及び従業者数の推移 は,昭 和44年 ～56年 の12年 間 に39,638事 業 所,434,658人 か

表2.産 業別就業者比率(札 幌市)

S25

30

35

40

45

50

55

就 業 者 数

総 数 ρ9

148,358

(100.0)

188,570

(100.0)

260,142

(100.0)

373,217

(100.0)

474,653

(100.0)
560,949

(100.0)

631,814

(100.0)

第1次 産業

22,434

(15.1)

21,033

(11.2)
19,022

(7.3)

14,739

3.9)

12,064

2.5)

8,146

1.5)

7,398

(1.2)

第2次 産業

33,853

(22.8)

43,978

23.3)
..・

25.6)

100,270

26.9)

125,447

(26.4)

143,602

(25.6

150,788

(23.9)

第3次 産 業

91,931

(62.0>

123,548

(65.5)

174,434

(67.1)

258,141

(69.2
336,895

(71.0)

407,444

(72.6)

472,823

74.8)

(注)総 数の中には 「分類不能の産業を含む」 したがって産業別 トータルの百分比は100%に な ら

ないことがある。 昭和58年 版 札幌 市政概要。

ら74,237事 業 所,694,666人 へ と増大 している。対全道 シェアでいうな らば,事 業所 は昭和44年

の19.1%か ら昭和56年 には26.1%へ,従 業者数は23.5%か ら28.9%へ と増大 し,そ れぞれ4分

の1以 上を 占めるに至 っている。 とくに,昭 和53～56年 の事業所数 の増加率が,11大 都市中最

(9)
高を示すことは注目される。事業所数の増大 は,い わゆる都市の中枢管理機能を経済的機能,行 政的

機能,文 化社会的機能の3機 能に分けると,札 幌市では行政的機能,文 化社会的機能が より多く集積

(ion
して いる。

上にみたような札幌市の変化は,第3次 産業を中心 とした消費型都市の代表的な発展型 として位置

付けることがで きる。こ うした札幌市 の急激 な発展を本稿 の課題 に照 らす時,見 逃 しえない側面 の検

討が必要である。それは第1次 産業の減少 とそれに伴 なう土地利用の変容で ある。 札幌市が隣接 町村
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を編入 ・合併 しつつ,市 域をいっそ う拡大す るのは,昭 和28年 の 町村合併促進法の実施以降で ある

から,そ うした市域拡大期直前の昭和25年 に注目する時,札 幌市は第1次 産業就業者が15.1%を 占

めていた。 それが昭和55年 にはわずか1.2°0に 減少 している。この13。9%の 減 少は同期間における

第3次 産業就業者の増大12.8%に ほぼ対応す る。増大する第3次 産業が札幌市 の発展過程 において注

目されるけれども,他 方 において,急 激 に減少する側面 も等 しく考慮 される必要がある。 そこで以下

では,札 幌市 における昭和30年 以降 の第1次 産業の変化 とそれ にかかわる土地利用 の変遷を跡付け

ておきたい。

表3.農 家数 と耕地面積の変化(札 幌市)

表3に 示す ように,昭 和31年

に総農家数は5,751戸 で あ り,そ

のうち専業農家は4,030戸(70%)

で あ った。 ところが,昭 和59年

で は,総 農家数は2,723戸 と なり,

29年 間 に3,028戸 もの減 少とな

った。 わけて も専業農家は,顕 著

な減少(3,241戸)を 示 している。

これに対 して第2種 兼業農家が

563戸 増大 しているか ら,兼 業化

・離農化は札幌市で も明白で ある
。

経営耕地総面積は,昭 和31年

S31

34

39

45

50

55

59

総 農

家 数

5,751

5,595

4,949

4,190

3,429

2,994

2,723

専業 別農 家数

専 業

4,030

3,859

2,765

1,961

969

782

789

第1種 兼

1,121

1,114

1,203

1,275

933

725

771

第2種 兼

・!1

622

・ ・

1,224

1,527

1,487

1,163

経営耕地

面積(ha)

15,830

14,961

10,049

8,613

6,364

5,4C8

5,116

(注)札 幌市統計書 より,経 営耕地面積 は樹園地を除 く。

(il)
に15,830ヘ クタールで あった。それが昭和59年 に5,116ヘ ク タール となった。経営耕地面積は,実

に10,714ヘ ク タールも減少 している。概数的にいえば,年 間約370ヘ クタールの農地が転用されたこ

とになる。 このように激 しい農地転用が どのよ うに進行 したか は,札 幌市の発展を考 える時,無 視 し

えないことはい うまで もない。 冒頭で指摘 したごとく,都 市 フリンジの形成過程 を何 よりもまず土地

利用の変化(農 地転用)か ら展開 したい と考えるのは,29年 間 におけるこの10,714ヘ クタールの農

地転用に注 目するか らで ある。そ こで,次 に札幌市の年度別農地転用の件数と面積を把握 しておきた

い。

表4は,残 念なが ら必ず しも全市の もの とはなっていない。 というのも,昭 和30年 ～39年 まで

は南区が含 まれていな い し,昭 和30年 に は北区,豊 平区が含まれ ていな い。 これに対 して昭和40

年 から,白 石区では厚別が,北 区ではそれまで集計 されていた篠路 に新琴似が加 わっている。西区で

は昭和36年 より手稲が算入 されているが,昭 和52～54年,58年 の資料が見 出 されない。白石

区では昭和50年 ・55年 の資料が曖昧で ある。 このよ うに農業委員会の業務報告は,必 す しも全市
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統一 された年次別の資料 と して完全に揃 って

いるわけではない。 このような制約が ある中

で,資 料 として,昭 和30年 か ら今 日まで年

次別にもっとも信頼 され る地区は東区,中 央

区で あり,昭 和31年 か らの豊平 区、そ して

昭和40年 からの南区で ある。 したがってこ

こで用いる表は,昭 和30年 ～58年 に至る

札幌市における農地転用件数 と転用面積の相

対的目安である。資料的制約があるか ら,あ

くまで大局的 にみるにとどまざるをえない。

しか しそれでもこの約30年 間に,8,178・7

ヘクタールの農 地転用が なされたことは把握

しうる。そ して農地転用面積の急増は,昭 和

38～39年 の 第1次 ピークと,10年 後 の

昭和47～48年 の第2次 ピークとにおいて

みいだすこ とが できる。年次別農地転用面積

にみ られる2つ の ピークは,札 幌市の人口の

急増す る2っ の ピークにほぼ対応 している。

こ うした変化を さらに跡付けるために,資

料的制約をで きるだけカバ ーしえた表5に も

とずき,用 途別農 地転用状況をみてお くこと

表4.年 次別農地転用状況(札 幌市)

S30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

転 用 件 数

1,056

2,341

.・ ・

3,151

4,618

4,261

6,833

7,365

10,481

15,483

13,109

7,324

5,831

1:

4,129

2,745

1,781

1,297

1,171

708

720

931

607

626

604

510

496

473

374

転 用 面 積

65.8ha

118.6

155.6

219.8

205.9

378.1

409.9

477.8

693.6

528.4

366.4

512.6

344.2

485.1

296.0

362.0

514.0

600.5

312.4

105.8

141.9

137.6

136.8

115.0

117.4

1!

107.2

43.0

(注)札 幌市農業委員会業務報告より整理。

表4,表7,表8に ついても同様。

表5.年 次別用途別農地転用状況(札 幌市)

(面 積の単位:血)

S35

37

38

39

43

45

47

52

54

56

工場 ・倉庫敷地

件数

31

29

83

42

3?

12

is

5

15

%

0.9

面積

12.5

0.4
,664

0.s53.4

0.3

o.s

0.4

z.o

1.1

2.6

5.8

]9.8

16.2

2.7

9.7

0.4

2.5

4.5

%

7.6

17.1

11.9

3.0

4.7

0.9

2.5

0.5

2.2

5.7

住 宅 敷 地

件 数

3,109

6,546

9,3?A

13,764

4,228

2,307

721

323

397

310

%

95.3

94.0

95.0

95.4

89.8

84.0

79.2

73.8

67.6

64.1

面 積

111.4

200.1

280.3

424.3

146.5

i7.1

292.2

56.4

81.3

35.2

%

67.4

51.5

62.7

64.1

42.6

26.1

74.4

74.2

71.6

94.5

その他の建物用地

緻
44

163

111

109

184

173

42

57

63

%

1.3

2.3

1.1

o.s

3.9

6.3

4.6

13.0

14.8

13.0

面積

13.9

33.1

42.8

51.2

55.1

48.8

10.?

7.9

15.1

5.0

%

8.4

8.5

9.6

7.?

16.1

16.5

2.7

10.4

13.3

6.3

その他の施設用計

件数

80

228

297

503

259

253

129

53

88

83

%

2.5

3.3

3.1

3.5

5.5

9.3

14.2

12.1

15.0

17.1

面 積

27.5

::.

70.8

167.1

125.8

166.8

80.0

11.3

14.7

34.4

%

16.6

22.9

15.8

25.2

36.6

56.5

20.4

14.9

12.9

43.5

合 計

件 数

3,264

6,966

9,815

14,418

4,708

2,745

910

438

587

984

%

100。0

100.0

100.0

ioo.o

100.0

ioo.o

1!1

100.0

111

100.0

面 積

165.3

388.2

44?.3

662.4

343.6

295.4

392.6

?6.0

113.6

79.1

%

1∞.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0
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に したい。用途を4つ のカテゴ リーに分けると,転 用件数 と転用面積 とでは,総 転用状況 における意

味の違 いが よく分 かる。 たとえば,住 宅敷地 の転用件数の総件数に占める占有率 は高くて も,転 用面

積の占有率 は転用件数 のそれに必ず しも相即 して いないか らで ある。 逆に,昭 和37年 ・38年 の工

場 ・倉庫敷地,昭 和43年 ・45年 のその他 の建物用地(店 舗 ・病院 ・学校等)と その他の施設用地

(道 路 ・下水道 ・公園等)は 転用件数 の占有率に比べて転用面積 の占有率はかな り高い。 こうした意

味の違いがみ られるにせ よ,用 途別に農 地転用件数 と転用面積の年次別変化をみると,や はりなんと

いって も農地転用の大部分が,急 増する人口増 に対応 して住宅地 に当てられ ていることが よく分る。

そ して昭和37年 ・38年 は急増 した人 口を雇用す るため に工場 ・倉庫の建設が図 られたことが うか

が われる。 これに対 して,昭 和43年 ・45年 におけるその他の建物用地並びに施設用地の増大は,

冬期 オ リンピックと政令指定都市 への移行前 において増加 していることか ら,農 地転用が公共 的な社

会資本の投 資の対象 とされるよ うにな ったことを示 している。 しか し,昭 和40年 代 後半から50年

代 に至 ると,住 宅敷地が再び転用面積の7割 を越えることになり住宅地中心の傾向 に戻 っている。 と

ころが,昭 和56年 に なると,そ の他の施設用地 面積が43.5%と な り,農 地転用の動 きに大 きな新 し

いインパ ク トが加わったことを うかがわせる。 このインパ ク トの最大のものは,昭 和63年 開通予定

の南北8.9キ ロ メー トル に及ぶ地下鉄東豊線の建設 に伴 なうもので ある。 この東豊線 は次節で取 り扱

う東区の中心市街地を南北 に貫通する。

札幌市の現況を人口,産 業構造,土 地利用(農 地転用)の 変化 の側面か らふれた。札幌市の急激な

変化は大 きな うね りであり,地 殻変動 ともいうべき地域社会の変動である。都市フ リンジの形成過程

はそうしたことの1つ の表 われである。

〕

3.東 区 に お け る都 市 フ リ ン ジの 形 成 過 程

1.東 区の概況 と合併 前の1日札幌村

東区は札幌 市の北東部に位置す る。区の南部は函館本線をはさみ中央区に接 し,東 は豊平川をへだ

てて白石区 と江別市に,西 部 と北部は創成川 と旧篠路村村界を境いに北区にそれぞれ接 している。地

形は東西9.1㎞,南 北11㎞,周 囲37.5㎞,面 積 にして57.27Km2と な り全市の5.1%を 占めている。

東区の入植の歴史は,慶 応2(1866)年,幕 臣大友亀太郎が農 夫10数 名を伴ない伏古川のほとり

(現 在 の北13条 東16丁 目付近)に おいて,開 拓 に着手 した時に始まるといわれる。行政的 には,

戸 長役場時代の明治12年 に札幌村,苗 穂村,丘 珠村,雁 来村,篠 路村の5か 村が札幌村 となる。明

治32年 篠路村の分離独立以降,札 幌村は昭和30年 全域が札幌 市に編入されるまで村制を しいた。

この旧札幌村の全域 と篠路村 の一部が現 在の東区を形成 している。

昭和60年10月 現在,東 区の世帯数 と人 口は81,133世 帯,224,539人 で ある。
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札幌市 との合併前 の昭和25年 に1,346世 帯8,858人 で あったことを考えると隔世の感がする。文

字通 り 「村」がわずか四半世紀 の間に,一 挙に近代都市 に移行 したといって も過言ではない。東区の

このように急激な人口増加は表6に 示す とお りであ る。

注 目 しうるい くつかの特徴を指摘 してお く

表6.東 区の人 ロ増加

と,1つ に,昭 和50年 に7区 中に占める

S25

35

40

45

50

55

60

総 人 口

8,856

86,346

124,894

160,723

195,682

213,310

224,539

増 加 数

1年 当 り平均

610

7,748

7,710

7,166

6,992

3,526

2,246

増 加 率

1年 当 り平均

10.5

.,

8.9

5.7

4.4

1.8

1.1

(注)増 加数廓 は過去5ケ 年な いし10ケ 年の平均で

ある。昭和25年 は旧札幌村の数値である。

6㎞ 圏以遠の3圏 域 に分 けた時,ド ーナツ化現象が顕著 にみられ ることで ある。す なわち,

は昭和40年 代 より5ケ 年毎に3千 人 ～4千 人ずつ減少 し,

の増加量は急速 に減少 している。 これに対 して,1圏 以遠は1万5千 人 ～2万5千 人ずっ増加 して

いるからである。都市からの距離 に人口の増減が見事に投影 している。後 にみる農地転用,農 家の経

営作付面積の変動 は,こ うした動きに対応 してい る。

人口動態における上の特徴に加 えて,東 区の市街化度(人 口集中地区面積/市 街化区域面積)は,

昭和55年 で は81.3°o,市 街化区域人 口密度は73.8人/haと い ずれ も中央区に次いで高い。 市街化度,

市街化内人口密度 からすれば,東 区は中央区についで都市的とい うことになる。東区の全体人口は,

50年 代 に至 り鈍化 して きているか ら,上 に指摘 した指標での都市化は,今 後 さ程 進行 しないかと思

われる。 しか し,昭 和63年 開通 予定の地下鉄東豊線が区内の幹線道路 東15丁 目屯 田通を南下 し,

中央区に直結す ることか ら,都 市的な利便性,土 地の高度利用が図 られ,60年 代 は,40年 代 とは

質の異なる変化が生 じて くるものと思われ る。

急激な人口増加の影響は住宅事情 にもうかがわれる。昭和55年 の持 ち家世帯比率は38.4%で,全

市平均41.5%よ り低 く,7区 中,中 央区 に次 ぐ低 い比率を示す。その反面,民 営借家世帯比率は.;,

%と 市 の平均43.2%を 上回り,こ れ も中央区に次 ぐものとなっている。

東区の産業構造に関 していえば,約250ヘ クタールの丘珠飛行場を もつ丘珠地区に鉄工団地,国 鉄

函館本線北側に隣接する苗穂(上 苗穂)地 区に大規模食料品工場が立地 していることか ら,製 造品出

人 口数が1位 で あったこと。これは,昭 和

40年 代 に人 口が年間実 に5%前 後ずつ増

大 してきたことによるものであ り,東 区が

札幌市の中で も40年 代にもっとも人口が

増加 した地域であったことを示 している。

ところが,50年 代 になると人口増加が鈍

化 し,年 間増加率が40年 代 に比べて半数

以下 にとどま って いる。2つ に,東 区を中

央区の都市か ら3㎞ 圏内地域,3～6㎞ 圏,

3㎞ 圏 内

3～6Km圏 は増加 をみているものの,そ
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荷額 は昭和55年 に976億 円(全 市の15.5°0)と な り7区 中,西 区 ・中央区に次 いで第3位 を 占める。

商業は,函 館本線北側 に卸売センターが存置 していることもあって,年 間販売額が4,177億 円(昭 和

55年,全 市の5.5%)と な り,こ れ も7区 中3位 とな っている。 昭和56年 の事業所は8,915(全

市 の12%)と な り,中 央区 ・白石区 ・豊平区に次いで多い。また従業者数は73,746人(昭 和56年,

全 市の10.6%)で7区 中3位 に位置す る。

ところで,東 区の産業構造において注目されるのは,昭 和56年 に農家数(526戸)と 経営耕地面

積(1,278ヘ ク タール)が 北区に次 ぐ位置を しめてお り,し か も作付面積の大部分が札幌市の主要農

産物の玉 ネギ畑である,と いうことである。 この札幌玉 ネギは,明 治初期に西洋農業の栽培作 目とし

て導入 され,明 治37年 「札幌村玉 ネギ輸出組合」が結成されて以来,今 日まで 旧札幌村の代名詞の

1つ といわれ る程の伝統を もつもので ある。 したがって,東 区が人口急増地域で ありなが ら,都 市近

郊農業をなおも維持 している地域であることは,本 稿の課題を考察す るうえで,格 好の素材を提供 し

ている。

以上のよ うな東区の概況を さらに明確にす るために,昭 和30年 札 幌市に編入 される直前の旧札幌

村は,果 して どのよ うな地域社会で あったかを概括 しておこう。

昭和25年 の旧札幌村は1,346世 帯(8,858人)で あ り,全 就労 世帯は1,268戸 で ある。 このうち

農業 世帯が もっとも多 く565戸(44.6%)を 占 める。農業世帯 に次 いで多い職業は,公 務244戸

(19.2%),運 輸 ・通信160戸(126%),製 造業124戸(9.8%),サ ー ビス業74戸(6%),建

設業58戸(5%)で ある。農 業世帯が 半数近い ものの,第3次 産業,第2次 産業の就労世帯が過半数

を占めることは,当 時すでに人口313,850入 で あった札幌 市に隣接する近郊農村,札 幌村の一端が う

かがわれ る。 しか し,こ のよ うな旧札幌村において注 目されるのは,な ん といって も農村 ヒンターラ

ン ドとしての性格である。

昭和20年 代における当該地域 の大部分が農地で あったことは,国 土地理院発行の 市街地図に明確

である。 旧札幌村において市街地 であったのは,都 心 にもっとも近 い旧村役場 の所在地(北13条 東

16丁 目)並 びに鉄東地区(北7条 ～北18条,東1丁 目～5丁 目)の 一部にす ぎない。総面積

3,464ヘ クタールの うち2,719ヘ ク タール(78.9°0)が 耕地である。土地利用の形態か らみて,農 村

ヒンター ラン ドが大き く拡がる農業村落社会がみ られた。

旧札幌村の耕地面積 は,大 正期に最大であった3,040ヘ クタールか ら昭和17年4月 の戦時 下,軍

の要請により約250ヘ ク タールが丘珠飛行場用地 に転用 され たという,個 別事情を除 くと,戦 前期は

ほぼ一定で あった。 ところが,後 に詳述するごとく,経 営作付面積でみると,昭 和24年 ～32年 の

8年 間に約200ヘ クタールの経 営面積が減 少す るのに対 して,そ の後の昭和30年 代の8年 間では実

に772ヘ ク タール も減少する。昭和40年 代は若干減少 巾が縮小 したものの30年 代 とほぼ似 かよっ

一44一

L



た傾向を示 し,10年 間 に748ヘ ク タールの減少 となっている。 こうした30年 代 ～40年 代 の急速

な経営面積の縮小は,当 該地域の急速 は市街地化を示 している。因に,昭 和50年 ～57年 における

経営面積は,94ヘ ク タールの減少 にとどま っている。合併後の旧札幌村の急変は,こ うした経営面

積の減少に単的に うかがわれているといってよい。

このような経営面積の急激な減少にもかかわらず,驚 くべきことは,昭 和25年 の農家数565戸 が

昭和57年 の496戸 へ と69戸 の減少にとどまって いる,と いうことで ある。旧札幌村地域における農

家戸数のこのよ うな変化に東区の都市 フ リンジの形成過程が解 明 して い く手がかりがあるよ うに思わ

れる。 そこで,入 手 しえた資料を もとに,ま ず農地転用の状況 と経営作付面積の地域別変化を分析 し,

都 市フ リンジの形成過程の一端を明 らかに したい。

表7.年 次別農地転用状況(東 区)

S30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

49

50

51

52

53

54

55

56

57

59

転用件数

79

60

128

186

・

691

1,060

712

2,147

2,725

1,740

1,122

838

671

564

581

226

282

235

119

304

321

219

256

261

173

130

133

129

109

転用面積
6.Oha

1.?

13.9

10.6

29.4

34.4

67.7

43.5

52.5

.・

72.5

47.6

36.9

55.1

72.1

30.3

22.3

56.7

57.1

26.4

22.8

20.0

16.1

20.9

26.6

21.6

12.1

10.5

11.8

!

2.土 地利用の変化 と都市 フリンジ

旧札幌村が札幌市に編入 された昭和30年 より昭

和59年 に至る30年 間の農地転用件数とその面積

は,表7の ごと くである。都市フ リンジの形成過程

をみよ うとする時,両 者 のもつ意味の質的違 いに注

目 しておく必要が あるから,必 ず しも単純 に一方の

みを取り上げ るわけにはいかない。けれども各年次

における農地転用件数 と転用面積の変化はほぼ対応

している し,農 地転用面積 に比べて,農 地転用件数

の変化の方が大きな変化を把握するには好都合な場

合 もある。 そこでまず転用件数を年次的 にみてお く。

昭和30年 に79件 で あった農地転用件数 は,昭 和

34年 にすでに634件 を 数え,こ の年次を離陸期 と

して上昇 しながら,38年 ～39年 にかけて一気に

ピークを迎 える。そ して昭和39年 の2,725件 を 最

高 として,昭 和40年 代 以降は,多 少の もり返え し

があるものの除々に減少 していく。

農地転用面積では,昭 和30年,・31年 に6ヘ ク

タール,1.7ヘ ク タール と少なかったが,そ の後は

常に年間10ヘ クタール以上の農地転用が行なわれ

ている。 とりわけ昭和39年 は98.7ヘ クタール とい
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う驚 くべき転用面積 となってい る。昭和30年 代か ら40年 代は,東 区の人 口増加が 急増 した時期で

あることから,農 地転用件数 と農地転用面積に も,そ うしたことが うかがわれる。

ところで,転 用された農地が どのような用途に利用されているのかを把握することは,都 市 フリン

ジの形成過程を土地利用の変化か ら見る時重要で ある。表8は 年次別用途別農地転用状況を整理 した

もので ある。

表8.年 次別用途別農地転用状況(東 区)(面 積の単位:面)

工場 ・倉庫敷地

S35

36

37

47

48

49

50

si

52

53

54

55

57

58

件数%

510.7

面 積1%

2.818.2

71U.7i1.912.8

　13

【L8}6.314.6

8i2.8'S.5,9.?

5

8

10

3

?.1

67

3.3

0.9

1.412.5

0.813.0

1.3

o.z

4

62310、8

5.7

1.0

180.2、12

3.8

14154t24

鷺
6.911.0

1.3

513.910.5

9.0

4.6

10.7

4.2

住 宅 敷 地

件 数

660

1,018

654

247

191

83

245

%

95.5

96.0

9ユ9

87.6

81.3

.・

80,6

240 74.8

161

is2

186

io2

73.5

r"5.0

71.3

59.0

81166.9

94170.7

面 積

23.8

51.3

22.1

44."r

36.5

is.o

i2.s

9.5

9.0

13.3

18.3

7.9

6.3

.・

%

69.8

76.3

51.3

78.7

63.9

72.0

55.0

47.5

55.9

63.7

.:.

36.6

52.1

65.7

その他 の建物用地

件数

6

9

8

17

23

15

44

41

44

°U

0.9

o.s

1.1

6.0

9.8

iz.s

9.2

16.8

20.i

is.o

is.s

面積

1.9

2.6

.・

4.2

8,8

3.1

5.3

7.7

5.5

4.5

3.4

16創7.6

%

5.6

3.9

16.0

'r.4

15.4

11.7

23.1

38.5

34.2

21.5

12.8

35.2

その他 の施設用地

件数

20

26

%

2.9

2.5

37 ,52

10,3.6

is

13

21

24

10

17

17

31

6.8

10.9

6.9

7.5

4.6

6.7

6.5

17.9

面 積

5.6

11.4

7.8

2.4

10.4

3.5

3.7

2.6

1.4

2.3

2.5

5.1

%

16.4

17.0

is.i

4.2

18.2

13.3

is.2

13.0

8.7

ii.o

9.4

23.6

合 計

'255.8

is 10.8 0.9 7422 16.9

一13929 .3

-}5240.3

3.6

件 数

691

1,060

712

282

235

119

304

321

219

256

261

173

29.8)130

%

100,0

100.0

100.0

1000

1000

ioo.o

ioo.o

面 積%

34.1

67.2

43.1

56.8

57.1

26.4

22.9

100,0200

ioo.o

100,0

100.0

100.0

goo.o

100.0

ioo.o

100.0

100.U

100.0

1000126sjioo.0

16.1i100.0

20gl1000

4639・0-i

100.ol21611000

zoo.0100.011°1

36343133}100.0

6.i56・811ei1・ …

10.5 100.0

1]81000

用途別において注目 されるのは,な んといって も住宅敷地 への転用である。住宅敷地の転用面積が

もっとも多 く,し かも総転用面積の70%を 越 えるのは昭和30年 代 ～40年 代 にかけてである。 用

途別件数で みれば,住 宅敷地 は総件数の実 に80%以 上を 占めている。 しか しそ うした高い比率は,

50年 代 に至 るとかな り減少 して くる。 このような住宅敷地 への転用状況に対 して,工 場 ・倉庫敷地

は昭和37年,56年 の2か 年 のみ農地転用総 面積の10%を 越 えるにすぎず,他 の年次すべてにお

いて10%未 満 である。 ところが,住 宅敷地,工 場 ・倉庫敷地を除 くその他の建物 用地一たとえは店

舗 ・学校 ・病院等一は,昭 和50年 代 から増加 しは じめる。その他 の建物用地 の占有率は用途の性格

を反映 して,用 途件数 より用途面積 においてみる時,い っそ う顕著になる。つまりその他 の建物用地

は,1件 当 りの転用面積が住宅敷地に比べて大きいか らである。同様の ことは,そ の他の施設用地一

主と して道路,水 路,公 園等 一について もいえる。 しか し施設 用地は,そ の他の建物用地 よりもさら

に遅れて昭和55年 以降増加 して くる。これは,す で に指摘 した ごとく,昭 和63年 開 通予定 の地下

鉄 東豊線 の建 設に伴 なう影響によるものと思 われる。

以上のごと く,用 途別転用件数 よりも用途別面積において東区の土地利用 の変化がいっそう明 らか

であ る。要約 していえば,東 区では,ま ず昭和30年 代～40年 代 にかけて急速 な住宅化に伴なう市
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街地化が先行 し,こ れに50年 代 におけ る店舗,公 共施設,道 路,水 道,公 園といった社会的諸機 関,

諸施設 への農地転用が後を追う形の変化がみ られる。 こうした大局的な傾向をさらに農地転用を行な

う農家が どのよ うに経営面積を縮小 していくのか,ま たその縮小 ・減少を東区内の諸地域 においてみ

た時,果 してどの ような地域的差がみ られるのかを次 にみておきたい。

表9.年 次別地域別経営(作 付)面 積

S32

33

34

35

36

39

40

91

42

44

45

46

47

48

99

50

51

52

53

55

56

5?

元 町

%

20668.1

204.38.2

20208.2

19838.5

168076

15507.6

]41i7.5

1355z7

1283r.6

12287.5

1120i.6

103.37.5

94.57.2

87.87.8

77.68.0

70.06.6

598

5515.4

4614.6

i4.141

400a.i

ss24.0

73.7

363.92

5.81194

栄 町

%

潟86121.6

5393121.6

5250121.3

4888121.1

44621`?02

383184118.9

3526118.8

327is4118.5

309181118.2

2879i17.5

237SI16.1

2223116.5

232
n 178

zoo3118.4

1819118.8

183511i.4

4119.0

184171117.8

179176117.4

1889119.O

iszsiis.s

i7s185118.6

1862119.6

181745118.8

苗 穂

%

570.2224

599.221.9

539.421.9

523.6226

513.923.2

487.324.1

448.123.9

408.123.0

394.223.2

38ユ,123.1

347623.5

315.323.5

302.023.1

252.622.5

182.2is.s

204.719.4

191.Ois.z

isi.ois.s

183.918.3

i7s.017,7

167.317.2

is2.oi7.i

152.616.1

152.316.4

丘 珠

%

7619130.0

758304130.3

7497130.5

6716129.0

66068

6110130.1

577302130.7

5539131.3

5387137.7

325315132.3

466314131.6

426311131.7

409315131.3

3752133.4

360037.2

3707135.2

3525134.4

3622135.1

3590357

35211359

3510136.0

3483136.7

3403135.8

340365136.7

雁 来

%

454317.9

is45160

8ユ81444

4368118.8

4247119.2

3908119.3

3590119.1

3460119.5

3268119.3

3237119.6

3132121.2

27756

26931206

2011117.9

iss6117.2

225216121.4

2256122.1

8123.2239

9124.0241

2364123.8

2330123.9

224234123.6

2361124.8

2249124.2

合

2591

5022

4602

3192

2132

0272

878i

7711

69i1

6471

4771

3441

3081

1124

・.:

1,054

1,023

1,032

1,005

994

9i4

949

950

928

計

%

81100.0

'11!

8110U.0

10041100.0

61100.0

・111

2iooO

11100.0

21100.O

iiioo.o

iiioo.0

81100.0

21100.0

11100.0

51100.0

61100.0

02ioo

61100.0

61100.0

71000

31100.O

ziioo.0

11100.0

71000

(注)欠 落 年 次 は31実 行 組 合 す べ て の 資 料 が 揃 っ て いな い場 合 が あ る ので 省 い て い る 。北 札 幌農 協 資 料

よ り整 理 。 表10,11,12,14,15,16,17も 同 様 で あ る。

表9は,農 協資料に基づいて東区内31の 農事実行組合毎に収約された経営(作 付)面 積を5地 域

(元 町 ・栄町 ・苗穂 ・丘珠 ・雁来)に 分け整理 し直 したものである。5地 域 に分けたことは,東 区全

体の農地利用の変化が地域 によって一様で はないことを示 したいためである。 とくに,昭 和44年 に

施行 された都市計画法 による市街化区域 と市街化調整区域の線引きは,地 域 によっていず れの区域 に

属するかが明確だからである。5地 域の中では元 町,栄 町,苗 穂の大部分が市街化区域に含まれ るの

に対 して,丘 珠と雁 来の大半は市街化調整区域 に入 る。都心からの距離によると6Km圏 内 に元町,栄

町,苗 穂(上 苗穂)が,そ して6Kui圏 以遠に苗穂(下 苗穂),丘 珠,雁 来が ほぼ対応 している。因 に

略図を示せば図1の ごと くである。

さて,表 にたちかえ ると,昭 和32年 ～57年 に至る25年 間 に経営作付面積は2,542ヘ ク タール

から928ヘ ク タールへと1,614ヘ クタール も激減 している。昭和32年 を100と し,各 年次の減少率
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図1.東 区略図
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表10.年 次 別地域別経営

(作 付)面 積減少率

を示 した表10に よれば,昭 和57年 は36.5と

あ り約3分 の1に 経営面積が縮小 しているので

ある。地域別にみると,25年 間 に経営面積の

減少率が 高いのは,元 町と苗穂の2地 域で あり,

元 町では206ヘ クタールか ら36ヘ クタール,苗

穂では570ヘ ク タールか ら152ヘ クタールへと

減少 して いる。 これ ら2地 域 に次 いで減少率が

高いのは,栄 町であ り,減 少率は31,8(548ヘ

クタール→174ヘ クタール)と なっている。

元町,苗 穂,栄 町の3地 域の減少率が高いの

に対 して,丘 珠,雁 来の2地 域 はそれぞれ..,

49.5と 約 半分の減 少率にとどまっている。 これ

ら2地 域 の減少率の低 さは,5地 域 の総経営面

積中,昭 和32年 における両地域の占有率が

47.9%で あ ったのが,57年 で は60.9%に 増加

したこ とに うかがわれる。
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49
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元町

100

98.8

97.7

・.1

81.3

75.0

・:

65.6

62.1

59.4

54.2

50.0

45.7,

42.4

37.5

33.8

28.9

26.7

22.3

.;

19.3

.,

16.8

i7.s

栄町

100

.・

95.6

:・1

81.3

.・

64.2

59.6

56.3

52.4

43.3

40.5

42.3

37.7

33.1

33.4

35.4

33.5

31.S

34.4

33.3

32.1

33.9

31.8

苗穂

100

96.3

94.5

・

90.1

85.4

78.5

71.5

69.1

.・

・1・

55.2

52.9

44.3

31.9

35.8

33.4

33.5

32.2

1

29.3

28.4

26.7

26.7

丘珠

100

99.5

・ ・.

..

:・

:!

75.7

72.6

70.7

69.7

61.2

55.9

53.7

49.2

47.2

48.6

46.2

47.5

47.1

46.2

46.0

45.7

44.6

44.6

雁来

100

99.4

97.9

96.1

93.5

:.1

79.0

76.1

71.9

71.2

68.9

61.0

59.3

44.2

36.6

・1

49.6

52.7

53.2

52.0

51.3

49.4

51.9

49.5

合計

100

.・

・ ・

91.2

87.1

79.8

73.9

69.7

.・

64.8

58.1

52.9

51.5

44.2

38.1

41.5

40.3

40.6

39.6

39.1

38.3

37.4

37.4

36.5
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上 にみ たような経営面積の減少率を さらに年次別に確認 してお くと,昭 和32年 の経営面積を100

と し,そ の対比が半数以下になる年次 は,5地 域 いずれも昭和42年 ～47年 に集中 している。すで

にふれたごとく,昭 和47年4月 に札幌市が政令指定都市 に移行 した し,同 年2月 に札幌冬季オ リン

ピソクが開催 された。昭和40年 代の札幌市の発展は,両 ピック ・イベン トによって象徴的に示 され

るか ら,こ の期の急激 な都市化は,東 区の各地域 におけ る経営面積を激減 させた ことにも表われて い

る。

ところで,経 営面積の減少が,都 市化の波 のなかで どの

ように進行 していったかは,5地 域 における各農事実行組

表11慮 騰 盟 鍵 簑 合 レベルでみるとさらに鮮明になる・そこで元町(4斯

少実行組合数 組合)
,丘 珠(8実 行 組合),栄 町(4実 行組合),苗 穂

(11実 行 組合),雁 来(4実 行 組合)の 都合31実 行組
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3
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合 につき,1年 間に5ヘ クタール以上の経営面積の大 巾な

(13)
減 少 を示すに至った実行 組合数を示 したのが表11で ある。

表か らも明 らかなごとく,経 営面積の減少を顕著に示す実

行組合数が増加する時期に2つ の ピークが ある。それは昭

和36年 ～39年 と昭和45年 ～48年 で ある。 これらの

時期で は,31実 行 組合 のうち3分 の1以 上が年間,5ヘ

クタール以上の経営面積を減少 させている。両 ピークには

さまれた昭和40年 ～44年 は若干の落着 きをみせた とは

いえ,そ れで も4分 の1の 実行組合が含 まれてい る。

このよ うに経営面積の減少が激 しい2つ の ピーク時は,す

でに言及 した東区の人 口増加の動 きに対応 していることは

いうまでもない。

さて,上 にみたよ うな年次別地域別変化を さらに立 ちい

ってみて お くと,な ん といっても,昭 和30年 代 か ら40

年 代 にかけて コンスタン トに もっとも激 しい経営規模の減

少を し続けてきた栄町地区が注 目される。この栄町地 区の

うちで も栄町南(北27条 ～北38条,東1丁 目～東15

丁 目,昭 和30年169ヘ ク タール→昭和57年11ヘ クター

ル)と 栄町(北33条 ～北41条,東13丁 目～東20丁

目,93ヘ ク タール→22ヘ クタール)の 減少は激 しい。両実
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行組合は,昭 和30年 を100と すれば,そ れぞれ7.1,25.6と な り,同 じ栄町地域の栄町西(い わゆ

る栄町と北41条 ～42条,東8丁 目～東19丁 目)の51.8,栄 町 北(北40条 ～ 北49条,東1丁

目～東10丁 目)の41.2に 比 べ ると大変 な減 少率の違いを示 している。栄町地区は,札 幌市の幹線道

路石狩街道,東8丁 目通そ して東15丁 目通 が南北 に,東 西には札幌 と小樽を結ぶ大動脈札幌新道,

さらに地下鉄南北線北の ター ミナル麻生駅 と丘珠 空港をつな ぐ北42条 通(道 々丘珠空港線)が 走 る

地区で ある。 『札幌 市の地域構造 』を手がかりにす ると,減 少率の激 しい栄町南と栄町東は,人 口密

度100～130人/ha未 満,民 営借家世帯割合が50%～60%未 満 であり,事 業所数500～1,000未 満o)

(14)
地域 にほぼ重 なりあっている。

栄町地区では,経 営規模の激 しい減少が25年 間 コンスタン トにみ られたが,そ の中で も昭和40

年 前後の第1次 減少期 の ピー クは特 に強調 されてよい。 これ に対 して,昭 和45年 ～48年0)第2次

減少期 の ピークは,第1次 ピークを迎 えた栄町 に隣…接す る丘珠地区の実行組合において,経 営規模 の

激 しい減少を示す実行組合が 多 くみられ る。たとえば,丘 珠地区の中でも,北42条 通 並に札幌新道

に隣接 した丘珠南第1,丘 珠南第2の 各実行組合と鉄工団地 が立地する丘珠東中部,丘 珠川向北さら

に丘珠北部で ある。 これらをやはり昭和32年 を100と した(但 し丘珠南第1と 第2は 昭和34年 を

100と す る)時,昭 和57年 は,そ れぞれ順 に10.5,38.4,38.8,41.7,44.2と な る。 これに対 し

て,地 区内他の実行組合である丘珠川向東,丘 珠中央,丘 珠川 向南はそれぞれ527,60.2,64.6と

減 少率が半数に至っていない。 これ らの各実行組合は,市 街化調整区域にほぼ含まれ,東 区の中で も

長ネギ畑が拡が る地域で ある。 この ように丘珠地区は経営面積が大きく減少 した実行組合 と,半 減 し

たに とどまって いろ実 行組合 とに二分 され る。

栄町(4実 行組合)と 丘珠地区(8実 行組合中5実 行組合)と 似 かよった顕著な経営規模の減少を

示すのは,苗 穂地区の中で も下 苗穂の各実行組合である。すなわち,下 苗穂伏古の22.4(49ヘ クター

ル→11ヘ クタール),共 栄の25.7(68ヘ クタール→11ヘ クタール),下 苗穂三角の2i.6(122ヘ ク タ

ール→33ヘ クタール) ,下 苗穂農 本の40.1(131ヘ ク タール→52ヘ クタール)で ある。これ らの各実

行組合は,都 心か ら1圏 内にあ る上苗穂の実行組合に対 して,い ずれ も6㎞ 圏前後に位置 している。

しか し下苗穂の各実行組合 は,昭 和48年 ～50年 におけ る札幌新道の開通によって,都 市化の影響

を急激に受 けることにな(た 地域で ある。50メ ー トル巾の札幌 新道が当該地区のほぼ中央を貫通 し

たため に,農 地売収 と立 ち退 きがみ られた地域で ある。幹線道路 が東西に伸びている ことから,南 北

の支線道路が接続,分 岐することにな り,事 業所 の数が500～1,000未 満 と都心につ ぐ多い地域とな

って いる。事実,道 路沿 いは大小 の店舗,倉 庫,病 院 といった事業所が少な くない。 しか し人 口密度

は40～70人/haと 丘珠地区についで低 く,民 営借家世帯の割合 も40砿 未満 となハている。

これまで栄町,丘 珠,苗 穂各地区の経営面積の減少傾 向の特徴を農業実行組合の レベルにおいて指
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摘 してきた。 これらの各地域に比べ ると,元 町地区は経営規模の減少が比較的漸次的に進行 した地域

である。 このよ うな傾 向は当該地域 の特徴にかかわっていると思 われ るか ら,そ れを まず指摘 してお

こう。 この地域は,1つ に苗穂地区 における上苗穂の2実 行 組合(上 苗穂,上 苗穂東)同 様,都 心か

ら3㎞ 圏ない し,3～u圏 にすべての実行組合が含まれて いる。2つ に,旧 札幌村当時,こm地 域

(実 行組合で いえは元町第1)に 旧村役場,農 協,寺 院があ り旧村当時か ら農村市 街地 に隣接 してい

た。3つ に,こ の地域を南北 に貫通する15丁 目屯田通並に道道花畔札幌線は,札 岬市街 より北部の

栄町,丘 珠さらには石狩町 に至る交通の要路で あった。これ らの ことか ら,当 該地域 は,経 営規模の

減少の度合が一気にではな くて,比 較的漸次的に進行 した。それでも栄町に近い元 町中央,元 町下 は

い くぶん急激 な減少を一時期 みせている。表11に 示 したごとく,や はり昭和36年 ～39年 にかけ

てと,昭 和46年 ～52年 にかけてである。この地域 は,都 心か らの距離も近 く.交 通の便が よいこ

とか ら,地 価 も高 く1m2当 り7万2千 円～8万8千 円(昭 和60年1.月1日 現在)に なっている。地

価か らすると,栄 町地区よりもやや高い。 そしてなん といって も事業所数が 多く500～1,000未 満 以

上分布する地域 となっており,東 区内では事業所が一番多い地域 となっている。加えて,民 営借 家世

帯の割合が60%以 上になる実行組合 も含 まれて いる。 また人口密度 も100～130人/haと か な り高

い。

最後 に,雁 来地区についてふれておこう。 この地区は東区の中でもっとも東北部に位置 し,豊 平川

をは さんで東は白石 区,北 東部は江別市に接する。この地 区は,東 区内で は丘珠地区 と並び経営面積

が多 く,し か もその減少率が低い。昭和30年 代では,丘 珠地 区が玉ネギ生 産を中心 と したとの対 し

て雁来地区は牧草飼料作物の生産を中心 と していた。ところが,昭 和30年 代 後半か ら40年 代初め

にかけて隣接 する江別市が札幌市のべ ソ トタウンとして,道 内屈指のマンモス団地造成を始めたこと

とによって,当 該地域はマ ンモス団地 への交通路 に当ることか ら,経 営面積 の減少が生 じて くる。 と

はいって も,こ れ まで言及 してきた4地 区に比べると,当 該地区のほぼ全域が都心 より6Km圏 以遠 に

あり,し か も市街化調整 区域で あることか ら,昭 和50年 代 に及んで玉 ネギ栽培 への作 目転換が なさ

れている。表10に 示 したごとく,昭 和51年 よ り,昭 和32年 以 降続 いた経営面積 の減少率が増加

に転 じるという兆 しがあるの も,こ うした事情を反映 している。 このような傾向は,東 区内ではこの

雁来地区のみで ある。

3.階 層的変化 と都市 フリンジ

先に述べた土地利用(農 地転用)の 変化 は,当 該地域における農家の階層変化 に少なか らず影響を

及ぼ しているもの と思われ る。そ こで次 に,階 層的変化を経営規模,収 入そ して専業農 家 ・兼業農家

・離農家の職業分化 という3つ の側面か ら取 り上 げることに したい。幸 いに して,旧 札幌地域におけ
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饗
蒜藷
滋

る農家544戸 の 昭和36年 と昭和55年 の二時点 におけ る経営規模,農 業収入,農 外収入に関する資

料を活用す ることができたから,当 該世帯の20年 間における階層的変化を継 断的に跡付けることが

可能で ある。 これによって,階 層的変化 と都市 フ リンジの形成過程が どのように対応 しているのかを

明 らかに したい。

まず経営規模の変化か らみることにする。表12は,昭 和36年 と昭和55年 との経営規模をそれ

ぞれL層M層S層 の3階 層 に分類 し,そ れを地域別に整理 したものである。昭和36年 の平均経営規

模は3.6ヘ クタールで ある。階層でみ るとL層(4ん 以上)が544戸 中214戸(39.3io)と も っとも

表12.地 域 別経営規模 の変化(昭 和36年 →55年)
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多 い。 しか しM層(2.5ん ～4痂 未満),S層(2.5命 未 満)も それぞれ30.7%,30%を 占 めること

か ら,階 層はほぼ三等分されている。 ところが昭和55年 では,平 均経営規模 は,昭 和36年 の半分

以下の1.7ヘ ク タール となる。 これ に伴 い階層は,S層(1伽 未満)が235戸(43.2io')と も っとも

多 くなる。逆 にL層(25血 以 上)は27.4%と か なり減少 している。M層(1塩 ～2.5痂)の 比率が

34.1%で,昭 和36年 におけるM層 の比率 とほぼ同じであることか らす ると,階 層分化の下降化が顕

著で ある。 もっとも昭和55年 におけるL層 の階層基準が昭和36年 のS層 の階層基準と同 じである

か ら,20年 間 における当該地域の経営規模からみた階層変化 は,文 字通 り急激 な全般的下降化であ

る。

こうした階層分化の傾 向は,5つ の地区 レベルでみる と,元 町,栄 町,苗 穂の3地 区において顕著

である。因に,各 地区の平均経営規模 の年次別変化に もこうした傾 向を確認す ることができる
。

(表13)

経 営 規模 か らみ た階層変化の傾向は,上 のごとくであるが,収 入 よりみた階層変化は果 して どのよ

うな傾向を示すであろ うか。表14は 総収入をU層M層L層 の3階 層にカテゴ リー化 したもので ある。

総計欄が示す ように452戸 にっいての集約である。先程の経営規模の総戸数は544戸 で あったか ら,
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92戸 少 ない。 これは昭和

36年 に比べて昭和55年

に農外収入を得 る世帯が多

くなり,し かもこ うした世

帯の収入は,税 理士扱いと

な りデータが入手できなか

ったから,そ うした該当世

表13.年 次別地域別1戸 当平均経営規模
(単 位 海)

S24

36

55

町

枷

元

玩
3.5

2.8

1・

栄 町

(烈々布)

II

3.8

1.7

苗 穂

上苗穂

1.2

下苗穂

4.5

2.8

1.1

丘 珠

7.5

3.9

2.3

雁 来

7.6

4.7

2.6

合 計

4.8

3.6

1.7

(注)昭 和24年 は 「札幌村史 」(昭 和25年 版)177頁 を参照。

帯を除いて集計 した ことによる。

表14.地 域 別総収 入規模の変化(昭 和36年 →55年)
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こ うした制約が一部みられたものの,集 約 しえた農家の総収入の階層変化は,経 営規模 の階層変化

に比較する時,興 味深 い傾向が うかがわれ る。すなわちそれは,経 営規模 における階層分化の全般的

下降化 とは異 なり両極分化がみられる ことで ある。

昭和36年 の平均総収入は1,216,600円 で あった。 これを階層でみると,U層(200万 円以上),

M層(50万 ～200万 円),L層(50万 円未満)は それぞれ21.5%,49.5%,29%で あ った。 これに対

して55年 では,平 均総収入が7,428,200円 となった。M層(400万 ～1,000万 円未満),L層

(400万 円未満)は それぞれ32.1%,30.8%,37.2%と な り,20年 間 に収入階層は,M層 が大巾に

減少 したのに対 して,U層 とL層 が増大 している。 このような変化を代表的に示す地域 は栄町である。

この栄町程顕著で はないが比較的類似 した傾向を示すのは苗穂である。これ ら両地域 に対 して,U層

の増大が より注 目され るのは丘珠,雁 来であり,逆 にL層 の増大が注目されるのは元 町である。

上のごとき総収入による階層変化の地域差は,当 該地域 における農業収入のみの専業農家,農 業収

入と農外収入をあわせ もつ兼業農家,そ して農外収入 のみの離農家の三者間の比率に深 くかかわって

いると思われるか ら,そ れを次にみておこ う。
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表15.地 域 別専業農家率 ・兼業

農家率 ・離農家率

元

町

栄

町

苗

穂

丘

珠

雁

来

合

計

農業収入
のみ

34

(72.3)

5

(10.6)

51

(67.1)

13

17.1)

102

(88.7)

41

(35.7)

112

(80.6)

56

(40.6)

59

(76.6)

37

(48.7)

358

78.9)

152

(33.6)

餐㍊
11

23.4)

27

(57.5)

13

(17.1)

39

51.3)

39

(33.9)

17

12.2)

75

C54.3)

11

(14.3)

28

(36.8)

52

(11.4)

208

46.0)

農外収入
のみ

2

(4.3)

15

31.9)

12

(15.8)

24

31.6)

13

(11.3)

35

(30.4)

10

(7.2)

7

(5.1)

7

(9.1)

11

(14.5)

44

(9.7)

92

20.4)

合 計

47

(100.0)

47

(100.0)

76

(100.0)

76
(100.0)

115

(100.0)

115

(100.0)

139

(100.0)

138

(100.0)

77

(100.0)

76

(100.0)

454

(100.0)

452

(100.0)

(注)上 段は昭和36年,下 段は昭和55年 を示す。

表15は,昭 和36年 と55年 の農業収入,

兼 業収入,農 外収入 の収入形態別農家戸数の地

域別割合を みたものである。昭和36年 では,

農 業収入 のみの専業農家は454戸 中358戸

(78.9%)を 占めている。 これに対 して,兼 業

農家 は52戸(11.4%)に す ぎない。すでに農外

収入の みになっていた離農 家は,兼 業農家より

さらに若干少なく44戸(9.7%)で ある。こ う

した状況を地域別に確認 してお くと,専 業農家

率は栄町のみが67.1%で あるが,他 の地域はす

べて70%を 越 えて いる。そ れだけ栄町が5地 域

の中で兼業化,離 農化を 早めて いたことが分 る。

ところで,昭 和55年 で は,専 業農 家は152

戸(33.6%)と20年 間 に半減する。 これに対

して,兼 業農…家は208戸(46%)と 大 巾に増加

する。離農家も92戸(20.4%)に 倍 増 している。

昭和30年 代以降において兼業化,離 農化が急

速に進行 したことは明白である。こ うした傾向

表16.収 入 の平均

を地域別にみる と,栄 町,元 町,苗 穂の3地 域

は兼業化 もさることなが ら離農化 の進行がむ し

ろ目立 っている。 これに対 して丘珠,雁 来はい

ずれも専業農 家がなお40%を 占め るか ら,離 農

化 よりむ しろ兼業化への移行が注 目される。 こ

の ような兼業化,離 農化の進展は,一 戸当 りの

農 業収入,農 外収入,総 収入の地域別平均に当

然 かか わるか ら,そ れを表16に 基づき確認 し

ておきたい。

兼業化 ・離農化がより進行 した栄町,元 町,

苗 穂の昭和55年 における農外収入の平均は,

元

町

栄

町

苗

穂

丘

珠

雁

来

合

計

農 業 収 入
のみの平均

1,583,600

2,303,800

・1'11

2,778,300

1,250,900

1,972,100

1,345,500

7,036,300

749,400

4,899,1pO

1,121,800

11

農 外収 入
のみの平均

93,100

3,379,700

441,100

4,668,600

・/1

2,531,400

30,500

1,690,400

7,400

958,400

95,200

2,452,700

総 収 入 の

平 均

1,676,700

7,378,800

1,050,300

8,51.9,500

1,255,800

5,405,500

1,376,000

9,196,000

756,800

6,211,700

1,217,000

7,428,200

(注)上 段は昭和36年,下 段は昭和55年 を示

す。平均収入は十位以下四捨五入。昭和

55年 の総収入は兼業収入 も含まれ る。
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それぞれ466万8千 円,337万9千 円,253万1千 円となり,農 業収入の平均278万8千 円,230万

3千 円,197万2千 円をいずれ もはるかに上回っている。 これに対 して丘珠 ,雁 来は逆に農業収入が

703万6千 円,489万9千 円で農外収入の169万,95万8千 円とはるかに凌 いで いる。 このよ うに兼

業化,離 農化の地域差 は,1戸 当 りの農業収入,農 外収入の平均において も明確に確認 しうる。

先にふれた収入階層の両極分化の傾 向に照 らしあわせる と,兼 業化,離 農化がより進行 した3地 域

の中で,栄 町は農 外収入が もっとも多 く,し か も農業収入 も少な くない。 いわばバ ランスのとれた地

域でありなが ら,両 極分化がみられたので ある。急激な都 市化に伴な う階層変化の浮沈の激 しさがそ

こに うかがわれ るよ うに思われる。苗穂,元 町の2地 域 も,類 似の状況があるといえる。ただ栄町に

比べて元 町は,L層 への下降化が強調 され る地域である。 これは当該地域の1戸 当 りの経営規模 の零

細化に関連す るところが少な くないと思われる。たとえば,表13に 示 したごと く,元 町の1戸 当 り

の平均経営規模 は栄町の1.7ヘ クタール,苗 穂の1.1ヘ ク タールに比べて わずか0.6ヘ クタール にす

きないか らである。

下降化の階層分化が強調される元 町に対 して,上 昇化の階層分化が顕著 にみ られ たのは丘珠,雁 来

両地域で ある。 これ らの地域はなんといって も,玉 ネギ栽培を 中心 とした文字通 り生 産性の高い近郊

野菜の収入が,収 入階層を押 し上 げていると思われ る。 しか し,畑 作経営 に関 して一般的にいわれる

ごとく,商 品価値の浮沈は激 しいか ら,収 入の変動は伴 ないがちである。それでも表16に 示 した両

地域における平均農業収入の20年 間の変化に注 目す る時,玉 ネギ栽培の収入は安定化 していること

が うかがわれる。

経営規模,収 入形態別世帯 比率,さ らに1戸 当 りの平均収入を地域別にみなが ら階層変化を検討 し

た。20年 間における経営規模の全般的下降化に伴ない収入階層の両極分化が地域 レベルにおいて明

らかになった。下降化 の階層分化が強調される地域 もあった。 しか し総収入の平均をみる時,い ずれ

の地域も昭和53年 の札幌 住宅調 査における高額所得階層 の500万 円以上層に属す ことか ら,本 稿の

対象世帯の収入 階層の変化は,む しろ高額所得のいっそ うの増大という特徴を指摘することがで きる

(15)
よ うに思 われる。 このような高額所得階層の増大は,本 稿の課題 に即 してみる時,農 外収入の内容を

さらに掘 り下げる必要が あることを示 している。 これはすでに くり返 し言及 したごと く,発 展型都市

の急激な都市化過程 にある東区の場合,農 地転用に伴な う経営面積の大巾な減少1'も かかわらず,農

家戸数は若干の減少に とどまっている ということにかかわ ス。そこで最後に表17を もとにして,農

外収入の内容を明 らか にしなが ら,い かなる職業階層の変化がみ られ るのかを検討 したい。

さて,表 にみ られ るごと く,昭 和36年 に農外収 入があるのは,複 数の内容を あげるものがあるか

ら,都 合129戸 となる。 これ らのうち,農 外収入の主な内宏 として 「譲渡 ・不動産収入」をあげたも

のが もっとも多 く56戸 となる。 「共済金 」の43戸 は,一 時的な特別のもので あるか ら,こ れを除 くと
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表17.農 外収入の内容

元

町

栄

町

苗

穂

丘

珠

雁

来

合

計

譲渡 ・不動産

不
動
産

3

39

ユ

51

1

66

1

53

11

6

(4.7)

220

69.4

譲

渡

8

26

5

8

3

5G

(38.8)

共

済

金

3

8

18

14

43

(33.3)

給

与

利

子

・
配

当

1

、
1

4 3

5

8 1

16

7 1

11

1

12

21

16.3)

48

15.2)

1

5

(3.9)

1

(0.3)

営

業

1

1

1

1

2

(ユ.5)

2

(0.6)

そ

の

他

1

7

1

10

11

18

2

/1 .5)

46

14.5)

合

計

12

43

39

63

24

93

35

76

19

129

(100.0)

317

(100.0)

(注)上 段 は昭和36年,下 段は昭和55年 。

昭和55年 のその他 には額の少ない 「一時 金」と称する項目が40ケ ース含まれている。

[譲 渡 ・不動産収入 」に次 くのが1給 与所得」であ り21戸 を数える。 これ ら以外の他m内 容では,

1配 当 ・III子による収入 」5戸,「 営業収入」2戸 となる。ところが昭和55年 では,f外 収入があ

る世帯は実に317戸(こ れ も複数 の収入内容をあげた結果である)と なる。このうち1不 動産(地 代

・貸家 ・貸室)に よる収入 」をあげるものが220戸 もある。これに対 して1給 与所得 」は,第2位 に

位置付 けられ るものの,48戸 にす ぎない。

農外収入 の内容を地 域別に見ると,昭 和36年 で は,主 要な農外収入 として不動産(地 代 ・貸家 ・貸

室)と いった収入を あげた世帯は栄町が もっとも多 く27戸 で あり,元 町,丘 珠,苗 穂,雁 来で はそれ

ぞれ11戸,9戸,6戸,5戸 で あつた。ところが,昭 和55年 で は元町39戸(当 該地域の67.2%),

栄 町51戸(同49.5%),苗 穂66戸(同44.6%),さ らに丘珠53戸(同35。3°o),雁 来11戸(同12.9%)

に もなっているのである。 この ような農外収入 の内容は,な んといって も都心か らほぼ6㎞ 圏内外に

入 る栄町,元 町,苗 穂(上 苗穂)の3地 域に集 中している。 これに対 して,給 与所得を あげるものは

都心か ら6Km圏 以遠の丘珠,苗 穂(下 苗穂),雁 来 地域に増加 している。 しか し後者は,48戸 と該当

数それ自体が少ないのである。

昭和59年6月 に東区の農協組合員を対象に した調査では,上 にみたような農外収入を得る世帯で

は,法 人化 しているものがか なりみられた。因に,回 収 された303戸 にっき89戸(30%)が 法 人組織
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となっていた。法人化 していない残りの世帯214戸 にっいて,法 人化移行予定を尋ねたところ,42戸

が 近い将来,法 人化す ると答えている。 この法人化組織は,昭 和30年 代 にみられるよ うになった生

産法人 としての農 業法人化 とは異な る。当該地域では,専 業農 家では農業法人 とはなって いない。つ

まり非農業的な部門を中心 とした法人化で あって,先 にあげた89戸 の例でいえば,土 地,家 屋,ガ レ

ージ
,駐 車場 などの賃貸経営が もっとも多 く,他 の追随を許 さず72戸 を数えている。他の形態を参考

のためにあげ ると,大 変少なくな るが,不 動産の売買,取 引経営(8戸),小 売 ・卸売 などの商店経

営(6戸),飲 食 店 ・喫茶店などの経営,幼 稚園 ・保育園の経営(3戸),デ パ ー ト・スーパ ーなど

の大規模店経営,モ ーテル ・カーテルの経営,浴 場経営(3戸)と なっている。

こうした法人化組織は家族成員な いし親戚のもののみによる場合が60戸 と圧倒 的であり,法 人組織

の代表者も世帯主(73戸),「 あ ととりJ(8戸),「 世帯主の配偶者 」(6戸)と なっているか ら,

当該世帯の職業階層の変化 と して把握する ことがで きる。 こmよ うな世帯は,わ が国の急激な都市化

に伴ない,程 度の差こそあれ都市近郊に少 なか らず出現 したものと思われる。 しか し東区の場合,こ

のようなタイプは農家 としての範時 にとどまりなが ら,し か も法人化組織 の形態を とっている世帯が

多いことが注 目されるのである。 ここでは,こ うした世帯を 「法人型 」家族 と呼んでおきたい。その

詳細 は内容 の検討は機会 を改めることにす るが,東 区における都市 フリンジの形成過程 は,階 層変化

の1つ として このような 「法 人型」家族を多 く生 みだ して いる。 このような階層変化 と都 市フ リンジ

の形成は,社 会学的な考察 にとって見逃 しえない重要な内容の1つ ではなか ろうか。

4.む す び

粗略なが ら,札 幌市 にお ける東区 と対象地域 として,都 市 フ リンジの形成過程 の一端を考察 した。

冒頭で断 ったごとく,限 定 され た側面か らの接近であり,資 料的制約もあるか ら,カ バー しえた内容

も自ら限界があることは否めない。 しか しなが ら,都 市 フリンジの形成過程の解明に とって基本的な

入口と土地利用の変化は,ほ ぼ明確 に対応 していることが跡付 けられたと思われ る。昭和30年 代後

半における札幌市への道内他市 町村か らの多量の流入人口による第1次 ピークは,住 宅用地への農地

転用が急速 に進行する時期でもあ り,東 区における都市 フリンジの形成過程 の第1段 階 と位置付け ら

れ うる。次 いで,昭 和40年 代 後半の政令都市移行時 は,第2次 人 口増加 の ピークであ り,土 地利用

の変化の面では,公 共的 な社会資本の投資が なされ道路,水 道,公 園 への農地転用が増大すると共に

店舗,学 校,病 院等の社会的諸機関の用地が増加する。 この期は,都 市 フリンジの形成過程 における

第2段 階 とい うことが できる。そ して昭和50年 代前半はやや落 ち着 きをみせた ものの,50年 代 後

半に至 り,地 下鉄東豊線の建設計 画とその着手が,東 区 における人 と土地 と社会組織の動 きを再び活

性化 させ始めてい る。東区の都市 フリンジ形成過程 の第3段 階が始 まって いるといえる。
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上のごとき段階を経過 しつつ東区の都 市フリンジは形成 されてきてい る。 こうした動きの中で,い

わゆる地付 きの定住世帯は大きな階層的変化をみせている。農地の経営面積 の急激な減少による経営

規模 の縮小が顕著 となった。(経 営規模の全般的下降化がみ られた)こ の経営規模 の下降化が,収 入

規模 に関係付け られ る時,一 方で 多くの高所得者層を生みだす と共に,他 方で所得階層の下降化を引

き起 こしている。所得階層 の両極分化が進展す ることにな ったのである。そ して この高所得者層を生

み だしている一端の原因は,多 くの兼業農家 と離農家の創出が必ず しも賃労働者化 につなが らず,不

動産を最大限活用する賃貸経営の法人化組織が昭和40年 代以降急増す るということに求められる。

本稿 ではこれを 「法人型 」家族の出現 と呼んで いる。 「法人型」家族は,法 人化組織で あるか ら法的

性格を もっと同時 に,経 営体 と しての性格 も合わせ もっ。 しか し,い わゆる農業法人,企 業型法人,

自営業家族 という従来 の概念では把握 しがたい内容をもっているよ うに思 われる。階層変化に伴 なう

この ような 「法人型」家族は,都 市フ リンジの形成過程 において析出 されてきた1つ の職業階層 と呼

び うるもので ある。今後こうした階層の家族はなおも増える ものと思われる。行論中すでに指摘 した

ごと く,実 際 「法 入型」家族 への移行を考 えるものがか なりあるか らである。

昭和59年11月 に4,621戸 の正組合員を対象に した札幌市農協調査 によると,「 農業後継者が い

ない1と 回答す るものは回答者中,実 に63.4%に も昇 っている。 しか も今後の農業の継続の意志 は,

同 じく回答者中16%が 「農業 はやめ る」,28.4%が 「自家用程度に縮小 」する と答えている。 「専業

にとどまる」とするのはわずか16.8%に す ぎない。残 りの38.6joは 不 動産の賃貸中心の農外収入の増

大を考えろとしている。 このようなことか ら,考 察 してきた都 市フリンジの形成過程は,従 来程急速

でないに しても,今 後依然 として継続 していくものと思われる。昭和63年 開通 予定の地下鉄東豊線

はその大 きな変化のキャスティング ・ボー ドを握 って いるといって よい。 くり返 し言及 したごとく,

東豊線は東 区におけ る市街地 の中心を貫通する。それだけに今後,交 通 システムの再編成,市 街化区

域 の再開発,新 しい都 市計画の立案が伴 なうものと思 われる。

か って,フ リンジ論の隆盛期に編集 されたW.M.ド ブ リナー編 「郊外 コ ミニユテイ」(1958年)

には,本 稿 の課題を今後 さらに深化 させ ようとする時,示 唆を与えて くれる論者が少な くない。 もと

よりアメ リカの都市 フリンジをめ ぐる視点 と課題が即,わ が国の1地 方都市札幌 市に適用 しうるか ど

うかは問題が ないわけではない。けれ ども,195(輝 代 のフ リンジ論が新鮮に思 われるのは筆者のみだ

ろ うか。それ とも発展型都 市,札 幌市の東区があ まりにも特徴的な地域で あるか らなのだろうか。都

市 フリンジの社会学的考察は,そ うした疑問を見極める うえで も,ま た70年 代以降論 じられるよう

にな ったオ)が国の混住化社会論を考 える うえで も,有 益ではないだろうか。
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す る農 村 」現 代 の エ ス プ1ル%.203,1984年,至 文 堂,161-173頁 。 二 宮 哲 雄 そ の 他 編 「混 住 化 社

会 と コ ミ ュニ テ ィ 」御 茶 の 水 書 房,1985年 。

しか し,1950年 代 後 半 に す で に八 木 佐 市 「Rural-UrbanFringeに つ い て 」(上)(下),「 広 島 大 学

政 経 学 会 政 経 論 叢i」7-3,1957年,175-194頁,7-4,1958年,53-76頁 が あ る こ と は注 目 さ れ

る。

ク1/
(61PryorRobinJ.,DefiningtheRural‐UrbanFringeSocialForces47,1968,

pp,202-215,

(7)(31の 仮 説については,さ らに2～3加 えることが可能であるが,若 干,曖 昧 さがあることか ら除

いている。

(8i昭 和58年 版札幌市政概要 によると,昭 和35年 に おける札幌市の全道人口比は12.2%で あり,昭 和

55年 のそれは25.1%で ある。 同市政概要の11大 都市人口増加の推移比較では,昭 和45年 ～55年 にか

けて札幌市が最高の増加率を示 している。

(9i「 札幌 市の地域構造 」札幌 市,1982年,141-2頁 。

(101蝦 名 賢造編著 「新版札幌市の経 済 と社会」東洋経済新報社,1975年,101-2頁

⑪ 表3㈲ で も断ったよ うに,経 営耕地 面積 には樹園地が含まれていない。

⑫ 公務が 多いのは,苗 穂刑務所が区域内にあることに一因が あると思われる。

G3)因 に,地 区別の実行組合名をあげると,元 町地区一元町第一,元 町上,元 町中央,元 町下,栄 町

地区 一栄町東,栄 町西,栄 町北,栄 町南,苗 穂地区 一上苗穂,上 苗穂東,下 苗穂 伏古,下 苗穂 伏古

第一,下 苗穂共栄,下 苗穂中央,下 苗穂北栄,下 苗穂新北栄,下 苗穂農本,下 苗穂三角,下 苗穂東,

雁 来地区 一雁来西,雁 来東,雁 来 中央,雁 来豊畑である。
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前掲書 「札幌市 の地域構造」における第2編 資料編並に巻末統計区図を参照。

前掲書 「札幌市の地域構造」118-120頁 。

都市 フリンジ家族 の形成要因を解 明す ることを目的 とした筆者の調査で ある。

農業法人にっいては,宮 崎俊行 「農業法人の研究 」慶応義塾大学法学研究会叢書10 ,1961年

に詳 しい。

㈱ 札幌 市内農協都市化 対策本部 「組合員意向調査報告書」1985年 。

⑲D・b・inerWilli・m筑 ・d.,T/zeSulurbm'tCorrvrcunity,G .P.P。t、xm,S。n,19弼.

(付 記)

本 稿作成のための資料収集 に際 して,北 札幌農 業協同組合並に札幌市農業委員会の関係各位にご

配慮 いただいた。 また,資 料整理 に寺田英樹,森 田和也両君の助力を得た。 記 して御礼申上げる。
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第4章 町 内 会 と地 域 福 祉 活 動

杉 岡 直 人

1研 究 の 目 的

昭和22年5月13日 、 政令第15号 により、町内会 ・部落会が廃止 された。その後、サ ンフ ランシスコ

条約の締結 に伴い、昭和26年 に同政令が失効 となり、町内会組織が制度的に復活 した。 同 じ時期、こ

れに対抗するかのよ うにGHQは 厚 生行政強化方策の一つ として、社会福祉協議会 の設置を厚生省に

指示 している。

本研究は町内会 の活動のなかで、近年、社会福祉協議会 との連携 により、在宅福祉に関す る取 り組

みが進め られ るよ うになったことに着 目 し、町内会組織の集団的性格 とその在 り方が今後、極 めて大

きな課題 となる点を、北海道の3市 の事例を通 して明らかに しよ うとす るものである。その意味で問

題提起 にとどま らざるをえないが、 これまでの都市研究において町内会活動を方向づけている福祉問

題 との関連が看過 されていることか ら、敢て取 り上 げてお く必要性を感 じて稿 を起 こした。

従来の町内会研究 の系譜は、意志決定過程 に関す る問題や役職者の地位分析 を中心 とす る支配構造

に関す るもの、 あるいは町内会組織 の構造機能分析な どを中心 とするものか ら、次第 に住民意識 の類

型化によるコミュニテ ィ形成をテ ーマに した研究へ と変化 している。(1〕

町内会は、地域 における最 も包括的な性格を もっ集団である。 この集団の性格は、中村(1973)が

指摘 しているように、①行政の末端事務の補完を行な うものであり、②加入 が居住 に伴 って 自動的に

なされること、③ また加入が世帯あるいは事業所単位で あり、個 人の 自由選択意志を前提 にした もの

ではないこと、等が上 げられ る。② また、 この集団が相互扶助を基本 とする親睦団体 としての性格が

強いことも大 きな特徴 とされている。

町内会は現実生活の問題処理 にっいて、例えば、葬祭の世話、神社 の寄付、道路 ・公園の清掃、 と

いった活動を中心 としていた。最近では各種の行政への陳情、公害 問題への取 り組み、建設工事に伴

う騒音対策 などに関す る業者 との交渉、除雪や廃品回収、青少年の健全育成等、地域 の住民生活のな

かで問題 とな った場合はその活動の限界 を問題にすることな く、問題解決 のための取 り組みがなされ

ている。

こうした町内会活動の拡大と変化に注 目するな らば、地域 の社会構造を変化 させてきた要因 につい

て考察 してお く必要がある。 すなわち昭和40年 代 に入って コミュニテ ィ形成 の問題や過疎地域 の集落

再編成の動きをもたらした人 口移動 と広範な都市的生活様式 の浸透 に伴 い、地域 の福祉問題が様 々に

問題化 した結果、町内会組織が半ば他律的に変化 し始めた といえる。

最近では老人の在宅ケアの問題を中心 に町 内会が組織 され る動きがみられる。(3)社会 福祉協議会 と
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の連携や共同募金会か らの助成を受けて在宅福祉サ ービスの事業に取 り組む事例 にみ られるように、

在宅福祉が施設福祉の見直 しとともに強調されるようにな ってきたことを背景 として、 これまでの町

内会活動に福祉問題を焦点 とする新 らたなオ リエンテ ーションが与え られつつあると私はみている。

親睦 と相互扶助を基本 とす る町内会活動は、福祉部を設けてその活動の広が りを追求することも多

くな っており、また在宅福祉をは じめとする地域福祉 の課題に対 して次第 に民生委員活動との連携を

必要 とするようにな っている。(4)

と こ ろで、町内会が民主的な運営組織を持 ち、行政か ら自立 しているとして も、対 人的サ ービスの

体系に公的サ ービスの有機的関連を考慮 しなければな らない要素があれば、当然のよ うにその民間性、

主体性 に相当す るものが問われな くてはな らない。

結局の ところ、町内会の活動 ・機能を どのように考 えるべきか とい うことに議論が向け られなけれ

ばな らないといえ、公私問題をふまえ た町内会の理論モテルが今 日求められているといえる。(5)

H対 象 と 方 法

最初 に町内会活動のなかに大 きく取 り込まれつつ ある福祉問題との関 わりをマクロ的におさえる上

で、北海道町 内会連合会の史的な展開 と北海道 町内会の構造的側面 にっ いてふれ、事例 として3市 に

おける新たな動向にっいて考察を加え ることにする。対象は北海道の町 内会であり、方法はケースス

タデ ィの手法を用いた。調査時期は昭和59年7月 ～10月 にかけてそれぞれ数回の聴 き取 り調査を行な

った。

北海道の町内会連合会の前身は昭和38年 から52年 まで続いた北海道町内会 ・部落会連絡 協議会であ

る。昭和38年 には全道町内会 ・部落会研究協議会が開催 され、事例研究を中心に協議 している。昭和

42年4月10日 に連合組織の結成 について町内会活動推進懇談会が開かれ、連絡協議会が札幌 市、小樽

市、千歳市、苫小牧市、江別市、恵庭市、倶知安市、栗山町の8市 町村で結成準備会を構成 し、趣旨

書、規約、活動方針、その他結成 のための方途について協議 している。

この時、町内会関係者 と社会福祉協議会の関係者が同 じテーブルについているが、このことは当初

か ら北海道社会福祉協議会に事務局を置いたことか らもそのいきさっが理解 されると同時に、今 日、

社会福祉協議会 の活動 と町内会活動 の連携が大きな課題 として取 り上げ られるようにな った背景を物

語 っているといえる。 この社会福祉協議会 と町内会活動の連携 の動きは、昭和42年8月24、25日 の両

日に開催 された全道社会福祉大会の中で 「地域住民組織研究部会 」が開かれたことで も示 される。昭

和43年12月5日 には地域組織委員会が組織 され、住民組織 の諸規定の検討、あるべき姿、基本的な性

格 とビジョンに関する意見について検討 している。昭和44年 には全国福祉協議会 の木村忠二郎副会長

を講師に頼んで、 「町内会 ・部落会活動 と社会福祉 」のテーマに取 り組んでいる。
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こうした時期に対応 して、国 レベルの動きとして昭和45年 、 自治省はモデルコ ミュニテ イ構想を発

表 している。

北海道では、その後、一貫 して住民福祉の課題を統 一テーマと して町内会 ・部落会連絡協議会 の活

動が展開 している。昭和53年 に共同募金に関す る取 り組みな どの関連か ら、この連絡協議会は北海道

町内会連合会へ と名称変更を している。現在、北海道町 内会連合会 は、主な事業 として 「住みよいま

ちづ くり運動 」推進地区推進活動、道町連共済の運営、 また赤い羽根共同募金運動の推進 に取 り組ん

でいる。(6)

現在、道町連には78団 体が加入 している。年間会費 は基本額(市15,000円 、 町村5,000円)と 世帯

割(世 帯数 メ30銭)を 合算する。

毎年、全道町内会活動研究協議会が開催されているが、昭和60年 度 の場合、 「地域生活 と福祉文化

の形成」をテーマとして単位町 内会活動の推進にっいて討議 している。 いわゆる住民参加の推 進策に

ついて、その甚本的取 り組みを検討 している。参加対象は町内会 ・自治会などの関係者、青年 ・婦人、

防犯、衛生団体等で町内会、 自治会活動に関 わりを持っ者、市町村の行政主幹担 当者、社会福祉協議

会役職員などが対象で ある。

謹

表1北 海道の住民自治組織

市 部

石狩支庁

渡島支庁

桧山支庁

後志支庁

空知支庁

上川支庁

留萌支庁

宗谷支庁

網走支庁

胆振支庁

日高支庁

十勝支庁

釧路支庁

根室支庁

合 計

連合町内会

有

24

3

16

8

8

9

4

4

5

16

8

3

8

6

4

126

無

8

3

2

11

8

16

4

4

7

3

6

11

3

86

計

32

6

16

10

19

17

20

8

9

23

11

9

19

9

4

212

単 位 町 内 会 規 模 別 分 布

1-29

1

11

7

8

6

10

1

5

9

7

2

4

1

1

73

30～49

2

3

3

ユ

5

3

2

4

4

7

3

2

4

4

2

49

50～99

6

1

1

2

5

6

1

5

3

5

2

1

38

100一 ㌔149

9

1

1

3

1

1

1

1

1

3

22

150.199

5

1

2

1

9

200～

9

9

不 明

1

2

1

1

1

1

1

2

2

12

曲 資料出所 北海道町内会連合会r北 海道内の住民自治組織名簿 』(昭 和60年4月1日 現在)
より作成
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ここで表1に より北海道 の町内会の概要 にっいてふれておくな らば、連合町内会組織を有する市町

村は約6割 に止 っている。 これを単位町内会規模との関連でみると、町村 の町内会の うち単位町内会

が1・縞 眺 のは9剛 しかなく、3・肚 騨 位町内会があるのは%砧 めている。町内会活蜘

推進を図るためには、連合町内会組織 のような単位町内会相互の連絡機関を有 していて もおか しくな

いといえるが、現状に於いては町内会活動 の組織化にっいてはそれほど進 んではいない。

この事実はある面では単位町内会の独 自性が尊重 されていると考 えられるが、む しろ統一的な取 り

組みをするだけの課題や事業を抱 えていないためといえるだろう。今1っ の理由としては、農村地帯

を背景 とす る地域の場合、市街地居住者 と農家実行組合 との共通利害 に欠けるため統一組織が進まな

いという点があげられ る。 上川、空知地域をは じめ とす る道北地域では連合町内会を組織 していない

市町村が多 く、必然の結果 と して、道町連に加入 している市町村 も少ない。道北地域では区 会、区

長連絡協議会 という名称を使 ってい るのが多いのが特徴である。 こうした地域は行政区単位で組織 さ

れており、区長 として行政か ら協力謝金な どを受 けているケース もみ られる。

また、町内会の行政窓口についてみると、大半は市民部、生活課や総務課あるいは企画課の広聴広

報課 とな って いる。 したがって役所の中に事務局を設 けているケ ー一スか圧倒的であるが、市部では行

政か ら施 設の委託を受けて管理業務を行な うケースが多くなっているためか(総 合)福 祉セ ンタ ーな

どにあるものも散見 され る

皿 町 内 会 と 地 域 福 祉 活 動

前述 したように町内会活動に福祉分野の内容が増加 しつつ あるが、この動向は単に町内会が 主体的

に選択 して取 り組むケ…スばかりでな く、む しろ、一方で町内会組織を必要 とする存在があることを

見過 ごすことはできない。

すなわち、昭和26年 に町内会が復活 したと同時にGHQの 指 導の もとに組織 された社会福祉協議会

は住民 自らが参加 し、様 々な団体 や専門機関の協力を得なが ら地域社会の向上を 目指 して 「福祉のま

ちづ くり」を推進す る民間の自主的な団体である。

ところで、 この組織は、今 日、地域福祉 ・在宅福祉サービスを推進 し、国 ・自治体の福祉施策を補

完す るもの として位置づけ られ る。けれ ども実態 としては社会福祉協議会は地域組織化の単位組織を

有す るケ ースはほ とん どなく、社会福祉協議会 の活動 と関わりの強い共同募金活動 も町内会の取 り組

みに多 くを依存 して いるのが現状である。社会福祉協議会が在宅福祉に関するサ ービスに取 り組むこ

とになれば、町内会の協力が不可決 とな らざるをえないのである。 しか もモデル地 区事業 としてだけ

でな く行政区全体 に面的な広が りをもたせ るサービスを図ることになれば、町 内会への期待はますま

す大きな ものにならざるをえない。
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こうした福祉問題 と直接 ・間接に関わる 「住みよいまちづ くり」という住民参加の理念にもとず く、

地域福祉の充実 ・増進 とい う共同 目標をあたえ られた今 日、町内会活動 の展開が、 どのよ うな取 り組

みとして活動が開始 されているのか、そ して どの ような問題を抱えているのかを以下 の3市 の連合町

内会の活動事例を通 して考察することにする。

事例1釧 路市連合町内会

釧路市の連合町内会 は、昭和40年7月13日 に結成され、現在、427町 会 で組織されており、全体で

約7万 世帯(人[]:約22万 人)の うち5万6千 帯が加入 して いる。町内会の加入率 は75%で あ り、面

積的には90%が 加 入 している。(7)

町 内会 と行政の関係 について、他市 との比較 の上でユニ ークな点は、市の広報紙を町内会ルー トを

用いずに配付 していることである。月2回 の広報は新聞に折 り込みの扱いで全戸 に配付 されて おり、

新聞を とっていない世帯、約200世 帯 へは郵送配付がな されている。

新聞折 り込み手数料は1部2円 で ある。広報紙の配付を他市町村のように町内会にまかせていない

のは、市の担 当者によれば、広報がす ぐ住民の手に渡 らない、 あるいは時期が遅れ ることや、実際は

町内会の仕事 として班 ごとに配付 されていて も広報 の配付手数料が市 から町内会 に支払われる場合、

町内会 という団体 にではなく特定の個人宛てに支払 われるために私物化 されて しまい、町内会財源 と

しては利用 されていないケースがあるのではないか、 という点を指摘 している。

連合町内会 は一世帯年間40円 の会費 によって運営 されているが、そのほか連合町内会の活動に対 し

ては、市か らの補助金270万 円、会費、チ ュー リップの球根 の販売代金 など合 わせ て600万 円 の予算

である。連合町内会の下に36の 地区連合町内会があり、その下 にさらに単位町 内会427が 組織 されて

いる。三役会は無報酬で月に1回 開かれている。年に1回 の総会、隔月で36地 区連合町内会の理事会

が開かれ、町内会役員 に対す る研修会は年1回 、婦人部研修会は年1回 開かれている。

また専門部会 も設置 されている。 それ らは総務、組織部、広報部、防火 ・防犯部、交通安全部、保

健衛生 ・環境整備部、青少年部、民生部、婦人部等である。事務局は市の広聴広報係のなかにあり、

単位町内会か らの相談 もここで受けっけて いる。

ところで、町 内会はいわゆる親睦団体 としての機能を果 たすだけでな く、福祉分野へ人的資源が動

員 されてきている。釧路市にガンセンターが設置 され ることに伴 い、健康推進員制度が婦人部を中心

とした取 り組みのなかで、昭和60年4月 か ら発足 している。またこのガ ンセ ンターについては、約

1,000万 円の寄付が町内会から集められた。

町内会 の基本的な組織 目標 は、規約によれば 「住みよい地域社会を造 り、地域住民の福祉を増進す

ること」 とな っている。
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町内会連合会の会則によれば、その事業内容は関係諸機関 に対する陳情 ・請願、伝統的な防火 ・防

犯 、交通事故防止、緑化推進、保健衛生意識 の向上に関す る事業な どがあげ られ る。 この外、新生活

運動の普及啓蒙が重視 されているのは道東地域の特 色であろう。

事例2函 館市の町内会と地域福祉活動

函館市は人 口約32万 人、世帯数は約12万 である。注目すべきことは社会福祉協議会 と町内会の組織

上の関係である。昭和26年6月 に函館市社会福祉協議会が設立 された。この とき狭義の社会福祉に限

定せす、保健衛生その他広 く住民生活の全般 に及ぶ ものとすること、住民を基礎 とした組織 とするた

め、各町単位 に地区組織を設け ることとした。昭和30年3月 に地区の社会福祉協議会を町会(町 内会)

に改組する方針 を決定 している。(8)

153町 内会があるが、146町 会 が組織 されており、未加入世帯は2,800世 帯 に留 まる。

町会の連合会組織(町 連)の 歴史は昭和37年 に始 まり、当時84町 会が組織 された。 昭和44年 には世

帯割で40円 、組織割で3,000円 の補助金収入が市か ら支出 されて1、・る。 また201世 帯以上 は約90,000

円 となる。連町事務局は3人 体制で、1人 は亀田支所 に配置されている。 町会費 についてみ ると、世

帯当たり250～300円 が約半数を占めて いる。但 し、250円 以 下 も約 半数あるわけであるか ら無視で

きない。

町会連合会の下に13の 方面協議会が下部単位を構成 しており、また約3,000世 帯 毎に1名 の割合で

理 事が選 出されてお り、現在37人 の理事によって毎月7日 に理事会を開催 している。

町会の組織 にっいてみると、町会 の下に部あるいは区があり、班が末端組織 にな っている。各班は

・ド均50世 帯を標準と している
。

広報紙は 「住みよい社会」とい う名称で、現在64号 まで発行 されて いろが、田]会連合会 と社会福祉

協議会の合同紙であることがユニークな点であるn

ここで昭和60年 度の取 り組みについて取 り上げておきたい。10 ,月15日に発行 され たパ ンフレッ トが

ある。 これは社会福祉協議会、町会連合会、民生委員協議会連合会の3会 長が共同で呼びかける形式

を とっている。 内容は社会福祉協議会 の活動内容を紹介するとともに高齢者 の実態を図表 に示 して以

下 の2点 について協力要請を行 なっている。

①会員制度:こ れは社会福祉協議会 の会員 として全世帯が加入す ることを求めている。年額1口

300円 と して、町会や全市の福祉を高めるための事業を進 めるための ものである。

これは昭和61年 度か らの実施を予定 している。

②福祉委員制度:約50世 帯 に1名 、全市合計2,000名 を配置 し、町会や民生委員、社会福祉協議会

と連絡を取 り合 い、地元 の福祉活動を進めるもの としている。具体的には婦人部 のスタ ッフを中心に
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研修な どを実施 し、高齢者世帯に対する援助を担 当す ることを狙 いとしている。これは町会長 と社会

福祉協議会長 の連名で委嘱す ることにな っている。

事例3岩 見沢市町会連合会

岩 見沢市は道央圏の農業地帯を背景 とす る空知地域 の中心都市であり、昭和60年3月 現在 の人口は

83,712人 、世帯数は29,010で あ る。

町会は理事が60名 で、常任幹事会が設置 されている。岩見沢市の町内会組織は、市街地区を町会連

合会(単 位町内会134)、 農 業地区を町内連絡協議会(単 位町会13)が2つ に分 かれて組織 されてい

る。 また町会連合会 の下に173町 会 を20地 区 の組織にまとめた地区連絡協議会があり、そ して末端 に

単位町内会が位置づけ られている。連合会 の副会長は8人 制で、8部 会の会長 となるよ うになってい

る。

町会の事業についてふれ るならば、青少年の健全育成活動 と地域福祉活動を今 日的課題 として位置

づけている。町連は昭和59年 に青少年問題対策委員会を組織 して、教育委員会や校長 ・教頭会、民生

児章委員協議会 との意見の交換を行な っている。 また町会設立20年 目を迎 えた昭和60年 度の事業の中

で、 「よ りよい住民活動Jを 目指 した住民 自治研究活動委員会の報告がまとめられてお り、全体20名

の委員会 のなかで、 さらに10名 が 「まとめ委員会 」を構成 し、1回 の検討会 に平均4時 間ほ どかけて

集約 している。この研究委員会 の活動は、 自主活動の実践を通 して、より豊かで住みよい地域を創造

するとともに、理想的な住民 自治活動 と郷土岩見沢 の発展 に寄 与することを 目的と して取 り組 まれて

いろ。 問題を明 らかにするために全町会の会長を対象 として、アンケー ト調査を依頼 し、課題 の整理

を行 なっている。 アンケ ー トは全131町 会 のうち105町 会 が回答 しており、回収率は80.1%と な って

いる。委員会の発足は昭和58年 春に町連常任幹事会において設置 され、互選により委員20名 を選出 し、

5つ のグル ー一プに分かれて作業に取 り組んでいる。昭和59年11月28日 に1ま とめ委員会」を設置 して

作業 に入 っている。

そ して町会が福祉活動へのりだす動機 として、 「ま とめ委員会 」の資料では、 「町会活動 の大事な

使命は温かい思いや りの心を土台 とし、よい地域社会を 目指す ことにあることから、弱 い立場の人 々

に温かい手を差 しのべるということは、社協 との関係 のあるな しに抱 らず町会 としては当然取 り組ん

でゆかなければならない課題」 として いる。町会 の規模にっいては、131町 会 の内100～200世 帯 の

構成を とっているのは59町 会、50世 帯 以下で構成 されて いる町会 は42町 会 となっている。 この点 に関

してe町 会の活動を支 えるための適正規模 との関連か ら、統合を進めようとする提案 も考えられてい

る。

ところで町会の地域福祉に関す る取 り組みの前史は、昭和42年 の住民参加 の呼 びかけか ら始ま って
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いる。昭和45年 には法人格を取得 し、民生委員 とのタイア ップが図 られ、町会区分による民生委員の

担 当配分が設置 された。 昭和49年 には民生委員の推薦委員会(14名)が 組織 されて、町会長が複数の

推薦を出 して協議する手続 きを取 るようにな った。昭和50年 には町連が主催 して地域福祉懇談会が開

かれ、ボランテ ィア活動推進協議会 も発足 させている。この流れに添 って昭和52年 から在宅援護活動

モデル地区の設定を行ない、2地 区を2ケ 年指定 した。昭和56年 には在宅福祉サー ビス特別推進地区

を指定 し、アンケ ー トを実施 し、マ ップを作成 し、地域での 自主性を育てる取 り組みを行 なっている。

現在、町会連合会ではボ ランテ ィアを募集 し、町会毎にボランテ ィアの組織化 を図 っている。例えば、

その内容は屋外作業、用た し、付 き添 い介護、家事、選択、安否の確認等が考えられている.

IV結 語

町内会 ・自治会につ いては、そ の伝統的保守的な性格 とは対照的に、どちらか といえは革新 自治体

の市民参加運動の取 り組みのなかで活性化が課題 となり、様 々な組織化が進め られて きたといえる。

このことは、 自治体が町内会 自治会の保守性を問題にすることだけでな く、む しろ自治組織の基礎 と

しての位置づけを重視 して いたといえる。

他府県 と北海道の町内会 における福祉問題に対する関わり方 の相違 について整理 しておく。府県の

伝統的な社会基盤のあるところでは、町内会は実質的に社会福祉協議会の顔 として、む しろ社協を利

用する立場 にあるといえるが、北海道 の場合は社会福祉協議会が町内会の事務局を早 くに抱え込んだ

結 果 として、町 内会連合会な どの研修会には必ず福祉関係者による講演や各種 の問題提起が出されて

きた。また北海道では町内会 の歴史的基盤 について、府県 よりも住民 の定住性が低か ったことか ら、

町内会そのものの存在が住民 に強 い拘束力を もった規範を形成することが少な く、ために相対的に社

会福祉協議会の優位を許容 して来 たといえる。 しか も社会福祉協議会の役員 は地域の有力者 によって

占め られることが一般的であったことが、社会福祉協議会の町内会に対する地位を安定 させた といえ

るだろう。

さらには網羅的組織 の性格を もっ町内会は、他か ら働きかけ られ ることによって(例 えば神社や祭、

行政の下請け事務、あるいは赤い羽根募金活動等)、 その機能を複合的にさせ られてきたといえるが、

こうした他か らの働きかけの問題 にっ いて比較的合意 されやすい ものに 「住民の福祉向上」という統

一理念があったとい うことで あろ う
。錦 の御旗 としての福祉 の充実は、町内会活動にそれほど抵抗な

く受け入れ られる側面を有 しているといえる。

そこで、一つの問題は、福祉問題における公私関係が明確 な議論な しに事業体 として の社会福祉協

議会の活動 のなかで町内会が取 り込まれ ることは、町 内会の集団的性格 と同時 に今後の地域福祉のあ

り方についての原則を問わざるをえない状況を招 いているものと考 える。

・:



こうした道内3市 の町内会活動にみ られ る福祉への取 り組みは、町内会活動の新 しいオ リエンテ イ

ーシ ョンとな っている。3市 以外の事例をあげるならば、例えば栗沢町の場合、身体障害者総合福祉

施設が設置 されることになったのを契機 として、町内連合会が雪かきの援助活動 に取 り組む ようにな

った。(こ の町は農協の中に町内会の事務局があることで もユニークさが認め られる。)ま た名寄市

の西町町内会ではアカシア大学事業に取 り組 んでお り、生涯学習社会に前提を置 いた勉強会が実施 さ

れている。(9)これ などは社会教育分野 の活動 と して評価 しうるであろう。道町連の 「住 みよいまちづ

くりモデル地区指定事業」のなかでは、 ノーマライゼ ーシ ョン理念 に基づ く福祉教育の取 り組みが重

視されている。

いま一つ町内会が福祉問題 に向っている要因は、共同募金活動にある。従来活動 の中心 とな ってい

た町内会に対 し、共同募金 の配分を町 内会活動に還元配分すべ きものとする主張がな され、共同募金

会 の町内会 の事業費に対する補助内容が福祉分野のサ ービスの充実 に向か ってきたのである。 したが

って、町内会 の福祉活動は共同募金会が示す財政的援助の内容か ら町内会が選択 した結果 として も促

進 され る基盤を与えられているのである。

「回覧板町内会からの脱皮」が唱 えられている今 日、町内会の活動が 「住みよいまちづ くり」へ と

向かっていることは、確かに中村八郎氏の言う 「既成組織 の換骨奪胎」 というべ きものである。 ただ

町内会組織を社会学的に取 り上げるとするな らば、 これまでみてきたように福祉問題のなかに占める

町内会の位置 は益 々高まるものといえ、町内会を核 とす る福祉文化 の醸成が果た して戦前回帰型 の集

団主義の温床となるのか、あるいはいわゆる個人主義 に根 ざした コミュニテ ィとなるのか、地域福祉

活動への取 り組みを契機 として町内会は公私問題 に鋭 くかかわりなが ら、いま大 きな転期を迎 えてい

るので ある。
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(1) 倉田和四生(1985年)『 都市 コ ミュニテ ィ論 』 法律文化社

東北社会学研究会(1983)『 社会学研究 』46一 とくに斉藤吉雄、高橋勇悦 の論文

奥田道大(1983年)「 都市 コミュニテ ィの理論 』東京大学出版会
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伊藤善市他編著(1975年)「 住民参加 と自治 の革新 』 学陽書房

中村八郎(1973年)『 都市 コ ミュニテ ィの社会学 』 有斐閣

安田三郎(1973年)「 町内会について」 『現代社会学 』第4巻 第1号

松原治郎編集 ・解説(1973年)「 コ ミュニテ ィ」1,現 代のエスプ リ』68

奥 田道大編集 ・解説(1973年)「 現代都市論」 『現代 のエスプ リ』77

国民生活 センタ…編(1975年)「 現代 日本のコミュニテ ィ』 川島書店

岩波講座 現代都市政策II(1973年)「 市民参加 』 岩波書店

(21中 村 八郎(1973年)こ のほか、機能が未分化なこと、旧中間層支配の保守的伝統的温存基盤 とし

ている。

(3)全 国 社会福祉協議会Jr社 協情報 」.%109こ の なかで昭和61年 度厚生省概算要求に関 して家庭奉

仕員の増員、福祉活動専門員の増員などを始めとする地域福祉、在宅福祉への政策転換を強調 し

ている。

(4>民 生 委員活動 のあり方について も昭和40年 代後半の民生委員の大会でそれ まで の福祉対象者を中

心 とした援助活動か ら地域福祉 の向上へと活動の を広げてきた経緯を もっている。

(5/こ の点 について、同様 な問題関心で取 り組んでいるものに倉田和四生(1985年)の 「都市の地域

住民組織 とコミュニテ ィの構造 」があげ られる。社会的分化の理論を うけて、住民組織 の機能 の

包括性と単一性の軸を用 いて、町内会を伝統性を代表するものと し、他 方、社会福祉協議会を近

代性 として位置づけている。 ただ し、両者はモデル として異な る位置づ けになろか、後者の社会

福祉協議会が伝統 性の枠を超えていない点を強調す る視点に立つもので あり、町内会活動 の変化

要因 として社会福祉協議会 の活動を捉 えてはいない。
ρ

(6)こ れは昭和58年10月 か ら全国で初めて スタ ー トしたもので、町内会の会員が①居住市町村内で事

故にあったとき②町内会主催の行事での事故③町内会活動(会 費の徴収、会議、研修会参加中な

ど)に 従事 している間の事故の際に傷害見舞金、死亡見舞金などが支給 され る。加入対象は世帯

主を第一 の加入者 としている。会費 は一会員額200円 で ある。

(7)釧 路市連合 町内会(1986年)『 連町20年 の歩み 』

(8)函 館市町会連合会(1982年)「 町連 のあゆみ 』

(9)美 土路=達雄(1983年)「 道北 における地域振興 と住民組織 としての部落会、町内会、 自治会」

(道 北地域研究所年報)『 地域 と住民 』11～45頁

く付 記〉

本研究にあた っては調査地区の関係者 の方 々に大変お世話 にな った。 ここに厚 くお礼 申し上げる次

第で ある。 なお、 この課題については継続 して調査を続け別稿にてまとめる予定である。
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第5章 構造不況 と都市社 会の変動

一雇 用 問題 を 中心 と して 一

大 山 信 義

1.構 造 不 況 と 特 定 不 況 地 域 の 類 型

本節では、1970年 代 の中半を画期に顕在化 した経済の構造不況が、都市社会 に及ぼ した影響につい

て分析す る。分析 の対象は、中央政府(通 産省)の 「特定不況地域施行令 」(1978年11月17日 公 布)

の適用を前提 に指定 された北海道内の都市である。最初 に、 「特定不況地域」の定義 と類型 につ いて

考察する。

「特定不況地域施行令」は 「特定不況業種 」に相当する中小企業にたい し、雇用対策 ・緊急融資 ・

事業転換融資 ・設備近代化資金等 の返済猶予 ・信用保険制度 および税制上の特別措置な どを与えるも

ので、全国で30地 域(33市 町)が その適用を受けている。その うち北海道では、7地 域が 「特定不況

地域」 として指定 された。

ここで 「特定不況業種」というのは、合板製造業 ・200カ イ リ不況の漁業 ・同関連水産加工業 ・製

鉄業 ・造船業 ・合成繊維製造業など9業 種を指 している。北海道内の指定地域 は、これ らの業種の う

ち漁業 ・水産加工業および造船 ・製鉄業 の構造不況により指定を受けた。通産省および中小企業庁 に

よるその指定規準は、以下のとおりである。

1)地 域の中核企業の出荷額 が、当該地域 の年間工業 出荷額の3分 の1以 上を占めていること。

2)中 核企業(事 業所)の 閉鎖 ・縮小により、関連 中小企業への発注額や購入額が大幅 に減少 して

いること。

3)関 連中小 企業の生産額 ・販売額 ・従業者数が大幅に減少 していること。

4)こ れによって失 業者が発生 し、当該地域の常用求職倍率が全国平均の1.5倍 以上であること。

これらの規準は 「特定不況地域」のほか に、 「特定不況地域関連市町村 」にたい しても適用 された。

同関連市町村に該当す るのは全国で71市 町村、 うち北海道は9市 町である。 これ らの市町村 は、 「特

定不況地域」の中核企業 と直接取引のある中小企業が2社 以上あることを指定要件 としている。 した

がって、構造不況 にともな う地域指定 は、中核企業の経済活動によって存立 の基盤を保 ってきた地場

中小企業間の共同の受益圏にたい して向け られているということができる。 いま、北海道 内の特定不

況地域 およびその関連市町村を不況業種の性格によって類型化するな らば、重工業不況型地域と水産

不況型地域 とに2分 される。 さらに前者は、造船不況型 と鉄鋼 ・造船不況型 とに分かれる。 これ らの

類型に該当する市町村 は、表1に 示すとお りである。
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表1北 海道における特定不況地域の類型

地 域 類 型

重工業不況
型 地 域

造船不況型

鉄鋼 ・造船

不 況 型

水 産 不 況 型 地 域

特定不況地域

函館市

室蘭市

釧路市

網走市

稚内市

根室市

後志管内小平町

関 連 市 町 村

渡島管内上磯町

登別市 伊達市

胆振管内白老町

宗谷管内東利尻町

根室管内別海町

小樽市

後志管内余市町 岩内町

この うち、重工業不況型の函館市 ・室蘭市およびその関連市町村 は、 「特定 不況地域法施行令 」が

成立する以前の1978年8月 末 までに、行政措置 としてすで に指定 されていた ものである。函館市 と室

蘭市の該当企業は、 「資本金1億 円以上、常雇従業員300人 以 下の中小企業」とい う基準が適用され

ている。 これにたい して水産不況型地域の5地 域は、いわゆる 「企業城 下町」の形を とらない北洋漁

業基地 として救済対象に加え られた ものである。後者はすべて、200カ イ リ時代に入 り、大幅減船、

原魚不足 による水産加工場の操業短縮 ・閉鎖を余儀な くされた企業が立地 している。

北海道 における 「特定不況地域」のうち、函館市 ・室蘭市 ・釧路市 ・網走市 ・稚内市 ・根室市の6

市は、本研究 における停滞型 ないし衰退型の都市 として位置づけることができる。 これ ら6市 におけ

る1960年 か ら ・:1年までの人 口趨勢をみると(表2、 参照)、 水産不況型地域 に属す る網走市 ・稚内

市 ・根室市 は明 らかに停滞 している。鉄鋼 ・造船不況型地域 の室蘭市では、1970年 を境 に市 内人 口は

減少傾向にある。 これにたい して函館市と釧路市の総人 口は増加傾向にあるが、発展型都市である札

幌市や苫小牧市 と比較す るとその伸び率は小 さい。函館市 と釧路市は人 口の漸増傾向に もかかわ らず、

雇用状況や経済的結節機関の動向において構造不況の影響が顕著であり、総体的に停滞型都市の性格

を示 していると言 えよ う。
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表2都 市類型別の人ロ趨勢(1960・'1年)

(単 位:人)

特

定

不

況

地

域

〈

都

市

〉

造
船
不
況

型

都

市

水

産

不

況

型

都

市

発

展

型

都

市

函 館 市

指 数

室 蘭 市

指 数

釧 路 市

指 数

網 走 市

指 数

稚 内 市

指 数

根 室 市

指 数

札 幌 市

指 数

苫小牧市

指 数

1960

271,163

100

145,679

100

150,624

100

44,052

100

51,113

100

42,740

100

523,839

100

62,384

100

1965

281,029

104

161,252

111

174,150

116

44,195

100

51,539

101

45,149

106

794,908

152

81,812

131

1970

292,286

1:

162,059

111

191,984

127

43,940

99

54,493

107

45,381

106

1,010,123

193

101,573

163

1975

307,453

113

158,715

109

206,840

137

43,825

99

55,464

109

45,817

107

1,240,613

237

132,477

212

1980

320,154

118

150,142

103

214,694

142

44,777

102

53,471

105

42,880

100

1,401>757

268

151,967

244

(資 料 国勢調査)

2.特 定 不 況 地 域(都 市)の 変 動

構造不況 によ る都市社会の変動特性を明示 しうる指標 として、表2の 人口数のほかに、1)事 業所

数2)工 業出荷額3)製 造業就業者数4)小 売業販売額5)課 税対象所得額 が考えられる。

これ らの5指 標 のうち1)～4)は 、 都市 における経済的結節機関の動向にかかわる指標で あり、5)

は市民福祉水準の1指 標 として位置づけることができる。本項では水産不況型地域を除外 し、これ ら

5指 標を用いて重工業不況都市である函館市 および室蘭市の変動特性を分析す る。変動特性の分析に

あたっては、発展型都市である札幌市 および苫小牧市 との比較をおこな う。

これ らの4都 市については、表3の ような類型化が可能である。函館市 と札幌市は消費都市、室蘭

市と苫小牧市 は工業都市 として性格づけられる。 おな じ不況型都市で も、消費都市であるか工業都市

であるかによって、変動特性が異 なると考えられる。

表3対 象都市の類型

不 況 型

発 展 型

消 費 都 市

函 館 市

札 幌 市

工 業 都 市

室 蘭 市

苫小牧市
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1)事 業 所数

本項で比較する4都 市の事業所総数の変化は、図1に 示す ように重工業不況型の函館市 ・室蘭市の

増加率は緩慢 である。 この傾向は発展型都市の札幌市 ・苫小牧市と比較す ると明 らかで、1966年 か ら

1981年 までの15年 間 で札幌市 と苫小牧市の事業所数の増加率がそれぞれ130%、145%で あ るのにた

い し、函館市では53%、 室 蘭市では50%に と どまっている。

1973年 の第1次 石油危機を契機 とす る構造不況の影響 は、事業所総数の うちの製造業事業所数の推

移に も現れている(表4、 参照)。 工業都市である室蘭市 と苫小牧市 との比較では、1960年 か ら1981

年 の次系列 において、後者がほぼ4倍 の増加であ る。また、消費都市である函館市 と札幌市 とを比較

すると、前者の停滞傾向は顕著で あり、減少傾向にある点に注意 したい。

2)工 業 出荷額

工業出荷額に関 しては、室蘭市 と苫小牧市 との工業都市間 の比較では、変動幅が とくに大きい。室

蘭市では1970年 代 後半以降 の造船 ・鉄鋼業の不況 によって工業出荷額 の上昇幅が鈍化 し、1978年 には

後退 に転 じた(図2、 参 照)。

消費都市の函館市 と札幌市では、工業出荷額 の伸び率 じたいは工業都市 には及ばないが、1980年 以

降 は発展型の札幌市 のほ うが停滞型 の函館市を うわまわる増加率を示 している。

3)製 造業就業者数

停滞型都市 の変動特性を示す1指 標 として、1960年 か ら1980年 までの製造業就業者数 の変化をみる

と、函館市 と室蘭市では1970年 を画期 として減少傾向が続 いている(図3、 参 照)。 とくに1975年 か

ら1980年 までの5年 間に、 これ ら2都 市の製造業就業者は ともに約20%の 減 少を示 した。

この5年 間には札幌市 と苫小牧市で も製造業就業者数が漸減 しているがr減 少率はそれぞれ1 .8%、

8.2%に と どまっている。

4)小 売業年間販売額

構造不況の影響は、各都市 における消費行動の面 にも及んでいると考えられ る。その1指 標 として

1970年 か ら1982年 までの都市別小売業年間販売額 をみると、発展型 の札幌市と苫小牧市では1970年 を

100と す る指数で500以 上 の増加率を示 した(図5、 参照)。 不況型の函館市 ・室蘭市で も総体的に

増加傾向にあるが、発展型都市の増加率 には及ばない。

これ ら都市間の変動格差 は、消費都市間 ・工業 都市間 において顕著であると言 えよう。図5で 明 ら

かなように、札幌市 と函館市、苫小牧市 と室蘭市 とでは年間販売額の増加率 におおきな格差が認め ら

れる。

一74一

擁垂
」

誘



一

5)課 税 対象所得額

都市住民 の消費水準を示す指標 として、課税対象所得額 の推移を図5に 掲げ る。 この指標について

は、 いずれの都市 も1970年 か ら1980年 までの20年 間 に増加 している。 しか し、同指標 について も、停

滞型都市の伸び率は発展型都市を下回 り、消費水準の上昇が押 さえ られて いることが知 られる(図5、

参照)。

指数
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ρ 一◎

!!● 一
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M!ゴ_0!
ノ ノ ノノ ノ 　 ロ

/y二_一 ノ ー 一 一一 』.
/ノ/一

苫 小 牧 市(7,852)

札 幌 市(74,226)

函 館 市(18,527)

室 蘭 市(7,635)

196619691972197519781981

図1都 市別事業所総数の変化(1966-1981年)

増加率は1966年=100と す る指数、括弧 内は

1981年 の都市別事業所総数

(資 料:事 業所統計)

表4都 市別製造業事業所数の変化(1960-1981年)

函 館 市

指 数

室 蘭 市

指 数

札 幌 市

指 数

苫小牧市

指 数

1960

1,020

100

2U6

100

1,682

100

91

100

1969

1,075

105

256

124

2,659

158

230

253

1978

1,067

105

284

138

3,345

199

287

315

1981

1,009

99

258

125

2,845

169

365

401

i

(資 料:事 業所統計)
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増加率は1972-100と す る指数

(資 料:工 業統計)
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図3都 市別製造業就業者数の変化(1960-1980年)

増加率は1960年 一100と す る指数

(資 料 二国勢調査)

一76一



一

指数

500

400

300

f

/

札幌市

苫小牧市

函館市

200

100

'

ノ ニ//

ノ髪!多/

/
室蘭市

1970 1974 1978 1982

図4都 市別小売業年間販売額 の変化(1970--1982年)

増加率は1970年 一100と す る指数

(資 料:商 業統計)
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図5 都 市別課税対象所得額の変化(1972-1980年)

増加率は1970年 一100と す る指数

(資 料:市 町村税状況調査)
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3.造 船 不 況 と 都 市 の 雇 用 問 題

以上 において、事業所数 ・工業出荷額 ・製造業就業者数 ・小売業販売額 ・課税対象所得額 のいずれ

をみて も、造船不況型都市の停滞傾向は明 らかである。 そこで本項では、函館 ドック函館造船所とそ

の開連企業が立地する函館市 に事例を求め、造船業 の構造不況が都市の内部構造に与えた影響にっい

て、雇用問題を中心に考察す る。

1)造 船不況 ・企業合理化 と地域社会

日本の造船 業は、戦後の造船業の頂点であった1974年 を画期に、近代造船業の勃興期か ら数えて3

度 目の不況期 に遭遇 したn「 特定不況地域 」の指定 を受けた函館市では、函館 ドック函館造船所が、

造船業の激 しい受注競争 と為替円高差指によって経営の悪化 と従業者の大幅な削減を強いられた。そ

の影響 によって、同造船所の関連企業の合理化や倒産が避けがたく、同市は造船離職者の深刻な再雇

用問題 に直面 した。 その主要な動向は、 図6に 示すとおりである。

石油危機を契機

とする造船不況
→
受注競争の激化

為替差損による

経営の悪化

企業合理化

1
1fl

函館 ドック函館

造船所の人員削減

↓

下請企業の合理化
・倒産

一一〉
函館市の地域経済
の停滞化

一→

↓

再雇用問題
の顕在化

図6構 造不況 と都市社会変動 との関連

この動向のなかで とくに注 目すべきことは、函館 ドック函館造船所(以 下、 「函館 ドック」と略)

における大幅な人員削減である。 「第1次 合理化」といわれる1977年 末 から78年1月 におこなわれた

希望退職の応募者 は、同社の室蘭造船所をふ くめて504人(う ち函館造船所は394人)、1978年 末 の

第2次 募集 には748人(函 館造船所は652人)、 第3次 か ら第5次(1979年8月)に かけては188人

に達 している。 これ らの総数1,440人 は、1977年10月 末 の総従業員数(3,304人)の43 .6%に 相 当す

る。

造船 不況の影響は、函館 ドックのみな らず、同社の有力下請企業にも及 んだ(表5、 参照)。 また、

函館 ドックに関連す る下請工などの協力工 は、 ピーク時の1,641人 か ら244人(1980年10月 現 在)に

激減 した。

函館 ドックを中心 とした函館市 の造船関連離職者数は、1983年 までに1,972人 に達する。漁業 ・水
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産業関係を除 く 「特定不況業種」の事業所の離職者はほかに226人 を数え、同市 の 「特定不況業種」

の関連離職者 は2,198人 となる。いま、造船離職者 に限 って1976年 後 半か ら1980年 までの離職者数 の

推移をみると、函館 ドックの合理化がいか におおきか ったかが知 られ る(図6、 参照)。

函館市 は、造船業の構造不況が顕在化す る以前から地域経済 の停滞 現象が存在 していた。加えて、

第2次 産業の集積が少ない同市では、高度経済成長期ですら有効求人倍率 の低 い地域で あった。 ちな

みに、函館 ドックの第1次 希望退職者募集があった1977年 度 の同地域 の有効求人倍率 は、全国平均の

0.52に た い して0.15と い う低水準で ある。

このよ うに函館市では、地域経済の面の基盤が脆弱であったため、構造不況の影響 はなによりも雇

用面において顕在化 した。以下では、その雇用問題とくに造船離職者 の再雇用問題にっいて解明す る。

表5倒 産 した函館 ドック有 力下請企業

企 業 名

日 函 機 機

日 魯 造 船

田辺鉄 工所

函 館 工 機

函館鉄工造機

協 同 組 合

倒 産年 月

1977.3

1977.8

1980.9

1980.10

1981.1

資 本 金

800万 円

1億 円

1,000万 円

2,600万 円

従 業 員 数

55人

429人

140人

(8社)

備 考

造船機械部門

会社更生法により再建

甲板機械部門

造船臓装、プレスサ ッシ

(下 請会社の協同組合)

(倒 産 企 業 と して 、 ほ か に 大 幸 機 動 〔1977.7〕 、 高 橋 船 舶 工 業C1980.3〕 が あ る)

(人)

700

600

500

400

300

200

100

0

函館 ドック

第1次 希望退職

第2次 希望退職

1977.1278.6 78.1279.6 79.1280.6 80.12

図7函 館市における造船離職者数の推移(函 館公共職業安定所調べ)
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2)離 職 者の再雇用問題 と地域社会

造船臨職者の再雇用 に関する最大 の問題点は、おおむね2点 に帰着する。第1は 管内の有効求人倍

率が低水準で、客観的な雇用状況が厳 しかったこと、第2は 離職者の地元志向が強 く、再就職のため

の主体的条件が狭められていたことである。

第1の 点 に関 してみれば、函館 ドックの第1次 希望退職募集前の1976年 度 の管内有効求人倍率は

0.19(全 国平均は0.64)、 以 下、1977年 度 は0.15(全 国0 .52)、78年 度 は0.21(全 国0.57)、79年 度

はo.ly(全 国0.74)で あ った(函 館公共職業安定所調べ)。 このような域内雇用状況 のなかで、1983

年5月 現在 における同市の特定不況業種離職者の再就職率は59.6%で あ り、そのうち函館 ドック離職

者の再就職率は65.0%、 同下請関連企業離i職者は511%で あ る(表6、 参照)。 これらの再就職者の

うち、1年 以内で就業できた人 は25%に とどまる。

管内における有効求人倍率の絶対的低 さは、年令構成の高い造船離職者のばあいはより深刻な事態

となる。函館 ドックの離i職者についてみると、希望退職応募者の4割 が50歳 代 以上であり、 とくに第

1次 希望退職者のばあいには64%が50歳 代 以上を占めて いる。 これ らの中高年令層 においては希望賃

金水準が高 く、多 くの退職者 の技術経験が熟練型 の単能工で一般 の中小企業やサービス業への職業的

転換が困難で あることか ら、雇用条件はい っそ う狭小で あったといえよう。 しか しなが ら最終的には、

職業訓練による他業種への転換や低賃金 ・不安定な職場の受容によって、約60%の 再雇用率を達成 し

た。 ちなみに、函館 ドックの第1次 希望退職者 のうち、職業訓練所を終 了 した離職者の希望賃金水準

は18万 円であ ったのにたい し、再就職者の実際の平均取得賃金は10万 円前後にととまっている(池 畠

恵治 「函館 の造船離職者はいま … 急回復 した造船業 の裏側」 「エコノ ミス ト』1981年2月17日 号
、

参照)。

J

表6函 館市における特定不況業種離職者の再就職率

(1983年5月 現在)

造船業離職者

函館 ドック関係

同 下請関係

そ の 他

その他の特定不況

業 種 離 職 者

合 計

求職者 数

1,972

1,173

603

196

226

2,198

就 職者 数

1,194

763

1:

123

115

1,309

再 就職 率

60.5%

65.0

51.1

62.8

50.9

59.6

(資 料:函 館公共職業安定所 『特定不況業種離職者企業別帰趨状況 」)
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第2の 問題は、離職者 の地元志向の強さである。函館市における特定不況業種離職者 の再就職者 の

再就職先を地域別でみ ると、全体で91.3%管 内 に就職 し、それ以外の道内は4.7%で 、 道外就職は

4.0%に す ぎない(表7、 参照)。 函館 ドック関係者 にっ いては他の離職者 よりも管外へ の就職率が

若干高 いとはいえ、基本的には地元志向が圧倒的多数を占めている。

その事情を知る手掛か りと して、函館公共職業安定所がおこなった造船離職者意識調査(1979年11

月 ～12月 実施)が ある。それによると、再就職希望者 の93%は 「地元から移転できな い」と回答 し、

うち60%は 「自宅 があるか ら」 としている(複 数回答)。 さらに 「地元 に仕事があるか ら」(26%)、

「子供 の教育 のため」(15%)、 「病人がいるか ら」(14%)、 「両親を扶養 しているから」(5%)

の順 となっている。

このような地元志向意識 は、造船離職者の再就職の促進を阻害 し、地元企業 ・商店 における低賃金

・臨時雇な どの不安定雇用を受容す る結果 となった。 函館 ドック退職労働者組合が1979年3月 に実施

した離職者追跡調査 によると、再就職者の うち47%は なお職種の転換を希望 していたことか ら、就業

条件 に不満な人が多いことがうかがわれる(「 退職者の現状 と希望 に関す るアンケ ー ト調査集約 」参

照)。

以上のごとく、造船離職者 の再雇用問題 は、函館 とい う地域社会の特性を反映 して、独 自の事態を

もたらしたといえる。

表7特 定不況業種離職者の再就職先

(1983年5月 現在)

造船業離職者

函館 ドック関係

同 下請関係

そ の 他

その他の特定不況

業 種 離 職 者

合 計

就 職 者 数

1,194

763

1:

123

115

1,309

就 職 先 の 地 域

管内(比 率)

1,081(90.5)

671(87.9)

293(95.1)

117(95.1)

114(99.1)

1,195(91.3)

道内(比 率)

61(5.1)

49(6.4)

10(3.2)

2(1.6)

61(4.7)

道外(比 率)

52(=x.4)

43(5.6)

5(1.6)

4(3.3)

1<o.9>

53(4.0)

(資 料 表6に 同 じ)
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第6章 都市 開発 の今 日的課 題 と展 望

笹 森 秀 雄

1.は しが き

1980年 代 は、 「戦後の経済社会 の歩みが大 きな曲り角を迎え る中で、これまで得た実 りを生か/、

なが ら、来るべ き世紀に備 えた基礎を築 くべ き重要な時期である。 」といわれている。

で は、この 「来るべ き世紀に備えた基礎を築 く」 とは 、いったい具体的にどんなことを指 しているの

で あろ うか。

周知のように、第三次全国総合開発計画が策定 されたのは昭和52年11月 の ことであるか 、その後 、

人口増勢 の鈍化、人 口移動の鎮静化、高齢化の急進展 、第二次石油危機の発生 とその後の深刻な不況、

地域経済 の蹟行性 、国民意識の変化 など、各方面で人 と国土をめ ぐって大 きな変化が生 じた。そのため

昭和56年5月 、経済審議会 において長期展望委員会を設置 し、長期的な視点から今後o)我 が国経済社

会 の方 向を展望 し、その中で生 じて くる問題点を指摘するとともに、将来 どのような経済社会の実現 を

k1指 していくべ きかを明 らかにす るための、検討作業を開始 した。 この作業結果は、57年7月 に、{

2000年 の日本シ リーズ」全10巻 、っまり 『2000年 の 日本一国際化、高齢化、成熟化に備えて

一・ 『同一高齢化に対応 した福祉社会の形成一』 『同一良質な国土 ・居住空聞の形成一 一 「同一一活力あ

る産業社会の形成一』 『同一世界経済、多極安定へ の道標 一』 『同一多重的な経済社会 の安全を求めて

一
2『 同一21世 紀 に向けての公 的部門 のあり方一∫ 『同一高齢就業シナ リオの選択 一一,1し同一20年

傍 の国民生活 の予測調査一』 『同 一長期展望 テクニカル ・レポー ト ー』 として公刊 された。

またこれと同時期に、国土審議会 において も調査部会を設置 し、三全総のフオ ロー一一ア ップ作業を行 う

ことになった。 その目的は、三 全総策定後の情勢変化 とその問題点を明らかに し、21世 紀の展望を踏

まえなが ら、定住構想を一層推進す ることにあった。 この作業結果は、前述 のシ リーズに…年 お くれの 、

咋年6月 に、 『定住構想 と地 域の自立的発展』 『地域産義 おこしをめざして』 『地域 の個性を生か した

居住環 境整備 の方向』 『安全で快適な国土創造へ の国土資源 の総合的有効利用,『 重点的 ・効率的な国

土基盤整備』 と して結実 した。

これ ら二種類の報告書 は、正 に 「来 るべき世紀 に備 えた基礎を築 く」ための課題にっいて述べた もの

であって、今回わたくしに与え られた 「都市開発の今 日的課題 と展望」 とい うテーマは、多 くの点で、

この報告書 の内容 と無関係ではない。 否む しろ、将来の北海道、 とくに都市開発の方向を考える際 に、

極めて示唆す る点が多いように思われる。 したがって ここではまず、 これ らの報告書が指摘 している 「

来るべき時代の課題」にっいて瞥見 し、然 る後 に副題を中心 に若干私見を述 べてみたいと思 う。
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2.2つ の 報 告書 に み られ る 「来 た るべ き時 代 の課 題 」 につ い て

二っの報告書は、内容 の細部 の指摘において若干の差はあるが、 しか し基本的問題 にっいての認識、

っまりわが国経済社会が変化 してい く大きな潮流が、国際化の進展、高齢社会の到来、経済社会の成

熟化にあるとする点においては、殆ん ど一致 している。 また、それを踏 まえて の重点課 題の設定にお

いて も、両者 はほぼ等 しい内容 を示 している。 いま上記の諸点につ いて、二つの報告書を比較 してみ

ると、第1表 のよ うになる。二っの委員会から発表 されたシ リーズもの(報 告書)の2巻 以後のもの

は、 いわば 「各論」に当たる もので あって、そ こで はこれ ら重点課題の各 々にっいて更 に詳述 されて

いる。 ここでは紙幅の関係上、その内容を詳 しく紹介することはで きない。 したがって以下 ここでは、

今回のテーマ と特 に関係が あると思 われ る二 つの重点課題、っま り地域 の個性を活か した居住環境整

備の方向(良 質な国土 一居住空間の形成)と 、活力ある産業社会 の形成(地 域産業おこ し)に っいて

のみ、やや詳 しく説明 してお くにとどめる。

(1)地 域 の個 性 を活 か した 居住 環境 整 備

この点にっ いて、二つの報告書は ほぼ次のように述べてい る。

最近、人口の三大都市 圏への集中はほぼ鎮静化 し、地方定住化が進んで いる。 しか もこの定住化は

今後 も続 くものとみられる。 しか し、最近の経済構造の変化に伴い、格差が再び拡大 し、人 口の大都

市集 中の傾向 もやや強まるきざ しがあるので、この点には特に注意す る必要がある。 したが っでまた、

このよ うな情勢 にかんがみ、地方経済の振興を図 るとともに、良好な自然 ・歴史的環境等の適切な保

全を図 りなが ら、大都市圏 における過密問題の解消、及び地方圏における都市化、混住化、生活圏 の

広域化等に対応 した居住環境の整備を進めるとともに、大都市圏 ・地方圏を通 じて、国民 が豊かな居

住環境 の下で安定 した生きがいのある生活を営めるよ う、ゆとりと活力のある地域社会を形成するこ

とは、地域政策の基本的方向で ある。

なお、この施策の推進に当たっては、①地域住民、自治体等の環境改善、産業振興、教育 ・文化 ・

スポ ーツ、福祉ボランティア等、多様な分野で の創造的 ・自主的な地域づ くり活動を積極的に支援す

ること、②高度成長の過程で地域 の没個性が進行 してきたことにかんがみ、地域 の個性 の発掘 ・創 出

を進めること③ 国際化、情報化等が進展する中で、他地域 さらに外国 との人、情報等の相互交流が活

発 に行われ る開かれた地域社会 を形成す ること、の三点が重視 される。

いま、以上 の点を地方圏の整備の場合 にあてはめてみると、更 に次 のような諸点が重要 な課題 とな

る。

まず地方圏においては、経済の活性化 と雇用機会 の充実に努めるとともに、豊かな 自然環境、ゆと

りのある生活空間 といった大都市にない特性を生か して、魅力 ある定住圏を形成 し、人 口の地方定住

化 を促進す ることである。 この場合特に、住民の生活圏 の広域化 に伴 い、定住圏計画 等に基づき、市
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町村の行政区域を超えた総合的対応を強化すること、また、地域住民が都市的便益と田園のゆとりを

ともに享受でき るよう都市と農村の交流を促進することが必要である。

第1表 二 つ の報告 書 にみ られ る主要 課 題 の 大網

部会名

項 目

わが国経済

社会変化の

轍

変化の潮流

に対する政

策目標

重点政策

課 題

経 済 審議 会 部 会 報告 書

国際化

高齢化

経済社会の成熟化

・経済社会の安全確保に従来以上に考慮を払い
、多重的

な安全装置を構築するとともに、国際的な相互依存の

下での安全を追求すること

・ゆとりある開かれた定住社会の実現を目指して
、良質

な国土 ・居住空間の計画的な形成に努め、これを次世

代に引き継いでいくこと

・公的部門の見直しと効率化を行い,経 済社会の変化に

対応 してその役割を適切に果たしていけるようにする

こと

国際化の進展に対 して

・世界経済の再活性化に力を尽 していくこと

・わが国の経済社会を国際的により開かれたものにして

いくこと

・南北問題、食料問題、環境問題といった地球的規模の

諸問題の解決に積極的に貢献していくこと
・高齢化社会の至峡 に備えて

・インフレの防止を重視した経済運営を続けること

・高齢者がその貴重な知識と経験を活かして経済C社 会

活動に参加しやすい社会にすること

・公的年金需渡 を改革するなど効率的で適切な福祉サー

ビスを提供すること

・住みよい居住環境を形成すること

・家庭の役割を適切に位置づけること

・社会経済の或熟に対応 して

・応用技術、改良技術を発展させるのみでなく、個性的

で創造的な技術開発を進めていくとともに、創造的な

人材の養成を行 うこと

・個人、企業の競争的環境を保ち、日本的特徴を持った

企業組織、雇用慣行を原則として維持しつっ、これを

時代の変化に適応 したものとしていくとともに、民間

部門の活力が発揮 しうるような適正な経済政策を実施

すること

・価値観や意識の多様化に対応して
、活発な文化的 ・社

会的活動が可能な環境整備を行い、多面的な自己実現

の機会を提供すること

国 土審 議会 部 会報 告 書

国際化

高齢化

情報化

サ ービス経済化

社会のアノ ミー化
・活力があり

、安全で、快適な地域づ

くりにむけて、地域の自立的発展を

図っていくこと

・産業 ・文化の振興、コミュニティ活

動等の面で地域間競争を展開 し、特

に経済にっいては域内均衡及び域際

均衡の両立を図り、財政に過度に依

存 しない足腰の強し軽済構造をつく

り上げる

・現在進展しっっある都市化のすう勢

に対応 し、都市と農山漁村との調和

を図りつっ、各地域における居住環

境整備、地域間の機能分担、ネ ット

ワーク化を進める

・国土利用の均衡、自然との調和に配

慮 しっっ、国土資源の総合的有効利

用を進める
・国土基盤整備の重点化を進め

、民間

活力の導入等効率的対応を図る

一84一



「 「

次 に地方都市 にっいては、それぞれの都市 の規模 、歴史的文化的背景、 また経済的社会 的特性等

に応 じて、自然的歴史的環境を含 む豊かな生活環境 と高度な機能 ・文化が融合 した個性のある魅力

的な都市づ くりを行 うこ とで ある。また、地方都市 の効外においては低密度の拡散的な市街地が進

む傾向にあるので、各種の土地利用計画制度 の適切な運 用と公共施設の計画的整備によって、 自然

環境、農林業等と調和 した良好な市 街地を形成することが大切である。

地方中枢 ・中核都市 にっいては、人 口、諸機能の集積 が進んでいるため、過密問題の軽減 ・防止

とブロ ック ・県域の中心 としての高次機能の充実を図る必要が ある。 また、これ らの都市 の中には

占い都市構造を残 しているもの もあるので、都市部 の再開発や効外 における新 しい拠点づ くり等に

よって、多核型構造への改編を図 る必要が ある。

なおその他の地方都市にっいては、生活圏の中心 としての機能の充実 と周辺農山漁村 とのアクセ

スの改善を図 るとともに、特に、サービス経済化等 によって県庁所在都市等への人 口、機能の一層

の集中が生ず るおそれがあるのて、県内の2、3順 位の定住圏 中心都市 としての特色ある機能 と魅

力の充実を図る必要がある。

(2)活 力 あ る産 業社 会 の形 成(地 域産 業 お こし)

この点にっいて、二っの報告書はほぼ次のよ うなことを述べている。

既 に指摘 したような社会 ・経済条件の変化は、地域産業 に様 々な影響を及ぼ しているが、 いまそ

の主な ものを列挙す ると、①工業 の地方分散は今後 も引き続 き必要で あるが、 しか し工業立地は安

定成長下 においては、高度成長期の ような伸びを期待で きな くなっている。②地域 におけるサービ

ス産業のウエースが、特に雇用 吸収の面で高 くな るものと考えられ、 したが ってサービス部門の再

配 置、サービス産業の振興が必要となるにいたった。②地方圏の経済は財政 に依存するウエー トが

高 く、今後 とも厳 しさが続 く財政事情 のなかで、その体質強化が求められるようになって きて いる。

④ これか らの経済社会は、生産活動が基本的な課題であったいわば生産重視 の社会か ら、需要重視

の社会へ と移行 してい くものと考え られるので、マ ーケティング等の市場開拓 等に っいて、従来 と

は異なる新 たな対応が必要 となって きている。⑤ 高齢化 、高学歴化、女性の社会進出な ど、今後増

大することが予測 され る労働力供給への質的 ・量的対応 に、新 たな展開が要請され る、 といった点

が指摘 されよう。

以上 の点を踏 まえると、今後 の地域の産業振興を図 って いくためには、これ まで の工 業誘 致 を

中心 とした発想 のみでは十分な対応ができな くなっており、今や、地域の主体性 と創意工夫を軸 と

した、新たな地域産業振興の発想がな されるべきである。 この新 しい地域産業振興 の発想を、ここ

では 「地域産業 おこし」と呼んでいる。 「地域産業おこし」は、地域経済の自立的発展 の基礎を形

成す ることを目指す もので あって、それには、新 たな発想 、新たな手段 によって工業等を誘致す る
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態様(誘 致型)と 、新たに産業を興す場合 も舎め、地元産業の振興を図 る態様(内 発型)と がある。

いずれの態様であって も、その推進を図 るためには、居住環境、都市 開発、交通、文化、福祉、景観、

環境保全等、地域の様 々な問題 と密接に関連す るもので あることにかんがみ、地域社会づ くりの中に

適正 に位置づけて進めてい くことが肝要で ある。

各地域で、地域産業おこ しを推進 していくに際 しては、次の ような5っ の問題分野に取 り組む必要

が ある。(第2表)

第2表 地 域 産 業 お こ し の5つ の 問 題 分 野

①新規開拓の課題分野 一 成長産業分野への跳躍

②地元発掘の課題分野 一 既存産業分野の再設計

⑬就業開発の課題分野 一 全天候型の雇用方策

⑭戦略選択の課題分野 一 地域産業おこし体系づけ

⑤地域経営の課題分野 一 地域経営システムの確立

①新規開拓の課題

マイ クロエ レク トロニークス産業、新素材産業、バ イオインダス トリー等の頭脳集約的な成長産業へ

の期待 は、各地域共通 の ものとな ってお り、これ ら産業の立地に適合 したソフ ト面も含む新 たな産業

基盤 の整備を図ることが必要である。 また、革新的技術 を駆使 して新商品の開発を 目指すベ ンチヤー

ビジネスの育成 も必要である。

⑦地元発掘の課題

地域経済 の活性化を図るためには、地元 に既に根づいている産業を、活力 と発展力 のある産業に再

設計することが大切である。地場産業 にっいては、地元資源を活用 しっっ消費者ニーズに適合 した製

品 の開発、販売マーケテイングカ の強化、地域 ブラン ドの形成等が課題 となる。サー ビス産業 にっい

て は、域 内自給率 の向上や、広域供給型への育成を通 じて移出力の強化が課題となる。 また農林水産

業 については、それ 自体 の生産性向上 とともに、加工や販売 ・サー ビスを結びっけることにより高付

加価値化や複合化を促進することが課題 となる。

③就業開発の課題

地域の労働力 は、人 々の定住意識 の高まり等に伴 って量的に増加す る可能性が ある一方で、高齢化、

高学歴化、女性 の社会的進出や労働 に関す る人 々の価値観の変化などによって質的変ぼ うをみせてい

るQま た、マイクロエレク トロニクスな どの技術革新の進展は、労働環境 に大 きな影響を及ぼす可能
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性がある。 このような労働力需要 と供給 の両面にわた る変化 に対応 しなが ら、短期的な景気変動 にも

長期的な構造変動に も安定的に対応で きるよ うな、 いわば全天候型の就業開発方策を確立 することが

重要 な課題 となる。

④戦略選択の課題

各地域が、今後活発化す るで あろう地域間競争に打ち勝てるだけの競争力を確保す るためには、地域

の現状を把握 し、未来へのビジヨンを持 ち、地域産業おこし方策を体系づけることによ り、取 り組む

べき戦略的方向を 自らが選び とり確立 す ることが肝要であ る。 その際 、各地域はそ の自然的 ・社会 的

特性等を十分に把 握 し、地域 に賦存する諸資源を有効かつ適切に活用す ることや、地域内のコンセンサ

スを形成 することが極めて重要な課題 となる。

⑤地域経営 の課題

地域産業おこしは、情報環境部門 、地域開発部門など多岐にわたる部門 と密接 にかかわつている。

このため、 自治体、企業等各種の主体か ら成る地域を経営的視点で一体的に とらえ、各主体 の有機的

な協力 ・連携を図ることを通 じて、地域全体の努力 ・活動を効果的に結集す ることが肝要 である。

以上 は二っの重点課題 に限っての紹介ではあるが、今後の都市行政ない し都市開発 に当たって示唆

す る点が極めて多いもの と思 う。 しか し等 しく北海道の都市 といっても、札幌市 のように過大化 して

「爆発す る都市」があ る一 方、産炭都市や地方小都市のように爆発 しない都市 がある。 そこでは深刻

の度合や様相 において著 しい差がある。 したが って報告書が指摘 してい る課題 の うちのどれを採用 し

てそれを行政施策 の中心 に据えるかは、現在置かれている各都市の発展段階や性格 によって異なるで

あろう。 しか しいずれの場合において も、以上に紹介 した二っ の報告書には、今後 の都市行政の方向

に大きな影響を与 えるもの と考 える。

私のこの小論は、これ ら二つの報告書が指摘 している内容を大 き く越 える ものではない。 ただここ

では、これ らの労作に学びなが ら、特 に 「地方の時代」 といわれている現在の、そこにおける 「まち

づ くり」の二、三の問題点にっいて、若干私見を述べてみたいと思 う。

3.地 方 の 時代 と北 海道 のま ちづ く り

ここ数年まえから、 「地方の時代」という言葉 が頻繁 に用いられ、またその言葉をめ ぐって、さまざ

まな論議が展開 されている。 そ して最近 では、 「新地方都市時代」といった言葉す ら生まれている。

ところで周知の ようにこの言葉 は、昭和53年 夏 に長州一二神奈川県知事によって、現代社会の問題

を解 くひとつの歴史的キー ・ワー ドと して提唱された もので ある。そ の後、 この言葉の もっ意味内容

は、若干のニ ュア ンスの差を伴いながら、三全総の定住構想や、また国民生活白書、あるいは故 ・大
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平首相 の 「田園都市 国家構想」の中に も現われ、一層強力な形で推進 されてきた。それは明らかに上

か らの方向づけではあったが、 しか しそこには共通 して時代 の変化を示唆す る何かが動いてきた。 そ

れは一 口にいうならば、それ迄 の工業開発一本やりの中央集権政治、っ まり工業主 義と集権主義の時

代に終 わりを告 げ、かわ って地方中心 、地域中心の新 しい時代の幕明けを告 げるものであった。 この

「中央か ら地方へ」 という画期的な思潮の転換 は、同時 に多 くの人 々によって、例 えば 「量か ら質へ 」

「集中か ら分散へ」 「画一 から多様へ」 「集権から分権へ」 「他立(他 律)か ら自立(自 律)へ 」 「

巨大か ら微小へ」 「ハ ー ドか らソフ トへ」そ して 「客体か ら主体へ」 というように、対...的な意味内

容を もっ もの として表示 されて いる。

このようにみて くると、今 日主張 されている 「地方の時代」 という転換の社会的意義は、決定的で

ある。 それは、すでに玉野井芳郎氏等 も指摘 しているよ うに、政 ・官 ・産癒着 にもとつ く国 レベルの

総合的政策決定のあり方 と、巨大科学の無制約 に容認する集中的な工業方式に対する、根本的な問 い

直しにあることがわかる。もしそ うだ とす ると、これ迄の 「中央中心の時代」に代 わる 「地方中心の時

代」は、容易な らざる変革の時代を迎えたことになる。ではこのような変革は、果 たして可能なので あ

ろ うか。

(1)地 方 の時 代～ その 実現 可 能性 を め ぐる問題

さて、 ここに一っの興味 ある調査報告があるので、まずその内容を紹介 しなが ら、この問題にっい

て考えてみたいと思 う○

この調査は、昭和54年 に、東洋大学教授 、都市経営総合研究所長坂 田期雄氏が、全国187人 の

市長を対象 に、地方の時代 とはい ったい何か、今 の地方 の実態は果 たしてどうなのか、そ してほん と

うに地方の時代 の実現を可能にす るには、今後 どんな問題または課題を克服 しなければな らないか、と

いった点を中心 に、現場か らの訴 えと提言とを求 めた もので ある。

それによると、①高度経済成長 の反省の上 にたって、地域の暖かい人間関係を見直す。②住民 意識、

価値感が変化 して、身近 な事柄、地 方の住み よさ、文化 の創造 などに関心が もたれは じめた。③個性

と主体性のある地域づ くりの志向が強 い、といった点で、地方 の時代への主張には賛成である、とす

る意見が大半を しめていた。

しか し他方また、相当数の市長か ら、かな り根本的な疑問が投げかけ られていた。 その主なものを

あげると、①地方 の時代 というのは、これまでの中央集権的な行政が、中心都市の過密化を もた らし、

その悪影響が限界に達 したので、やむな く地方への逃避を考 えざるを得 な くなって出てきた考え方で

はないのか 、②新 しい時代が到来 したよ うに評価 されているが、それは じっは理念や掛 け声だけで、

それを実施する国の具体 的施策 は何 もないではないか、③ とくに地方のすみずみまで支配 している国

庫補助金 にっ いては、中央は これを手離すような気配はまった くな く、あ くまで中央集権体制を維持

..
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してい く姿勢 ・意欲が強 く出ている。④ したがって、中央がい う地方の時代 とい うのは、ポーズ と口

先きだけで あって、ホ ンネはそれへ の指向をかた くなに拒んで いる。 このままで果た して地方の時代

が開けるのか ど うか、はなはだ疑問である、というものであった。

事実これ らの疑問を裏付 けるよ うに、全市長の80%以 上 のかたが、次のよ うな事項の実現を訴え

ている○

①地方の時代 としていま多くの住民 が受 け とめて いるのは、地方分権だけではな く、む しろ中央 に

集中 している雇用の場や教育 ・文化の地方分散である。つま り 「働 く場の創出」である。

②今 日中央が地方をガ ンジガラメに しば り統制 しているのは、国庫補助金で ある。 したがって基本

的には、この国庫補助金の廃止 が最大 の課題である。 しか し、 このような大改革を直 ちに行 うことが

困難だとすれば、当面、最小限の条件 として、国庫補助金による細部への指示 、干渉、関与をやめて

もらいたい。素材は国が提供す るとしても、組み合わせや料理は地方にまかせて もらいたい。

このほか、国 と地方、府県 と市町村 とのあるべき関係にっいて、 まだ多くの訴え と提言がなされて

いるが、 ともあれ以上 に指摘 した問題点は、みな地方 の時代実現 にとっての難問題で ある。私が先に、

中央中心の時代 に代 わる地方中心の時代 の実現 が、容易な らざる変革を意味する ものであるといった

の も、このよ うな難問題の存在を予想 して のことである。 しか し変革 といって も、それは暴力的な方

法で変革を試み るのではな く、徐々に転換が始められ るものでなければな らない。

私 は真に地方の時代が実現 されるためには、少な くとも次の二っの立場か らの接近 が相互に精力的

になされなければならないと考える。一っは外発 的立場か らの接近 、いま一っは内発的立場か らの接

近で ある。外発的立場か らの接近 とは、すでに述 べた ところか らも察せられ るよ うに、国の立場か ら

の接近 であり、 これに対 し内発的立場か らの接近 とは、市町村そのもの、つまり住民 と自治体か らの

接近である。 私は前者を 「外発 的地方主義」、後者を 「内発的地方主義」 と呼んで区別 している。

「地方の時代 」と表現するときの意味内容は、人 によって異なる思 うが、少な くともその内実を決

め るものは、人 々の地域住民 としての自己主体化でなければな らないと考 える。 なぜな らば、故 ・松

原治郎氏がいみ じくも指摘 したように、 「地方 の時代は、国が保障 して くれ るものでもなければ、知

事や市長が約束 して くれるもので もない。 ま して学者や文化人が名付ければ生 まれて くるといった も

ので もないか らで ある。 したが って地方 の時代 にとって最 も基底的なのは、 「内発的地方主義」であ

って、それは とりあえず、一定の地域または地方に生 きる生活者たちが、その歴史 的 ・風土的個性を

背景 に、その地域 または地方に対 して一体感 を もち、経済的自立性をふ まえて、みずか らの政治的 ・

行動的自律性 と、文化的独 自性を確立す る活動であるということができよう。

{2)地 方 の時 代 へ の胎 動

地方 の時代へ向か って の動 きのなかで 、いわゆる 「外発的立場 からの地方主義」は別 として、 「内
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部的立場か らの地方主義」は、 もう始まっているといえる。 それは何 よりもまず、若者の人口移動 と

意識動向 のなかに看取される。例 えば国土庁の 『大都市住民 の地 方定住意識調査』(昭 和55年)に

よると、 「地方へ居住 したいか どうか」 とい う質問 に対 し、東京圏出身者の場合 は全体の12。5%、

そ の他の圏の出身者の場合は39.4%が それを肯定 し、 しか も 「収入や働き口があれば地方 に住む」

とい う条件付き指向を含めると、それぞれの割合 は33.3%と62.7%に ふ くれあが る。 この動向を

反映 して、すで にUタ ーン ・Jタ ーン意識、あるいは 「ふるさと指向」が若 い世代の間 に定着 し、結

局は 「田舎のほうが住みやすいというのは、若 ものに とって不思議で も何 ともない。 当然の発想だ」

といわれる段階にまできて いる。

このほか、産業面で も新 たな動 きを看取す ることがで きる。周知のように、昭和50年 以降、経済

の基調は高成長 より低成長へ と大 きく変 った。そのため各地方自治体 においては、 「新 しい地域開発

が再び重要な課 題として登場す ることになった。その点、昭和52年 末に出された三全総 の 「定住構

想1は 、全 自治体から大 きな期待を もって迎 えられた。何 とか、 「働 く場を」 「雇用 の場 を」 とい う

のが多 くの自治体の相言葉であり、か くして全国各地 に 「新 しい産業お こし」の模索的動きが広まっ

ていった。 われわれはそれを1.5次 産業の創造、例えば周知の大分県 の 「一村一品運動1の 中に認め

ることがで きる。

いまでは古いことに属す るが、昭和55年2月7日 の 「日本経済新聞 」に、平松守彦大分県知事の

『若者を引 き止める大分県
、 「一村一品運動」おらが村の新名物作 り』 と題する論稿がのっていたが、

そ のは じめは次のよ うなことばで書かれていた。

「私たちの大分県ではいま、"一 村一一品運動"が 全県 にわたって推 し進 められている。47の 町村

が、それぞれ一品ずっ新 しい特色ある産品を開発 していこうとい う運動で ある。 みんなの知 恵を出し

合 って、 自分の町や村が長い将来 にわたって全国に誇れるような 「何」かを生み出 してい く。 どうし

て も、そ うした特産品 の育ちに くいところは、名所や旧跡の類で もいいではないか。 ともか く、お ら

が村 の自慢 目玉、生きがいはここにあるとい うものを一つ、協力 してつ くっていこうというので ある。」

いまこのように、 「無から有 をつ くる」試みが、全国の幾つかの地域で具体的な動き となって始め

られて いる。 われ われはそれを道 内の、例 えば池田町、函館市、富良野市及 びタ張市の 「ワイ ン ・ブ

ランデ ー醸造」に、 「北海道生薬公社の設立」に、また清里町の 「芋 しょうちゅう」に、そ して更に

は東藻琴村の 「ナチ ュラルチ ーズ」等にも認めることができる。

もちろん全般的にはまだこういった事例 は多 くもな く、また成果 もそれほど上が らず、苦 しみの渦

中にあるといった ものが多 い。 しか しとにか く以上に述べたような新 しい動 きが、80年 代の新 しい

課題 として胎動 して きているということは、確か にいえそ うである。それは牛のようにノロイ歩みで

はあるが、まさしく 「地方の時代」へ の幕明けを示す ものといえよう。
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第3表 道 内都 市 にお け る 「一 村 一 品運動 」 の展 開

都市名

札幌市

江別市

千歳市

恵庭市

小樽市

函館市

タ張市

岩界沢市

美唄市

芦別市

赤平市

三笠市

滝川市

砂川市

獅
深川市

一 村 一 品 運 動 の 内 容

「好 きです』SAP㎜ 」 「定山渓地域振興」

「豊平 リンゴまっり」 「スノーホ ッケー」

レンガ、レンガ工場等 「レンガの街」

rス カツフ。(アイスクリーム、シロヅプ)」

[鮭みそ」 「泉郷獅子舞i」 「カルストーン」

「サーモ)〃ぐ一ク(権想)」 「支笏湖観光開発」

「千歳川さけまつり」 「支笏湖水まつり」

「総合福祉センター」

「めん羊の飼育 ・販売」

「小樽運河とその周辺環境整備」 「歴史的建

物造物、都市景観保全」 「海 ・港を媒介にし

たイベント」 「/¥°テイシバクシヨン(健 康増

進運動)」 「市民劇場活動」

「水産珍味加工品」 「水産加工 ・漁労機械」

「漁網 ・漁具」 「西部地区の歴史的街並の保

存と活用」 「はこだてワイン」 「函館港まつ

り」 「ふるさとまっり(あ そびの記録)「 カ

ラー電車等是緬 電車の活用」 「青函 トンネル

焼」 「手づくりハム ・ソーセージ」

「メロンブランデー ・ワインづくり」 「ロー

カル廃棄物エネルギー供給」 「石炭の歴史村」

「フアミリースクールふれあい(宿 泊施設)

「東山聖苑」

「玉ねぎ」 「玉ねぎジュース」 「在宅福祉サ
ービス特別地区」 「いわみざは公園(大 規模

総合公園」

「ハスカツプ ・シロップ ・ジヤム・ジユース」

「富良野芦別自然公園、国民宿舎、芦別温泉、

芦別レジヤーランド」

「ローカルエネルギーシステム、ウッドコー

ル、あかびらふるさと文庫」

「三笠恐竜まっり」 「メロン漬物工場」

「青少年に大空への夢(体 系化構想一少年科

学クラブ ・グライダー滑空場 ・航空科学館他)

「道立子どもの国」 「遊水池の多目的利用」

「鮒のすずめ焼」 「緑化都市」 「郷土芸能 ・文

化の保存」 「市立総合病院」 「克雪対策」

「商店術整備」

「サロモンカツプ、ジュニアスキー大会」

「深川ふるさと祭り」 「音江山ろく大規模ス

キー場」 「閑llユ ーカラ米生産販売(全 農家

家畜飼養運動で土づくり)」

都市名

旭川市

士別市

名寄市

富良野市

留萌市

稚内市

北見市

網走市

紋別市

室蘭市

曹J牧市

登別市

伊達市

帯広市

釧路市

根室市

一 村 一 品 運 動 の 内 容

「旭川再発見運動」 「旭川国際パーサー大会」

「サフオーク種めん羊研究開発」 「サズベ リー

の研究開発」

「サフオーク種めん羊の研究開発」 「ラズベ リ
ーの研究開発」

「ヘレフオー ド牛の力旺 食品開発研究」

「ふ らのワイン」 「ナチ ュラルチーズ」 「北海

道へそ祭り」 「富良野スキー場」 「文化村」

[麓郷の森」

「特産品開発(水 産加工品)」 「音楽の街づく

り」

「チーズ ・ドリンクの製造開発」 「海峰太鼓」

「白夜祭」

「たまねぎの二次加製品試事事業」 「北見ハ ヅ

カの観行振興事業」 「菊まっり」

「乳酸カルシウムの製造」 「たん白源回収プラ

ン ト設置」 「オホー ックアカデイ ミア構想」

「オホーツク国際絵本まっり」 「紋別流氷アー

トフエステイバル」 「紋別の特産品づくり」

「産業観光(港 湾 ・製鉄所等)」 「自然景観

(絵 靹半島等)」 「うずらの飼育」 「室蘭市技

術情報交換プラザ」

「ハスカッフ。の生産加工」 「とまこましv・スカ

ッフ。ウイーク」

「地獄まっり」 「温泉湯まっり」 「漁港まつ

り」

「地域産業育成協議会」 「キヤベツ 『北ひか

り』の京浜市場開発」 「伊達武者まっり」

「歴史的地名の復活保存」

「オイル ドセーター、手造り生ハム等 ・幸福

友の会」 「十勝川イカダ下 り」 「帯広百年記

念館 ・ロビーコンサー ト」 「おびひろバザー

ル」 「帯広の森の造成と市民植樹祭」

「多獲性魚及び低利用魚の有効利用」 「低品

位炭熱供給システム」 「複合生産農業システ

ム」 「観光漁港構想」 「湿原観光開発」 「大

学創出構想」 「全天候型野菜等生産システム」

「多獲性魚等の付加価値向上(試 作)」 「根

室物産展の開催(東 京)」 「根室の自然、日

本一の選定」 「ふるさと運動」 「ごようまい

獅子舞」

(資 料:『 北海道自治研究』1984年 、6月 号参照)
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(3)今 後 の北 海 道 にお け る ま ちづ くり

地方 の時代を実現するためには、以上 に述べた ことのほか、まだたくさんのそ して新 しい未知 の問

題群が存すると思 うが、ここで は紙数の関係 もあるので、最後 に、地方の時代 における北海道の都市

づ くりにっいて、二、三提言めいた ことを述べて終 りに したい と思 う。

まず、第1点 は、道内の各地域のイメージと結びっけたい、いわゆるローカルブ ラン ドの創出にも

っと多 くの知恵を働 かすべ きであるということで ある。

思 うに現在および将来の北海道 において、まず第1に 要請 され るものは、停滞 または過疎 とみ られ

る市町村に対 して如何 に 「働 く場」または 「雇用の場」を与 え(ま た確保 し)、 民生の安定をはかる

ということであろう。低成長下 にある今 日のわが国の経済下では、かつてのような新たな地域への工場

進出はあまり期待できないであろう。 したがって外か らの工場誘致 にだけ頼 るので はな く、それぞれ

の地域 のもつ特性、地域内の力お よびエネルギーを活用 して、自ら開発 を進めるという、いわば 「内

発的開発 」の方向が真剣 に考え られ、かっそれが実行に移 され るものでなければな らないであろ う。

例 えば先にあげた池田町 の 「十勝ワイン」やその他の例 のように。

この ことにっいて、作家堺屋太一氏が大変おもしろい ことを述べている。彼は この80年 代は 「知

恵の時代」、 「工芸化の時代」で あり、地方にこそチヤンスの多い時代 というのである。すなわち、

「80年 代 は、資源 が安 くて豊富な物量の時代か ら、"知 恵の時代 。に移行する。 ・・…

これまでは、豊富な資源を使 って、大量生産、規格生産が進んだ"工 業化の時代 。であ ったが、80

年 代以降はむ しろ無形価値を多 く含んだ多種小量生産 の時代であ り、"工 芸化の時代 。になるであろ

う。 それはまさに地 方にこそチヤンスの多い時代 である。そ のチヤ ンスを生かすには、無形価値を生

む よきローカル ・イメージと結 びっいたローカル ・ブラン ドを創 り出す ことが大切であろう。地域の

人 々の誇 りと自信が"知 恵 の文化 。を生み、それが"知 恵の価値 。を創 り出す ということを、十分 に

認識 してお くべきであろう」 と。

では、地方をこの 「知恵 の文化 」にふ さわ しい ものに改造するには、 どうした らよいであろうか。

これ に対 し堺屋太一氏は、続いて次のように述べている。

「それにはまず、各都市 が"ミ ニ東京 。志向を捨てて、それぞれ得意 の分野に特化す ること、っま

り"産 業都市 。(イ ンダス トリー ・キヤ ピ トル)を 目指す ことであろう。 …"イ ンダス トリー ・

キヤ ピ トル 。は"イ ンダス トリーズ ・キヤ ピ トル 。ではない。っ まり"特 定 の産業の首都 。という意

味であって、産業一般 の盛 んな大都市 という意味ではない。 ・… イ ンダス トリー ・キヤ ピトルは、

特定 の産業 にっいては全国一 の都市(首 都)と いう意味 だ。 この場合 、単に工場があるとい うだけで

な く、"そ の産業のすべてがある 。ことが必要条件。当該産業 の生産現場は もちろん、商取引、金融、
●

企業 の中枢管理機構、技術研究機関や調査機関、デザイン、広告 ・広報 、教育機関か ら産業 に関す る
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展示物、博物館までそろっている都市なのである。特に欠かせないのは、当該産業の企業首脳 とその
ハイソサエティ

家族があり、その人 々を中核 とした"上 流社会 。が形成 されている ことだ。 」

堺屋太一氏によると、日本では残念ながらこの種 の産業都市 に当たるものは非常に少 ないとい う。

それだけに氏のい う産業都市 は、アイディア としては極めて興味 あるものであるが、かなり非現実的

な面を含 んで いる。

私は堺屋太一氏のい う 「産業首都」 といわないまで も、せめて大分県の 「一村一品運動」に似 たも

のが、北海道の各 自治体において も展開 され、で きれば池田町のよ うなまちづ くりが一つで も多 く出

現すれば、これに こした喜びはないと考える。

事実北海道 において も、横路知事が一村一品運動 を提唱 して以来 、各市町村 はそれぞれに地域の特

産品を加工 して、競 って 「一村一 品」の名乗 りをあげ るよ うになった。 いま都市のみを取 り上げてみ

る と、第3表 の ようになって いるGそ れは一見 してわかるように、極めてバ ラエティーに富んでいる。

だが聞 くところによると、その大部分は、 まだ海 の ものとも、山のもの ともつかないものが多いよう

である。

思 うに 「一村一 品(運 動)」 は、線香花火で終わって しまってはならない。少な くともそれは、将

来、そ の地域 の地場産業 として、地域発展 の一っの大 きな担 い手とな るものでなければな らない。 し

たがってこの意味での一村一品は、隣 りの村(町)で あれを作 ったか らおらの村で も、 といった形で

の 「単なる思 い付き」であってはならない。 それ というの も、一 村一品は一朝一 夕に出来上 がるもの

ではないか らである。 たとえば、池田町 や富良野市 はぶど う栽培 とワインづ くりで全国に知 られて い

るが、もともとこれはこの地域にはなかった もので ある。現在 これ らの地域では、ワインは品質 にお

いて世界的な評価を得、また醸造工場 や研究所 、レス トランやワインガ ーデンなども完成 して、すで

にその基礎は確立 されるに至ったが、 しか しここに至 るまでの道の りは、決 して容易 なものではなか

った○

池 田町に比べ るとかなり後輩に当たる富良野市 において も、第4表 にみ られ るように、ぶどう果樹

研究所を設置 して以後、市民待望のふ らのワイ ンが発売 されるまで に5年 の歳月を要 しているし、ま

た今 日のふ らのワインの基礎が出来上が るまでには 、研究所 の設置以来12年 の歳月 と、設備投資の

主な ものだけで も優に8債 円を超 え、これに研究開発費や人件費 の負担額を加えると、驚 くなかれ10

債 円以上 の投資額になっている。なお、ここに至 るまでの間、多 くの職員や住民が本場 ヨーロ ッ/¥°の

銘醸地 に出かけ、ぶどうの栽培技術 や醸造技術を身 にっ けて帰ってきたことも、忘れてはならないこ

とであろ う。
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第4表 ワイ ン事 業 の主 な経 過

年 月

47.4

5

48.3

49.9

50.2

51.6

9

主 な 出 来 ご と

富良野市ぶどう果樹研究所設置

ぶどう栽培試験地を南扇山に設置し、品種試験

を開始する。

酒類製造試験免許が許可され醸造に関する試験6

研究を開始するo

栽培試験地で生産された 「ぶどう」を初めてワ9

インに仕込むる

果樹農業振興特別措置法(果 振法)の 適用を受

け、ワイン原料ぶどう産地として地区指定を受

ける。

北海道立中央農業試験場委託試験地を富良野市

山部町西14線 に調置(面 積50a)、 ヨーロ

ツぐ各国の醸造用ぶどう品種59種 を導入植栽、

同時に富良野市ぶどう樹音試験地30aを 併設、

醸造用ぶどう25品 種を植栽し、北海道及び道

立中央農試と富良野市が一一体 となってぶどう栽

培試験を実施する。

ふらのワイン、原料ぶどう専用品種としてセイエ0

ベル13,053(赤) 、5,279(白)の 二品

種を指定、本格的な植栽奨励に入る。

第30回 富良野スキー国体で初めてワインを試

飲する。720Z壕1,250本 を提供っ

果実酒製造内免許を許可される。

ワインラベル選定委易会で 「ふらのワイン」の
●

ラベルを決定する。

果実酒期限は製造免許を許可される。農産物処10

理加工場施設としてのワイン工場及び事務所竣

工0地 下1階 、地上2階 、延面970.43m2

年 月

52.2

53.1

53.9

54.3

11

4

只
U

55

5E.4

57.8

ユ0

主 な 出 来 こ と

の洋風の建物が誠

77.FIS、 ワール ドカ ップ富良野大会でふ

らのワインを試飲する。720mε 壕2,000本 。

市民待望のふらのワインの発売を開始する。

北海首、一 ≡験所より加工用ぶどう醸造適正

調査の事務委託を受ける。20種 、2力 年間,

ワイン事業関連施設として、自然休養管理セン

ターを清水山山頂に建設、4月 より業務を開始

する。

農産物処理加工施設 として、ワイン工場増設工

事竣工、地下1階 、地上1階 、延面種983.12

2
工no

果実酒製造本免許が許可される。

,峯、らのワイン配送センター竣 工(鉄 骨平屋建、

2402
mo

原料 ぶどう新品種農場4haを 設置。

ワイン鮒 麟 工(囎 平屋200m2)。

モ ンデ ・セレクシヨン主催による 「第20回

ワール ドセレクシヨン、ワイン部門1で ふら

のワイン赤、白金賞,

シヤ トー ・フラノ 「ウイテイスアムレンシス」

の新発売。

原料ぶどう新品種農場5。3haを 増設0

資料:津 田光陽 「富良野市の農産原工事業の経過と現況」 靴海道自治研究』185(1984年)、P・23よ り転載、

確かに、産品 としての一村一品が成功するためには、まず第1に 加工原料が コンスタン トに供給で

きること、第2に 製品の需要が消費市場において確保 されること、第3に 企業経営 としての収支採算

が とれること、 しか し、 「まちづ くりは人づ くりから」 といわれ るよ うに、一村一品の場合 において

・,
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も、人 の問題、つ まり 「人づ くりの問題」がすべてに優先 しているよ うに思 われる。道 の内外を問わ

ず 、この種 の運動で成功 している例をみる と、そこには必ず といって よいほど、十分にア イデ ィアを

出 し合 い、地場産業を振興 し、技術を向上 させて他の追随を許 さない産品を っ くり出す という、自主

・連帯 ・創造 ・実践 に富 んだ住民 が多数存 している。この点われわれは、い うところの一村一品運動

も、窮極的には 「人づ くり」の問題で あるといってよ いのではないか と考 える。

もちろん一村一品 は、物 に限 った ものではない。札幌の雪まつ り、網走 や紋別の流氷 まっ りといっ

たいわゆる 「イベ ン ト」 も、一村一品の対象 である。 また、一村一品 といって も、必ずそ うで なけれ

ばな らないとい うものではな く、場合 によっては二村一品で も、また三村一品で もよいのである。要

は如何に して地域の特性 に合 った 「産業 おこし」をす るか ということである。産業お こしに関 しては、

既 に二っの報告書の解説のところで も触れたように、五っの課題分野が考 え られ るわけであるから 、

自市 の構造や性格を考慮 して、その うち どの問題を選択 すべきか それを慎重に決定すべ きことは

い うまで もない。

さて 、第1点 にあまりにも多 くの紙数を費 したので、急遠第2点 に移 ることにする。

第2点 は、地方の時代にふ さわ しいまちづ くりは、住民主体によるものでなければな らない という

こ とである。 このことは、北海道 において特 に要請 されることが らである。 とい うのは、北海道の開

拓は、主 として官主導 の形で行 われることが多か ったので、住民 の間には、いまだに官依存、行政依

存の意識が強 く、む らづ くりやまちづ くりは住民 の仕事ではなく、行政 の仕事であるといった主張が

強 くみ られ るか らである。 このような意識が存す る限 り、個性豊かな地方 の時代 にふさわ しいまちづ

くりは、殆んど不可能に近 いといってよかろう。

既に述べたように、地方の時代 にとって最 も基底的な ものは、 「内発的な地方主義 」であり、それ

を支えるものは、その地域の歴史的 ・風土的個性を背景に、しか もそれ と一体感 を もち、そこで荒 々

しく生 きている生活者 としての住民である。っ まり地方の時代 にふさわ しいまちづ くりは、まず何 よ

りも、そ こに自主、責任、連帯、創造 および実践の意欲を もった住民がいるかいないかにかか ってい

るといっても過言ではない。 したが って、各都市 において、常にその実態を肥握 し、必要 あれば時 に

啓豪 し、また時に援助 ・協力するな ど、その活動を積極的に推進すべ く努力す ることが必要 である。

住民主体のコミ ュニティづ くりが、如何 に個性豊かなかっ特色ある地域社会 の形成に寄与 してきたか、

全国 あるいは道内諸都市 の事例 をみればその事情は明 らかである。地方の時代 にふ さわ しいまちづ く

りにおいては、以上 の点を看過 してはならないと思われ る。

第3点 は、地方の時代 に則 した個性 あるまちづ くりを成功させ るためには、行政組織の内部に、強

固 な 「受 け皿」を整えてかか らなければな らない とい うことである。

地方の時代は、 「人材が ものをい う時代 」だ ともいわれている。それだけに、人材の登用やそれに
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代わる担当組織 には、一工夫がなければな らない。 中国の 『戦国策dに 、 「千里 の馬あれ ど一人 の伯

楽 な し。」 とい う有名な諺があるとい う。 これは、聞 くところによると、才能 ある人がいて も、それ

を使 いこなせ る人がいないとい うたとえだという。今 日の行政には、か くれた名馬を探 し出 し、それ

を完全に使い こなす伯楽力沙 ないとい うところに、 またそ うい う余裕 のな いところに、組織的活力を

呼びおこせない、したがって また都市 の活性 化に連動 し得ない、一つの大 きな原因があるといえるの

ではなかろうか。

行政は、いうまで もなく、 「単 なる法令の執行 という機能 だけではな く、地域的な価値選定に基づ

く政策形成 とい う機能 も併せ もっ ものである。 それだけに、自治体の管理者には地域の社会経済の動

向、地域住民の読みに基づ く、果敢な決断が必要である。 こうした将来 の洞察力 とそれに基づ く決断

力の弱 さは、地域社会をマネージす るのに致命的な欠陥 ともなりかねない」ので ある。 したがって、

まだ、 「受 け皿」の整 っていない都 市においては、まちづ くりに果たすその意義を考え、例えば 「

市勢活性化担当委員会 」あるいは 「産業おこしプロジエ ク ト」 といった一っのシステムを形成 し、時

にはその中に民間エネルギーの活用を も考慮 しなが ら、一 日も早 く地域活性化のための課題設定 と、

その具体化 に鋭意取 り組むべきで ある。

この点、私 が最近調査のために参上 した富良野市は、最 もよく成功 した一っの例 として、注目に値

ずべきものと思 われる。

周知のように、富良野市 は、ほんの10年 ほど前までは、何の変哲 もない農村地域の一小都市であ

り、例外 な く過疎化 のか中にあったところである。 それが変身をはじめるのは、先 に指摘 した昭和47

年 のぶ どう果樹研究所 の設置 と、同年に開かれた冬季国体 スキー大会が契機であった。っまり、昭和

47年 に、富良野市が冬季国体スキー大会 の開催地 に決 まった際、市は西武鉄道グル ープの中核である

国土計画(本 社東京)に 、第三 セクターの1北 の峯観光開発」が経営 していたスキ ー場を、肩代わり

するよう要請 した。 この国土計画 の進 出を契機に、富良野市の変身が始 まるのである。すなわち、同

社 は昭和49年 に 「富良野プ リンスホテル」を開業す るが、同ホテルは、6年 目で早 くも経営黒字に

転換する。今 日では、夏 の7、8月 で97か ら98%の 稼 動率を示 し、また通年で も全国の リゾー ト

ホテル界で最高水準 の稼動率を誇 るまで に至 っている。 国土計画が富良野市 に投 じた資金 は32債 円

強といわれているが、先年度の富良野市 の観光収入は堅 くみて50債 円といわれ、このうち西武グル

ープによる分 は25債 円 と推定 されている
。

しか し、市 は国土計画 に頼 り切 っていたわけではな い。昭和52年 か らは国際スキー連盟(FIS)

の ワ ール ドカツプを誘致 、また市 内南部の山部 自然公園 「太陽の里」の整備を急 ぐな ど、多彩な観光

資源 の構成に努めている。 特に、東京の文化人 とピザを突き合 わせての交流 のなかか ら、富良野市 の

青年の活性化をはかりたいという発 想のもとで計画 された 「文化村」は、シナ リオ作家倉本聡氏のテ
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レビ ドラマ 「北 の国か ら」によって 、観光面で も思わぬ花 を開 く結果とな ったもので あるが、これは

市 の開発構造 のなかで も、看過 してな らない ものの一っであろ う。

ところでこれ と関連 して、この夏また富良野市に新 しい観光 のメ ッカが誕生 した。 これは富良野青

年会議所のOBが 組織 しているオフィスFURANOが 中 心 となって、面積4万 平方メー トルの山林

を切 り開いてっ くった ものである。 つまり、 「北の国か ら」の主人公黒板五郎 の家 と五郎一家が最初

に住みっいた廃屋を移設 し、更にそこに新たに数棟の丸太小屋 とキヤ ンプ場その他を併設 してっ くっ

た、いわゆる 「麓郷 の森 」といわれているところの ものがそれである。今年は準備不足で、本来の

趣旨、っまり 「夏冬を問わず自然の中で ドラマ と同 じよ うに富良野 の生活を体験 して もらいたい」、

とい う趣旨を浸透 させ るまでには至 らなか ったようであるが、 しか し富良野市商工観 光課長佐藤与 吉

氏の談 によれば、 「それで も日曜 ・祭 日は2,000人 以上、平 日でも500人 近 い観光客が道内外か ら

連 日押 し寄せた」 という。 これは、名所0旧 跡や単なるロケ地観光 とい った従来の あり方を越えて、

その土地での生活者 との 「触れ合 い」 と 「体験」を通 じて 「感動 してみたい」 という、新 しい観光ニ

ーズの広が りを示 しているように思われ る
。

第5表 年 次 別 観 光 各 の 入 込 数 の 推 移

年
分

47

48

49

50

51

5z

53

54

55

56

57

58

計

392,0UO

416,553

520,149

691,474

:・::

962,323

965,979

1,059,365

1,176,361

1,173,583

X124,314

1,298,149

X100,572

1.400,586

道 内 人

人

318,665

390>666

554>574

::

862,581

::・ ・.

964,651

1,103,725

1,104,948

1,187,582

1,274,308

道 外 人

人

・:::

129,150

ユ36,900

112>000

99,742

79,016

94,714

72,636

68,635

110,566

126,278

ス キ 場

208,0(沁

242,553

382,138

456,895

617,614

675,943

・::・:

783,051

907,061

944,561

1,014,212

1,082,964

宿 泊 者

人

147,642

190,266

298,450

180,407

197,260

177,741

175,404

206,205

214,028

241,369

251,058

(注)※ 印の数字は 「北の国から」 のロケ地入込数 資料:富 良野市商光観光課
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ともあれ 「農村づ くり」、 「人づ くり」、そ して 「富良野市民が自ら誇れるまちづ くり」を目指 し

ての、市 、富良野観光、JC関 係者、そ して農協な どによるいわゆる強固な 「受け皿」の存在が、今

日の富良野市の活性化に大いに寄与 しているものと思われる。われわれはその一端を、第5表 の 「観

光額 の入込の推移」に認めることができる。 地方の時代 に則 した、また個性 あるまちづ くりを成功 さ

せ るに当たって、何 よりもまず、行政組織 の内外 に 「受け皿」を整えてかか らなければな らないとい

った理由が、以上の事例 によって よく理解 されるものと思 う。

4.む す び

私は、 「地方 の時代 」の主張 に共鳴する点が多い。 しか しどのよ うにして地方の時代 にふさわ しい

まちづ くりを実現す るかとい う段 になると、あまりにも制約が多 く、正直な ところこれ といった決定

的な妙薬はないようにも思 う。 しか しその中にあって以上に述べた事柄は、地方の時代の都市づ くり

へ向か っての一っの道程であると考える。他のまちづ くりに学びなが ら、 しか も工夫 と努力を重ねて、

一歩一歩 目的に近づ くこと以外 には
、あるいは地方の時代 にふさわ しい都市を実現する道はないのか

も知れない。
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